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序 文 

 
独立行政法人国際協力機構は、ネパール連邦民主共和国の数値標高モデル及びオルソ画像整備

計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を朝日航洋株式会社、八千代エンジ

ニヤリング株式会社、株式会社パスコで構成される共同企業体に委託しました。 

調査団は、令和元年 8 月から 12 月までネパールの政府関係者と協議を行うとともに、計画対象

地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりま

した。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
 

 

2020 年 3 月 

独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部 

部長  安達  一 
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要 約 

1. 国の概要 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」という）の人口は 2,649 万人（2011 年人口調査）

で、2001 年（前回調査年）から 2011 年の間に年率 1.14％の人口増加がみられる。同国の面積は

約 14.7 万 km2 と北海道の約 1.8 倍の広さで、国土の 17%を占める本調査対象地域を含む南部のタ

ライ地域にはネパールの総人口の約半分が居住している。 

政治的には、1996 年に共産党毛沢東主義派（マオイスト）が武装闘争を開始し政情不安が続い

ていたが、2006 年に政府とマオイストの間で包括的和平合意が成立し、2008 年 4 月には制憲議会

選挙が実施された。同年 5 月に開催された第 1 回議会では、王制から「連邦民主共和制」へと移

行することが宣言された。以降、新憲法制定に向けた取り組みが行われてきたが、政党間対立に

より起草作業は大幅に遅延していた。しかし 2015 年 5 月のネパール地震の後、今後の復興のため

には憲法制定が重要であるとして主要政党による憲法制定に向けた動きが急速化し、同年 9 月に

新憲法が公布された。同年 10 月 11 日立法議会における首相投票の結果、K.P.シャルマ・オリ・ネ

パール共産党（統一マルクス・レーニン主義派）:CPN-UML）委員長が新首相に選出され、翌 12

日に新政権が発足した。現在は中央集中型システムから分散型連邦政府システム実行への移行段

階にある。 

ネパールの経済概況は、GDP 約 288 億 US ドル（2017/2018 年度）、一人当たり GDP 約 1,004US

ドルで後発開発途上国（LLDC）に位置づけられる。主要な産業は農林業で GDP の約 28.9％を占

め、就労人口の約 3 分の 2 が農業に依存している。農林業以外では、貿易・卸売り業，交通・通

信業などが主な産業となっている。 

経済成長は安定的に推移しており、過去 10 年間の GDP 成長率は、2015/2016 年度は地震の影響

で 0.6％に落ち込んだものの、翌年度年以降は 8.2％（2016/2017 年度）6.7％（2017/2018 年度）で

地震前の平均約 4.6％よりも高い値を示し、経済成長の兆しをみせている。 

 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

ネパールは洪水、地震、土砂災害などの自然災害多発国であるとともに、防災インフラの未整

備状況などから住民が災害の影響を受けやすい災害脆弱国と指摘されている。過去の自然災害の

特徴を見ると、被災者数では洪水が最も多く、発生頻度でも火災に次いで洪水が多い状況である。

雨季には広範囲にわたり集中豪雨が発生しており、標高の低い南部平野地帯（総称：タライ地域）

では雨季の慢性的な洪水被害が深刻である。2017 年の豪雨の際は、タライ地域全域で大規模な洪

水が発生し、死者・行方不明者数は合計で 200 人以上にのぼり、584 百万 USD の経済被害が生じ

ている。 

ネパール政府は防災行政の強化を図り、関連政策・計画を推し進めることを目的として 2017 年

10 月に災害管理法を制定し、2018 年 6 月には同法に基づく災害リスク削減方針及び災害リスク削

減戦略を策定している。同方針では気象予測精度の向上、洪水予警報システムの構築や洪水ハザ

ードマップの整備を通じた災害リスクの低減を目的として掲げており、ネパール政府は気象レー
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ダーの設置及び洪水早期予警報装置の設置を進めている。 

洪水脆弱地域のタライ地域では、洪水被害の軽減や整備が進められている早期警報システムへ

の活用に必要な、正確な洪水ハザードマップが整備されていない。そのため、同ハザードマップ

の作成に必要な詳細な浸水域が特定できるような精度の高い数値標高モデルの導入が緊急の課題

となっている。 

かかる状況下、2019 年にネパール国政府から我が国に対し、数値標高モデル及びオルソ画像整

備計画に関する無償資金協力の要請がなされた。本プロジェクトの目標は、高精度の数値標高モ

デルを整備することにより、同地域の洪水対策に必要な計画の精度を向上させ、もって洪水被害

の軽減に寄与するものである。 

 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

ネパール政府の要請を受け、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、

以下「JICA」）は、ネパールの数値標高モデル及びオルソ画像整備計画にかかる協力準備調査を

実施することを決定した。第一次現地調査時（2019 年9 月8 日～10 月6日）のスコーピングから

第二次現地調査時（2019 年12 月1 日～12 月10日）の調査結果を踏まえ、ネパール国側との技術

面、コスト面、維持管理能力等の様々な側面について協議を重ね、最適な計画が立案された。本

プロジェクトの協力内容を下表に示す。 

表 1 プロジェクトの協力内容 
項目 内容 

調達機材等の内容 

① 数値標高モデル一式（対象面積：約 15,000km2、メッシュ間隔：1m） 
② オルソ画像（対象面積：約 15,000km2、GSD：15cm） 
③ データ加工・閲覧用コンピューター 
④ 同ソフトウェア 
⑤ 空撮用ドローン 

コンサルティング・サー

ビス/ソフトコンポーネ

ントの内容 

詳細設計、入札補助、調達監理／数値標高モデル維持管理能力の定着、

数値標高モデル利用体制の強化 

出典：調査団 

 

4. プロジェクトの工期 

我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき作成した事業実施工程を下表に示す。本プロジェ

クトの所要工期は実施設計約 4.5 カ月、数値標高モデル/機材調達・据付完了約 16 カ月、全体で約

20.5 カ月となる。 

概略事業費は施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

 



iii 
 

表 2 事業実施工程表 
累計月数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

契約 閣議

交換公文（E/N）

贈与契約（G/A）

   コンサルタント契約

実施設計 契約内容最終確認

入札図書作成

入札図書承認

　入札公示

入札・評価

　業者契約 （計4.5ヶ月）

機材調達・据付 製作図・施工図作成、承認

機材製作

事前確認

現地測量

航空レーザ測量

データ処理

 製品検査

据付工事

初期操作指導、運用指導

　検収・引渡し

（計16.0ヶ月）

凡例

現地業務：

国内業務：

 
出典：調査団 

5. プロジェクトの評価 

（1）妥当性 
本プロジェクトは、ネパール国タライ地域において高精度な数値標高モデルを作成することに

より、ハザードマップに代表される災害リスク管理、インフラ整備のための基礎データとなる新

規大縮尺地形図の作成、既存地形図の更新に貢献する。よってタライ地域の住民が受益可能な経

済成長の発展に寄与することが期待される。また、本プロジェクトは現在ネパールで計画されて

いる同国全土を対象とした数値標高モデル作成 7 カ年計画の先駆けとして位置づけられ、同国の

長期国土計画に資するものと期待できる。 

（2）有効性 

本プロジェクトの実施により下表に示す効果の発現が期待される。基準値は本概略設計調査実

施前の 2018 年とし、本プロジェクト完成 3 年後を目標値とする。 

表 3 本プロジェクト実施により得られる定量的効果 

指標名 基準値（2018 年実績値） 目標値（2025 年） 

数値標高モデルのメッシュ間隔（m） 

（又は、等高線の間隔（m）） 

50 

（10） 

1 

（0.5） 

垂直誤差（m） 5 0.25 

大縮尺地図の作成面積（km2） 0 300 

数値標高モデルデータ配布回数 0 15 

オルソ画像データ配布回数 0 15 
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指標名 基準値（2018 年実績値） 目標値（2025 年） 

ハザードマップの作成面積（km2） 0 500 

出典：調査団 

本プロジェクトの実施により発現が期待される定性的な効果は以下のとおり。 

 既存地形図データ更新が可能になる 

タライ地域については、1:5,000 地形図作成と並行して、1:25,000 地形図の更新も期待され

る。また、開発等に伴う改変の他、氾濫や土砂災害等では地形変化も伴うため、継続的な

地形図データの更新が必要となるが、ドローンによる写真測量技術が習得されることから、

タライ地域に限らず全国の既存地形図データの更新が可能になると期待される。 

 関係機関と住民の防災意識の向上 
本プロジェクトのソフトコンポーネントとして、利用想定機関の関係者 60 人程度を対象

としたセミナーを開催するとともに、当該セミナー用の教材、パンフレット等の作成を行

うこととしている。これらを通じて測量局から関係省庁、地方自治体、さらにそこから住

民へと広報教育活動が広がり、防災意識が向上することが期待される。 

 洪水想定区域の特定精度の向上 
詳細な数値標高モデルを用いることにより、浸水シミュレーションや浸水域、浸水深の計

算が可能になり、これを反映したハザードマップの精度向上と、適切な避難計画の策定が

期待される。 

 堤防強化地点や洪水調整池などの洪水対策候補地の絞り込みが可能になる 

河川増水時の流量シミュレーションと堤防高等の詳細地形から破堤危険箇所の特定や、対

策作業の優先順位付け、洪水調整池等の候補地選定等、防災対策への活用が期待される。 

 インフラ開発計画（道路、鉄道、灌漑など）に利用される 

詳細数値標高モデルや、オルソ画像、さらに作成が期待される 1:5,000 地形図等のデータ

は、インフラ開発計画策定・実施に不可欠な情報であり、これらの提供により、タライ地

域のインフラ整備が促進されることが期待される。 
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位置図 

 

 
 

 

 
 
 

 
出典：国土管理・協同組合省測量局のデータに基づき JICA 調査団作成 

  

ネパール 

事業対象地 

プロジェクト面積 約 15,000km2 

 

第 1 州：ジャパ郡、モラン郡、スンサリ郡 
第 2 州：サプタリ郡、シラハ郡、ダヌーシャ郡、マハッタリ郡、サルラヒ郡、ラウタハト郡、バラ郡、パルサ郡 
第 3 州：チトワン郡 

 
プロジェクトサイト 
郡 

凡例 
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完成予想図 
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写 真 

  

測量局本局 
測量局本局はカトマンズ市東部に位置している。  

測量局地図販売所 
測量局本局建屋と同じ敷地に所在する地図販売所。 
 
 

  

第一次現地調査 MD 協議の様子（2019/09/12） 
調査団は、日本で作成した主題図を用いてカウンターパー

ト（測量局）に本プロジェクトで調達する数値標高モデル

の仕様などについて確認を行った。 

第一次現地調査 MD 署名の様子（2019/09/12） 
調査団の総括と測量局の局長がMDに署名を実施している

様子。 

  

バグマティ川管理事務所ヒアリングの様子

（2019/09/15） 
調査団は、バグマティ川管理事務所を訪問し、職員に対し、

活動状況などについてヒアリングを行った。 
 

タライ地域河川橋脚崩落の状況 
（2019/09/16） 

調査団は、タライ地域を踏査し、河川の橋脚が崩落してい

る状況について確認した。 
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第一次現地調査（測量局バラ支部訪問） 
（2019/09/24） 

測量局で入手した点の記に記載されている基準点につい

てヒアリングを行っている様子。 

第一次現地調査（基準点調査） 
（2019/09/24） 

ネパールテレコム建屋の屋上に設置されている基準点の

現況確認を行った。 
  

第一次現地調査（水準点調査） 
（2019/09/25） 

チャンディ橋のたもとに設置されている水準点の現況確

認を行っている様子。 
 

第一次現地調査（基準点調査） 
（2019/09/26） 

ジャナクプル空港敷地内に設置されている基準点の現況

を確認した。 

   

第一次現地調査（ジャナクプル空港） 
（2019/09/26） 

空港管理事務所のシニアオフィサーへ空港設備について

ヒアリングを行っている様子。 

第一次現地調査（ジャナクプル空港） 
（2019/09/26） 

空港設備の現況を確認した。 
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第二次現地調査（タライ平原） 

（2019/12/1） 
ナラヤニ付近の河川状況。 

第二次現地調査（タライ平原） 

（2019/12/1） 
ナラヤニ付近の河川状況。 

  
第二次現地調査（タライ平原） 

（2019/12/1） 
ナラヤニ付近の河川状況。 

第二次現地調査（タライ平原） 

（2019/12/1） 
ナラヤニ付近の河川状況。 

  

第二次現地調査 MD 署名の様子 

（2019/12/6） 
第二次現地調査 MD 署名の様子 

（2019/12/6） 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」という）は洪水、地震、土砂災害などの自然災

害多発国であるとともに、防災インフラの未整備状況などから住民が災害の影響を受けやすい災

害脆弱国と指摘されている。過去の自然災害の特徴を見ると、被災者数では洪水が最も多く、発

生頻度でも火災に次いで洪水が多い状況である。雨季には広範囲にわたり集中豪雨が発生してお

り、標高の低い南部平野地帯（総称：タライ地域）では雨季の慢性的な洪水被害が深刻である。

2017 年の豪雨の際は、タライ地域全域で大規模な洪水が発生し、死者・行方不明者数は合計で 200

人以上にのぼり、584 百万 USD の経済被害が生じている 1。 

ネパール政府は防災行政の強化を図り、関連政策・計画を推し進めることを目的として 2017 年

10 月に災害管理法を制定し、2018 年 6 月には同法に基づく災害リスク削減方針及び災害リスク削

減戦略を策定している。同方針では気象予測精度の向上、洪水予警報システムの構築や洪水ハザ

ードマップの整備を通じた災害リスクの低減を目的として掲げており、ネパール政府は気象レー

ダーの設置及び洪水早期予警報装置の設置を進めている。 

洪水脆弱地域のタライ地域では、洪水被害の軽減や整備が進められている早期警報システムへ

の活用に必要な、正確な洪水ハザードマップが整備されていない。そのため、同ハザードマップ

の作成に必要な詳細な浸水域が特定できるような精度の高い数値標高モデルの導入が緊急の課題

となっている。 

数値標高モデルは洪水対策やインフラ整備計画など多方面に必要な地理空間情報であり、第

1-1-1 項では、ネパールにおける数値標高モデルの整備・利用状況の現状について整理する。続い

て第 1-1-2 項において数値標高モデルの活用が最も期待される洪水対策について、その現状・課題

について整理し、タライ地域における数値標高モデル整備の緊急性・重要性の背景を説明する。

さらに第 1-1-3 項では、ネパールにおける地理空間情報の公開状況・流通状況の現状を整理し、数

値標高モデルの活用促進を実現する上での課題を明らかにする。 

1-1-1 数値標高モデルの整備・活用 

本項では、第(1)項で測量局をはじめとするネパールの主要な機関における地理空間情報の整

備・活用状況を整理し、次に第(2)項で特に数値標高モデルの整備・活用状況をまとめ、第(3)項で

利用機関へのヒアリングから明らかになった数値標高モデルの潜在的な需要を整理する。 

(1) 地理空間情報の整備・活用状況 

ネパールでは、各政府機関の役割に応じてさまざまな地理空間情報を整備している。また、ネ

パールに所在する国際研究機関においても地理空間情報の整備が行われている。主な機関におけ

る整備活用状況について以下に示す。 

                                                        
1 国家計画委員会（2018）、Post Flood Recovery Needs Assessment 2017 ：
https://www.npc.gov.np/images/category/PFRNA_Report_Final.pdf 
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1） 国土管理・協同組合省測量局 (Survey Department, Ministry of Land Management, 

Cooperatives and Poverty Alleviation) 

過去に海外のドナー機関などの支援により 1:25,000 及び 1:50,000 地形図や 1:50,000 の土地利用

図などを作成している。これらの地形図はベクトル形式でデジタルデータ化されている。図 1-1

に測量局の整備した地形図の整備範囲を示す。青線より南側が縮尺 1:25,000 地形図、北側が

1:50,000 地形図の整備された範囲となる。 

 
出典：調査団作成 

図 1-1 測量局の整備した地形図整備範囲 

近年では、中国から地上画素寸法（Ground Sample Distance: GSD）がモノクロ 2.1m、マルチ 5.8m
の地球観測衛星 ZIYUAN3 の単画像を無償供与されている。これらの画像などを用いて、平坦な

タライ地域の 1:25,000 デジタル地形図の更新を測量局職員が自ら実施している。2019 年には約 40

名の職員により約 200 面の地形図が更新されている。ただし、更新された地形図は内部利用であ

り発行はされていない。 

2） 水文気象局 (Department of Hydrology and Meteorology: DHM) 

DHM では、ネパール国内各地点に設置された観測機器で収集した水文・気象データを地図上に

表示し、Web サイトを通じてリアルタイムに提供している。背景の地図は、出所明記すれば自由

に利用することができる Open Street Map を使用している。流域単位で洪水のレベル（警戒、危険、

50 年に一度、100 年に一度など）を予測する Web 上の地図システムも整備されている。 

また、これまでに数値標高モデルを活用して洪水ハザードマップを作成しているが、それらは

一般公開するのではなく、洪水の予警報のための資料として活用している。 

3） 鉱山地質局 （Department of Mines and Geology: DMG） 

DMG では、1:50,000 の地質図（Geological Map）や地すべりハザードマップ（Landslide Hazard 

Map）、そのほかネパール全域の小縮尺地質図を作成している。また、タライ地域を含むいくつか
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の地域について 1:10,000 などの工学・環境地質図（Engineering and Environmental Geological Map）

を作成している。 

 
出典：DMG web サイト 

図 1-2 DMG の整備した 1:50,000 地質図のインデックス図 

4） 森林研究訓練センター（Forest Research and Training Centre: FRTC） 

森林環境省（Ministry of Forests and Environment）に属する FRTC は、基礎自治体レベルの森林

被覆図の作成や森林資源のデータベース化を行っている。図 1-3 に FRTC の整備した森林被覆図

の一例を示す。 

 
出典：FRTC web サイト 

図 1-3 FRTC の整備した森林被覆図 
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5） 国際総合山岳開発センター（International Center for Integrated Mountain Development: 

ICIMOD） 

ICIMOD はヒンドゥークシュ・ヒマラヤ地域の 8 カ国 2が加盟する地域国際研究機関であり、ネ

パールのカトマンズに所在している。同センターは、グローバル化や気候変動について、山岳民

が理解し適応できるよう支援し、地域の上流・下流の問題に取り組みつつ新たな活動機会を作り

出すことを目指している。 

また、ICIMOD は欧米諸国のドナーや国連関係機関、国際研究機関と連携し、「大気」「河川流

域と氷圏」など、設定したテーマに基づき、複数国にまたがる地理空間情報に加え、国別のデー

タセットや流域別のデータセット等を作成している。また、さまざまな地域の地理空間情報のメ

タデータを蓄積している。例えばネパールに関係する流域のデータとしては、コシ川流域やラプ

ティ川の洪水管理に関する情報を整備している。図 1-4 に ICIMOD が作成したコシ川流域の情報

システムと灌漑の整備状況を示す。 

 
出典：ICIMOD web サイト 

図 1-4 コシ川流域の情報システム 

(2) 数値標高モデルの整備活用状況 

1） 整備状況 

測量局はネパールにおける地理空間情報整備の一環として 1:25,000 地形図及び 1:50,000 地形図

からデジタル化した等高線及び標高点データを整備している。また、その他政府関係機関はそれ

ぞれの目的に応じて数値標高モデルを作成している。表 1-1 に各機関の作成した数値標高モデル

について示す。なお、数値標高モデルは、狭義では格子状に配置された点の標高からなるデジタ

ルデータであるが、本表では等高線や標高点のデジタルデータも含むこととする。 

 

 
                                                        
2 アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、中国、インド、ミャンマー、ネパール、パキスタンの 8 カ国を

指す。 
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表 1-1 ネパールにおける数値標高モデルの整備状況 

整備機関 整備された数値標高モデル 備考 
測量局 1:25,000 地形図及び 1:50,000 地

形図からデジタル化した等高線
及び標高点 

· 価格は 1図葉あたり 240NPR 
· 格子状に配置された標高値
ではない。 

旧水関連災害管理局 
（Department of Water Induced 
Disaster Management：DWIDM）   

インドの地球観測衛星 Catosat-1
号のステレオペア（GSD 2.5m）
から 25 河川流域について整備 

ア ジ ア 開 発 銀 行 （ Asian 
Development Bank：ADB）の
支援による。 

水文気象局 
（Department of Hydrology and 
Meteorology：DHM） 

フ ラ ン ス の 地 球 観 測 衛 星
Pleiades のステレオペア（GSD 
50cm）からコシ川の一部流域に
ついて整備 

世界銀行（world Bank：WB）
の支援による。 

FRTC 森林の地上部分のバイオマス把
握のため一部地域で航空レーザ
測量により整備 

フィンランドの支援による。 

民間企業 米国DigitalGlobe社の衛星（GSD 
30cm）や Pleiades の衛星画像か
ら標高精度 2m のデータを整備 

ネパール電力公社（ Nepal 
Electricity Authority：NEA）な
どからの委託による。 

出典：調査団 

図 1-5 に測量局より入手した 1:25,000 地形図デジタル等高線の例を示す。左図の赤枠は図葉の

位置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：調査団 

図 1-5 1:25,000 地形図よりデジタル化された等高線データの例 

プロジェクトベースでは、DWIDM が ADB の支援をうけて、インドの地球観測衛星 Cartosat-1

号のステレオペア（GSD 2.5m）から 25 河川流域の数値標高モデルを作成している。また、DHM

では、WB の支援によりコシ川の一部流域についてフランスの地球観測衛星 Pleiades のステレオ

ペア（地上解像度 50cm）により数値標高モデルを整備している。FRTC は、フィンランドの支援

により森林の地上部分のバイオマスの把握のため一部地域で航空レーザ測量による数値標高モデ

ルを作成した例がある。 

また、ネパール民間企業はネパール電力公社等からの依頼で、米国 DigitalGlobe 社（GSD 30cm）

87˚7´30̋E 
27˚N 

26˚52´30̋N 
87˚15´E 
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や Pleiades の衛星画像から標高精度 2m の数値標高モデルを作成した例などがある。もちろん

AW3D3などの全世界をカバーする衛星データから作成された数値標高モデルも利用可能である。 

このように、ネパール国内で誰でも利用できる標高データは、測量局が提供している等高線・

標高点データを除けば、広域をカバーするが精度の低いデータか、高精度であるが局所的にしか

作成されていないデータしか存在していない。 

2） 利用状況 

政府機関及び政府機関から委託を受けた民間企業は、衛星画像から作成された数値標高モデル

や、測量局のデジタル等高線及び標高点データを格子状に変換した数値標高モデルなどをさまざ

まな目的に活用している。表 1-2 にその例を示す。また表 1-3 に数値標高モデルの仕様、整備範囲、

入手可能性を示す。 

表 1-2 ネパールにおける数値標高モデルの利用状況 

数値標高モデルの種類* 利用機関 利用目的 
SRTM（30m） トリブバン大学、ICIMOD 土壌浸食、洪水氾濫計算、氷河

の移動 
WORLDDEM（12m） トリブバン大学 土壌浸食 
MERIT DEM（90m） ICIMOD 土壌浸食、洪水氾濫計算、氷河

の移動 
AW3D（5m） ICIMOD 洪水氾濫計算、氷河の移動 
Cartosat-1 号ステレオ画像から

作成した数値標高モデル（5m） 
旧水害管理局 ハザードマップ作成、氾濫域マ

ップ作成、洪水リスク分析 
測量局デジタル等高線及び標高

点データ 
トリブバン大学、国家計画委員

会（National Planning 
Commission：NPC） 

土壌浸食、道路計画のフィージ

ビリティ調査 

航空レーザ測量による数値標高

モデル 
森林研究訓練センター、電力公

社、水資源灌漑局 
 

ハザードマップ作成、森林バイ

オマス（地上部分）の計測、送

電線敷設計画、灌漑計画 
*：（ ）内の数字は数値標高モデルの格子間隔を示す 
出典：利用機関のヒアリング結果より調査団作成 

表 1-3 ネパールで利用された数値標高モデルの仕様等 

数値標高モデ

ルの種類* 仕様 整備範囲 入手法・その他 

SRTM（30m）  経度差、緯度差とも 1 秒の

メッシュの標高 
 平面位置は WGS84、高さ

は EGM964に基づく 
 高さ精度は 90%誤差でユ

ーラシア大陸の場合 6．6 m 
(平均 2乗誤差で約 4mに相

当) 

 北緯60度から南緯56
度の全陸域。したが

って、ネパール全土

をカバー 
 NASA のスペースシ

ャトルミッションに

より整備 

 NASA や USGS の Web
サイト 5より誰でもダ

ウンロード可能 
 原データには voidと呼

ばれるデータのないメ

ッシュが含まれてお

り、それを他のデータ

で補填したものなどい

くつかのバージョンが

                                                        
3 AW3D：https://www.aw3d.jp/en/ 
4 EGM96、EGM2008 ：https://earth-info.nga.mil/GandG/update/index.php?action=home 
5 NASA web サイト：https://www2.jpl.nasa.gov/srtm/ 

USGS web サイト：
https://www.usgs.gov/centers/eros/science/usgs-eros-archive-digital-elevation-shuttle-radar-topography-mission-srtm-non?qt-
science_center_objects=0#qt-science_center_objects 
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数値標高モデ

ルの種類* 仕様 整備範囲 入手法・その他 

ある 
WORLDDEM
（12m） 

 経度差、緯度差とも 0.4 秒

のメッシュの標高 
 平面位置は WGS84、高さ

は EGM2008 に基づく 
 高さ精度は 90%誤差で 4m 

 全陸域をカバー 
 TerraSAR-X と

TanDEM-X の SAR 干

渉処理により整備 

AIRBUS 社 6より有償配

布 

MERIT DEM 
（90m） 

 経度差、緯度差とも 3 秒の

メッシュの標高 
 平面位置は WGS84、高さ

は EGM96 に基づく 

 北緯60度から南緯60
度の陸域 
 SRTM の 90m データ

よりデータ欠損及び

異常値を除去 

東京大学の Web サイト 7

より無償配布 

AW3D（5m）  2.5m メッシュの標高デー

タ 
 高さ精度は平均2乗誤差で

5m 

 全陸域をカバー 
 我が国の陸域観測技

術衛星「だいち

（ALOS）」の画像よ

り整備 

AW3D の Web サイトよ

り申し込み。有償配布 

Cartosat-1 号

ステレオ画像

から作成した

数値標高モデ

ル（5m） 

 UTM 投影による 5m メッ

シュの標高 
 平面位置は WGS84 に基づ

く 
 高さの解像度は 1 m 

 インドの地球観測衛

星 Cartosat-1 号のス

テレオペアよりタラ

イ平原の 25河川流域

について整備。一部

測量局のデジタル等

高線を活用 

一般提供はしていない 

測量局デジタ

ル等高線及び

標高点データ 

 平地部 10m、山地部 20m
の等高線 
 平面位置、高さの基準はネ

パールの測地参照系に基

づく 
 高さの精度は、平均 2 乗誤

差で約 3m （平地部）及び

約 7m（山地部）と考えら

れる 

 ネパール全土をカバ

ー 
 縮尺 1:25,000 地形図

（平地部）及び

1:50,000 地形図より

デジタル化 

測量局より有償配布 

航空レーザ測

量による数値

標高モデル 

プロジェクトごとに異なる

と考えられ、詳細は不明 
極めて限定的であり、

詳細な場所は不明 
一般提供はしていない 

*：（ ）内の数字は数値標高モデルの格子間隔を示す 
出典：USGS, WORLDDEMTM,東京大学,AW3D の Web サイトおよび ADB 報告書 8をもとに調査団作成 

(3) 数値標高モデルの需要 

第(2)項に記したとおりネパールではさまざまな機関が数値標高モデルを整備・利用している。

しかしながら、それぞれの用途に適した容易に購入できる数値標高モデルは存在しないため、利

用機関の多くは第(2)項 1)に記したとおり自ら整備を行っている状況である。そのため、用途に適

した容易に購入できる数値標高モデルが利用可能であれば、需要がさらに高まると考えられる。

表 1-4 に数値標高モデルの利用が想定される主な機関において、要望されている数値標高モデル

                                                        
6 AIRBUS 社 web サイト：https://www.intelligence-airbusds.com/en/8703-worlddem 
7 東京大学 web サイト：http://hydro.iis.u-tokyo.ac.jp/~yamadai/MERIT_DEM/ 
8 Water Resources Project Preparatory Facility, Pacakage 3: Flood Hazard Mapping and Preliminary Preparation of Flood 
Risk Management Projects, Final Report Volime 1（2016）：https://www.adb.org/projects/documents/nep-45206-001-dpta 
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の仕様とその用途について整理する。 

表 1-4 主な数値標高モデルの需要 

利用想定機関 必要な数値標高モデルの仕様 用途 
水資源灌漑局の灌漑プロジ

ェクト部門 
高さの誤差 30cm 以内 灌漑計画用の縮尺 1:5,000地形図

の作成 
道路局 等高線間隔 25cm～1m · 詳細設計用の縮尺 1:250地形図 

· 道路管理用 GIS（例えば、平坦
地での流水方向の把握） 

水文気象局 1m メッシュ、高さの誤差 50cm 洪水氾濫リスクのある場所と安

全な避難場所の把握 
森林訓練研究センター 8pt/m2 の点群密度での表層デー

タ 
森林の地上バイオマス量の把握 

鉱山地質局 （詳細になれば、それを利用する

ニーズが出てくる） 
プロジェクトベースでの地質図 

トリブバン大学地理学部 衛星データ及び 1:50,000 地形図

等高線から作成された数値標高

モデル 

地形による水害のリスクを踏ま

えた土地利用計画や居住地計

画、灌漑計画、洪水解析、洪水

予報、洪水に強い農業など 
国際総合山岳開発センター · 衛星データ及び 1:50,000地形図

等高線から作成された数値標
高モデル 

· 4pt/m2 の点群密度での表層デ
ータ 

· 洪水氾濫計算、土砂災害解析等
の実用化 

· 森林バイオマスの算定 

民間部門 高精度の数値標高モデル オルソ画像の作成や各種地図作

成作業の省力化や高精度化 
出典：利用機関のヒアリング結果より調査団作成 

1-1-2 プロジェクト対象地域における洪水対策の現状・課題 

(1) 流域の概要と洪水の履歴・特徴 

1） 流域の概要 

ネパールは北部のヒマラヤ山脈及び中央部の丘陵地帯（チュリア山地：Churia Range 及びシワ

リク山地：Siwalik Range）並びに南部の平原（タライ地域）から成る。東西に細長い形状をして

おり、南北の距離は約 190km、その幅の中で 7,000ｍ級のヒマラヤの山々からインドと国境を接し

ている海抜 100m 程度のタライ地域まで高さが変化する。このような国土に大小 6,000 以上の河川

が発達している。 

タライ地域は南北の距離は約 40km であるが、標高差は 30m に過ぎず、平坦な地形となってい

る。国土総面積は約 14.7 万 km2 のうち今回の調査対象となるタライ地域東部は約 1.5 万 km2であ

る。ネパールの人口と産業はタライ地域に集中している。 

タライ地域東部ではコシ川とバグマティ川を除く河川は中央部丘陵地帯に発している。同地域

では河川は南北に流れ、国境を越えてガンジス川に合流する。インドプレートがユーラシアプレ

ートに潜り込む際に形成された中央部丘陵地帯は地質が脆弱であるため、これらの河川は上流か

ら大量の土砂をタライ地域に流送している。そのためタライ地域では洪水氾濫、土砂の氾濫・堆

積を繰り返している。 
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ネパールの気候は 10 月～5 月の乾季と 6 月～9 月の雨季に大別される。年間降水量の 8 割は 6

月～8 月にかけて集中する。河川流量はこの影響を受けて、タライ地域では数年ごとに洪水が発

生している。 

2） 近年の洪水 

2017年8月11日にタライ地域で発生した洪水では約140人が死亡し、46万人以上が避難した 9（図

1-7）。また、2019 年 7 月にモンスーンの豪雨により引き起こされた洪水では、ネパール全土で 117

名が死亡し、30 名以上が行方不明となった 10。タライ地域では特に被害が大きく、農地と町・村

が浸水被害を受けた。道路や車が水没し、自宅が浸水して屋根の上に避難する住民などの写真がメ

ディアに投稿された。タライ地域の主要な河川は危険水位に達したことから、数万人が避難した（ネ

パール内務省）。このような災害は数年おきに繰り返されている。図 1-6、図 1-7 に 2016 年と 2017

年の洪水状況の例を示す。 

 
出典：八千代エンジニヤリング（YEC） 

 
出典：2017 年 8 月 16 日付“ The Himarayan Times”新聞 

図 1-6 2016 年 9 月バグマティ川の洪水で冠水 

したタライ地域の東西ハイウェイ 

図1-7 2017年8月タライ地域水害の新聞記

事 

 

3） タライ地域の洪水の特徴 

タライ地域の洪水被害は以下の三種類に大別される。 

①河道内を流下する洪水により破堤して堤内地に氾濫する外水被害 

②堤内地から河川への排水が不十分なために生じる内水被害 

③道路盛土が堤内地を流下する氾濫水を阻害して盛土が損壊 

タライ地域の河川の河床は上流から運ばれる土砂が堆積して毎年上昇しており、このことによ

って河道の断面積が減少し、外水被害のリスクが高まっている。さらに河床の上昇は堤内から河

川への排水を困難にすることから内水被害のリスクも高めている。 

また、道路盛土による洪水の阻害は盛土の上流側から下流側への排水が不十分なことに起因し

ている。タライ地域では既存の東西ハイウェイと並行してその南側に鉄道の建設が計画され一部

                                                        
9 国連（2017）、Flood 2017: Office of the Resident Coordinator Situation Report No. 4：
http://un.org.np/headlines/flood-2017-office-resident-coordinator-situation-report-no-4 
10 国連（2019）、Nepal: Monsoon Update (as of 28 July 2019)：http://un.org.np/maps/nepal-monsoon-update-28-july-2019 
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区間は開通している。さらにその南にもう一本のハイウェイ（ポスタルハイウェイ）が建設中で

あり、これらの氾濫原を横断して建設された道路・鉄道の盛土が今後さらにリスクを高めると考

えられる。 

(2) 洪水対策 

1） 構造物対策 

構造物対策はエネルギー・水資源灌漑省（Ministry of Energy, Water Resources and Irrigation：

MEWRI）の水資源灌漑局（Water Resources and Irrigation Department：WRID）、水害管理部（Water 
Induced Disaster Management Division：WIDMD）が所管している。 

タライ地域東部の各河川管理事務所には 1.5～2 億 NPR の年度予算が配分され、侵食対策と既

存施設の維持管理を行っているが、その予算額は対応すべき対策の規模に比較して極めて小さい。

洪水対策として各河川の課題をまとめたインベントリーは作成されていない。大規模対策に関し

てはインド、ADB、WB などからの支援により実施している。 

タライ地域東部において実施した現地調査の結果に基づいて作成した各河川の現状詳細につい

ては資料 7-1 に表と写真にて説明する。 

① 外水への対策 

タライ地域東部では、大部分の河川は築堤されており、河岸には護岸・水制が設置され、河岸

浸食対策が行われている。しかし河床上昇による洪水の越流のリスクが増大していて、実際に破

堤の被害が発生している。また多くの橋梁地点では、河道に張り出して建設された取付盛土道路

が水衝部となって侵食を受けている。護岸工の資材としては地元で得られる玉石、鉄線、土嚢な

どを利用して限られた予算で最大限の効果を発揮するよう工夫している。破堤が生じた部分につ

いては迅速に補修作業を行っている。しかし河床上昇による洪水リスクの増大は、こうした努力

をはるかに上回る規模となっている。一例として、図 1-8 矢印にコシ川の河床上昇の状況を示す。

同図から河床が周辺の堤内地の地盤よりはるかに高くなっていることが分かる。 

 
出典：調査団 

図 1-8 コシ川の河床上昇の状況 

図 1-9 矢印に第 2 州のジャナクプル（Janakpur）Kaptol Kamala Road で確認した道路盛土が決壊

（赤破線）している状況を示す。この盛土の決壊はカルバートの断面積不足により上流水位が上

昇、道路を越流したことが原因と考えられる。 
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出典：調査団 

 
出典：調査団 

図 1-9 道路盛土決壊の状況 図 1-10 ラカンディ川に設置された鉄線籠の水制 

次に図 1-10 にラカンディ川に設置された鉄線籠の水制の様子を示す。タライ地域を流れる河川

の河岸には水田や耕作地が広がっており、鉄線籠の水制を設置し、これらの農耕地の河川からの

侵食への対策を採っている場所が多い。 

河床上昇については、その状況を定量的に調査することが必要とされている。精緻な数値標高

モデルがあれば河床と堤内地盤高の差を正確に把握し、これを基準値として将来の変化を知るこ

とができる。また、詳細な数値標高モデルにより河川構造物（カルバート、鉄線籠など）を適切

に設計することで、前述の道路盛土の決壊や農耕地の河川侵食などへの対策が可能となる。 

② 内水への対策 

河床の上昇は内水被害の原因にもなっている。河川に排水されない内水はタライ地域で災害を

発生させている。内水はさらに下ってインド側に流出し、同国ビハール地方でも災害を発生させ

ている。タライ地域東部は地形が平坦でありかつ排水路のネットワークが複雑であるため、内水

被害の原因の解明が困難となっており、微地形を把握して内水の発生しやすい場所を明らかにす

る必要がある。しかし現在の 1:25,000 の地図では微地形の把握が難しく、誤差が 50cm 以下の数

値標高モデルが要望されている。 

③ 道路盛土による洪水阻害への対策 

タライ地域では洪水が発生した際に道路盛土を氾濫水が越流している。そのため道路舗装と盛

土が損壊している。また道路橋の取付道路盛土が河積を阻害して洗堀の被害を受けている 11。 

2019 年には東西ハイウェイ上の 2 カ所で洪水被害があり、表面の舗装が損壊した。損壊の範囲

はそれぞれ道路延長で 25ｍ～40m 程度であった。2 橋梁では橋台周りが洗堀を受けた。ジャナク

プール（Janakapur）～バルデバス（Bardibas）付近のバプシコラ橋（Bhapsi Khola Bridge）（バルデ

                                                        
11 参考：タライ地域での道路・鉄道整備計画 

タライ地域では既存の東西ハイウェイは、現在の片側 1 車線を 2 車線に拡張し、市街地域周辺では 3 車線（両

側で 6 車線）に拡張する。この拡張工事は ADB 資金を利用し、東部タライでは 2019 年末には入札が始まる。

東西ハイウェイに平行して、その南側にポスタルハイウェイが建設されている。片側 2 車線、両側で 4 車線と

されている。資金はインドとネパールで分担している。ポスタルハイウェイと既存東西ハイウェイの間には鉄

道の建設も計画されている。これらの道路・鉄道盛土が氾濫水を阻害して被災するリスクが高まっている。 
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パスの西側直近）がそのうちの一橋である。 

建設中のポスタルハイウェイでは、道路盛土が洪水により侵食を受けた。盛土上流からの氾濫

水を下流に安全に流すための排水施設の流下能力が十分ではないためである。盛土高が 50cm～1m

と低い場所でもこのような被害が発生している。 

道路盛土には高さが 1m 以下の場所があり、現在の 1:25,000 地図ではその盛土高の把握ができ

ず、現状を明らかにして適切な排水施設を計画するためには、詳細な数値標高モデルが必要とさ

れている。 

タライ地域東部における道路の洪水被害の詳細については資料 7-2 に写真を添付した。 

2） 非構造物対策 

非構造物対策はネパール全土において以下のような対応が行われており、タライ地域でもこの

方法が適用されている。 

a) 非構造物対策の内容とハザードマップの利用 

非構造物対策として洪水予警報と避難・緊急支援・緊急復旧が実施されている。洪水予警報の

主体は DHM であり、緊急対応は内務省と国軍により組織される国家緊急対応センターとその下

部機関として州、郡、市町村、コミュニティの緊急対応センターがそれぞれ実施機関とされてい

る。図 1-11 にネパールにおける洪水予警報の伝達ルートを示す。 
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上図の洪水予警報及び緊急対応の流れの詳細は以下のとおりである。 

①DHM が気象・水位観測所からのデータを解析し、洪水ハザードマップから被害範囲を予測し

て洪水予警報を発出する。河川水位については、「Slash level」「Warning level」及び「Dangerous 

level」の 3 レベルが設定されている。 

②発出された予警報は DHM から以下の流れで情報提供される。 

a. ネパールテレコム（Nepal Doorsanchar Company Limited：NDCL）に提供されて、SMS メッ

セージとしてから市民に周知される。 
b. フェースブック、ツイッターなどのソーシャルメディアに提供されて、市民に周知される。 
c. Flood Bulletin（DHM が運営する河川・地域ごとの洪水に関する予警報サイト 12）に掲載

される。 
d. Flood Bulletin の情報は Email により国家緊急対策センターに提供される。さらにそこから

州、郡、市町村、コミュニテイ・レベルの緊急対策センターへと順次提供される。それぞ

れのレベルで早期警戒タスクフォースが組まれて被災者を支援する。 

                                                        
12 洪水に関する予警報サイト：www.dhm.gov.np 
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出典: ICIMOD 

図 1-11 洪水予警報の伝達ルート 
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e. Flood Bulletin の情報は関係省庁、NGO などの組織、及び各個人に Email により提供され

る。 
f. メディアに Email で提供され、TV、ラジオ、新聞などにより市民に周知される。 
g. 電話料金無料サービスにより、1155 の電話番号にかければ提供される。 
h. 国家緊急対応センターの web サイトを通して提供される。 

③緊急対応センターを中心にして、関連省庁、NGO などによって避難と緊急的支援・復旧が行

われる。緊急対応にはハザードマップが利用され、洪水被害区域の同定と安全な避難場所の

選定が行われる。 

非構造物対策としてはこれ以外に洪水危険地域の土地利用規制があげられるが、タライ地域東

部についてはまだ検討されていない。 

b) 洪水予警報における課題 

① フラッシュフラッドへの対応 

コシ川、バグマティ川などの大河川における洪水の到達時間（各河川の流域最上流端からタラ

イ地域までの洪水流下に要する時間）は 6～7 時間と長い。一方中央丘陵地帯からの洪水の流出が

フラッシュフラッド 13となった場合、約 1 時間程度であり、短い。フラッシュフラッドの場合に

は降雨発生後 30 分後には予警報を発して、30 分以内に安全な場所に移動するなど緊急的に対応

しなければならない。しかしながら、現在の DHM の観測ネットワーク・人員・技術力では、そ

のような短時間で降雨観測情報を解析して予警報を発することは難しく、フラッシュフラッドへ

の対応が困難である。一方、大河川の洪水に対しては DHM による予警報システムが機能してお

り、フラッシュフラッドへの対応と比較して住民の避難には時間的な余裕がある。 

② 水文観測所の整備 

現在ネパールに所在する水文観測所の設置密度は低い。また多くの観測所ではデータの送信が

自動化されていない。洪水予警報には水文観測所からの十分な密度のデータが迅速に得られるこ

とが基本となる。そのため密度の向上とデータ送信の自動化について WB による支援が実施され

ている。 

c) 洪水ハザードマップの作成 

洪水予警報に使用するハザードマップは DHM が作成している。ネパール国内の会社には十分

な作成能力がないので、海外の会社に発注している。タライ地域の主要 9 河川については、洪水

ハザードマップの作成は終わっており、今後他の 9～10 の中小河川について対応する予定である。

しかし、そこで使用されたモデル「マイク 1114」は現地状況にカスタマイズされなかったので、

結果として実情に合っていない。 

正確な洪水予警報を発出するためには、正確な洪水ハザードマップが必要とされる。そのため、

DHM によって数値計算によるハザードマップへの実現象のフィードバックが行われている。現在

のハザードマップは 10 年に 1 回程度の確率で発生する洪水を想定して計算し作成されているが、

DHM には洪水ハザードマップと実際発生した洪水の状況が異なる場合の評価体制が十分に整っ
                                                        
13 フラッシュフラッド：局地的な豪雨により河川で発生する鉄砲水 
14 洪水氾濫解析などに用いられる汎用ソフト 
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ていないため、実際の洪水と洪水ハザードマップとの整合性が取れておらず、その修正が課題と

なっている。 

DHM 以外のネパール政府組織が、自国予算によって洪水ハザードマップを作成したプロジェク

トを表 1-5 に示す。ドナーによるプロジェクトは第 1-4-2 項に記載する。 

表 1-5 ネパール政府が自国予算によって実施したハザードマップのプロジェクト 

1. バグマティ川流域の水害ハザードマップの作成 
 Preparation of water induced hazard maps of the Bagmati river basin 
実施機関：水害対策局が実施機関となりコンサルタント 3 社に調査を委託 
報告書作成年月：2005 年 12 月 
内容：バグマティ川の全流域に関して、洪水、土砂崩れ、土石流のハザードマップを作成した。降雨の確率年は 25 年及

び 50 年とされた。 
利用状況：洪水の予警報、緊急対策センターの活動などには利用されていない。 

2. バグマティ川下流域における洪水リスクマップの作成 
 Flood risk maps of lower Bagamati basin 
実施機関：水資源モデル研究所（Institute of Water Modeling：IWM）が外部コンサルタントに調査を委託した。 
報告書作成年月：2010 年 1 月 
内容：バグマティ川下流域であるタライ地域について過去の洪水実績に基づいて洪水リスクマップを作成した。 
利用状況：洪水の予報警報、緊急対策センターの活動などには利用されていない。 

出典：調査団 

(3) 洪水対策に関連する法制度 

洪水対策は次のような法制度において防災行政の一環として規定され、タライ地域においても

これらの法制度に基づいて行政の取組みが行われている。 

1） 地方政府法 2073（西暦 2016年）（The Loacal Government Act, 2073） 

同法は、社会主義に基づくネパール連邦民主共和国として、地方自治体の運営に関して必要な

規定を定めている。防災対策の対象となる具体的活動内容が記述されている。 

2） 防災対策法 2017（Disaster Risks Reduction and Management Act, 2017） 

同法は、ネパールの防災行政の基本的枠組みを規定している。首相を長とする国家防災協議会

（National Disaster Risk Reduction and Management Council）が防災に関する政策と計画を定め、内

務大臣を長とする実施委員会（Executive Committee）がその実施を指示する。国家防災庁（National 

Disaster Risk Reduction and Management Authority）は州・郡・地方政府災害対策委員会（District and 

Local Disaster Management Committee）を統括して、事前準備・緊急対応・復旧・復興のすべての

段階で防災対策全般を実施する。 

また、同法では気象予測精度の向上や洪水予警報システムの構築、洪水ハザードマップの整備

を通じた災害リスクの周知を目的の一つとして掲げており、ネパール政府はこの方針に基づき、

気象レーダー及び洪水早期予警報装置の設置を進めている。 

3） 国家防災政策 2018 (National Policy for Disaster Risk Reduction, 2018) 

防災政策内容を示し、これを実現するために国家、州、と地方行政において実施計画（Strategic 

action plan）が作成され、実施するための予算を準備するよう規定している。 
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4） 国家防災戦略実施計画 2018-2030 (Disaster Risk Reduction National Strategic Plan of 

Action) 

2018 年~2030 年におけるネパール SDG のうち、災害分野の目標達成を目指して、各４優先分野

に関して戦略活動、期待される成果、スケジュール、責任機関を策定している。 

優先分野 1： 災害リスクの理解（地震、洪水、氷河決壊、地すべり、干ばつ、熱波、寒波、

山火事など） 

優先分野 2： 連邦・州・地方レベルにおける災害に対する行政能力の強化 

優先分野 3： 公共・プライベート投資における防災と強靭化 
優先分野 4： 効果的な応急対応と復旧・復興における Build Back Better のための事前準備の

促進 

優先分野１では、洪水についての戦略活動として、洪水リスクの予測とハザードマップの作成

などが表 1-6 のように定められている 

表 1-6 優先分野１で定められた活動内容 

戦略的活動 期待される成果 時間枠 担当機関 
洪水リスクのある地域と河川に関

する災害予測・ハザードマップの

作成とその結果の国民への周知 

洪水リスクのある主な

河川のハザードマップ 
短期 MEWRI 

洪水リスクのあるインフラ、学校、

病院、水道などの災害予測、リス

クマップの作成とその結果の国民

への周知 

洪水リスクレベル（高、

中、低）に関する情報が

公開フォーマットとし

て国民が入手できる。 

中期 MHA（Ministry of Home Affairs） 
NDRRMA（National Disaster Risk 
Reduction and Management 
Authority） 

洪水リスクのある地域での土地利

用計画の準備 
洪水リスクのある場所

の土地利用計画が実施

される。 

長期 MALMS（Ministry of Agriculture 
and Land Management System） 

出典：Disaster Risk Reduction National Strategic Plan of Action 2018-2030 より調査団作成 

(4) タライ地域東部における洪水対策上の課題 

タライ地域東部の最大の問題は河床上昇であることについて、水・エネルギー委員会長官、水

資源・防災研究開発センター研究者、そして第一次現地調査で訪問した 2 カ所の河川管理事務所

長らによって認識されている。その主因は上流域の地質的に軟弱なチュリア山地からの土砂流出

であり、近年の気候変動がこれを加速している。山地からタライの平地に出た河川によって形成

された扇状地（Charkashe Jhadi）では元々森林が発達していた。この扇状地の森林が土砂貯留の機

能を果たしていた。しかし人口増加とともにこの大部分は伐採されて農地・住宅、商工業用地と

なり、また河川に築堤されたために土砂の堆積は河道内に限定されるようになった。そのため河

床への土砂の堆積が激しくなったと考えられている。 

築堤されている多くの河川では、河床に土砂が堆積して河床が周辺地盤よりも高くなっている。

このため通水断面積が減少し、洪水が堤防を越流して破堤するリスクが高くなっている。実際に

西部のインド国境となるマハカリ川（Mahakali River）から東部のインド国境となるメチ川（Mechi 
River）まで、タライ地域全域にわたりこのような災害が発生している。 

暫定的な対策として、堤防をかさ上げする工事が MEWRI によって検討されている。しかしこ

の対策は、用地取得と予算の面で限界があるため、やがて堤防から洪水と土砂が流出することと
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なる。調査団がコシ・バクラハ川管理事務所で実施したヒアリングではタライ地域の問題点・課

題として以下が明らかとなった。 
- 土砂の堆積による河床上昇の問題は深刻で、将来タライ地域は砂で埋没する恐れがある。 

- 築堤あるいは堤防高の増加は対症療法に過ぎない。そのため、根本的な対策として上流の

山地での森林伐採を禁止し、保護林とするなどの対策が必要。 

- 森林伐採規制の法律は存在するが、開発が優先されており、効果的な運用が行われていな

い。 

- 河床が高いことにより堤内からの排水が困難となり、内水被害が誘発されている。同事象

はタライ地域の下流にあたるインド側でも発生している。 

- 気候変動によりこの 20 年で降雨強度が増大し、森林減少との相乗効果で山地部での土砂生

産が激しくなっており、この問題は深刻化している。 

これらの問題点・課題について国家・国民レベルでの認識と対策などへの取り組みが必要であ

ると考えられる。河床の上昇の速度を低下させるにはタライ地域での構造物対策だけでは不十分

であり、上流山地での治山・砂防が必須となる。またタライ地域の地形は平坦であるため、微地

形を把握できる詳細な数値標高モデルに基づいて氾濫計算を行い、洪水に対して危険な場所と避

難できる安全な場所を明確にしたハザードマップが必要とされている。 

以上の課題への対応には既存の 10m 等高線による 1:25,000 地形図では不十分であり、誤差が

50cm 以下の詳細な数値標高モデルが必要とされている。 

1-1-3 地理空間情報の公開・流通 

(1) 地理空間情報の公開・流通に関する法制度 

1） デジタルデータの提供・使用・規制指令 2069 

デジタルデータの提供・使用・規制指令 2069（以下、「デジタルデータ指令」とする）は国土

管理・協同組合省が 2012 年に定めた同省関係デジタルデータ、主に測量局のデジタル地理空間情

報の提供・使用・規則に関する指令である。全 9 条及び 5 つの付則から構成されている。各条の

概要は表 1-7 のとおりである。 

表 1-7 デジタルデータの提供・使用・規制指令 2069 

条 表 題 概 要 
1 名称と発効 指令の名称と効力開始日を規定 
2 定義 指令中で用いられる用語の定義 
3 提供禁止のデジタルデータ 法律で禁止されているデジタルデータは配布しないことを

規定 
4 デジタルデータの価格 デジタルデータの価格は付則 1 に示すことを規定 
5 提供体制 デジタルデータの提供部署や場所について規定 
6 提供の手順・ルール デジタルデータ提供の手順や必要な文書等について規定 
7 データの不適切利用の管理 目的外利用や第三者への譲渡の禁止、及び違反の際の対応 
8 指令の変更 国土管理・協同組合省は指令の変更を行えることを規定 
9 提供中止に関する条項 提供部署は提供の禁止を国土管理・協同組合省に進言できる

ことを規定 
付則 1 デジタルデータのリスト 部署別の提供デジタルデータのリスト 
付則 2 提供禁止デジタルデータリスト 国境の地図、国境界柱の詳細情報、地図委員会が機密とした
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条 表 題 概 要 
図葉のデジタルデータ、土地利用政策策定中の土地利用ゾー

ニングデータ 
付則 3 デジタルデータの価格 部署別の提供デジタルデータの価格リスト 
付則 4 デジタルデータの申請書 個人用及び組織用のデジタルデータ申請書の様式 
付則 5 デジタルデータ使用の同意書 個人用及び組織用のデジタルデータ使用の同意書の様式 

出典：िडिजटल डाटाको िवतरण, प्रयोग र िनयमन िनद� िशका, २०६९（デジタルデータの提供・使用・規制指令 2069）15より

調査団作成 

2） 地図委員会 

地図委員会は、国土管理・協同組合省次官（議長）、測量局長（事務局）、内務省（Ministry of Home）、

防衛省（Ministry of Defense）、外務省（Ministry of Foreign Affairs）、法務省（Ministry of Law, Justice 

and Parliamentary Affairs）、財務省（Ministry of Finance）及びトリブバン大学地理学科（Central 

Department of Geography of Tribhuvan University）から構成されている。その役割は以下のとおりで

ある。 

- 様々な省庁が地図を作成するのを支援し、その発行に同意する。 

- 発行された地図を安全確保のために測量局に保管する。 

- ネパールの地図作成における手続きを一様にする。 

- 地図作成その他関連業務について政府に助言する。 

- 地図作成の重複を避け、品質を向上し、機関間の調整を行う。 

したがって、ネパール政府機関が地図を発行する場合には、必ず地図委員会での了解を得る必

要がある。例えば、鉱山・地質局は 1:50,000 の地質図等を発行しているが、これらの発行には事

前に地図委員会の了解を得ている。なお、無償で提供する場合や、小縮尺の地図の場合は、必ず

しも地図委員会に諮る必要はない。例えば、森林研究訓練センターは、基礎自治体レベルの森林

被覆図をインターネットで公開しているが、同図の公開に関し地図委員会の審議を経ていない。 

3） 著作権と 2次利用 

ネパールの現行の著作権法は 2002 年に制定された「The Copyright Act, 2059 (2002)16」であり、

著作権保護の対象として「地図」も含まれている。また、著作権法の実施の際の規則として

「Copyright Rules, 2016 (2004)17」を定めている。 

地図は著作権法により保護されるため、2 次利用等を行う場合、原著作権者の了解が必要とな

る。国土管理・協同組合省に係るデジタルデータに対する具体的な扱いは、第 1-1-3（1）項 1）の

デジタルデータ指令によることとなる。 

 

 

 

                                                        
15 デジタルデータの提供・仕様・規則指令 2069：http://dos.gov.np/old/?medias=िडिजटल-डाटाको-िवतरण-प्रय 
16 The Copyright Act, 2059 (2002)：
http://www.lawcommission.gov.np/en/archives/category/documents/prevailing-law/statutes-acts/the-copyright-act-2059-2002 
17 Copyright Rules, 2016 (2004)：http://www.lawcommission.gov.np/en/archives/4220 
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(2) 測量局における情報公開・提供 

1） アナログ製品・デジタル製品 

測量局が有償で提供する主な地理空間情報は表 1-8 のとおりである。 

表 1-8 測量局が有償で提供する主な地理空間情報 

種 類 縮尺／仕様 価 格 備 考 
【アナログ製品】 
地形図 1:25,000、 1:50,000 150 NPR 地形測量・土地利用

課 
各種一般図 1:1:25000、 1:250000 

1:500,000、 1:1,000,000 
1:2,000,000 

50 NPR 縮尺の異なる一般図 

土地利用関係図 1:50,000 40 NPR 土地利用図、土地能

力図、土地システム

図 
オルソ画像 1:5,000、 1:10,000 2,000 NPR / 図葉  
地名集 4 巻 600 NPR / 巻  
【デジタル製品】    
地形図データベース 1:25000、 1:50,000 1000 NPR / 図葉 全レイヤ 
地形図データベース 1:100,000、 1:250000、  

1:500,000 
1000 NPR / 図葉 全レイヤ 

レイヤ別データ  20～200 NPR / 図葉 行政界・交通網・建

物・土地被覆・水系・

等高線・特定地域・

送電線等の 8 種 
全ネパール全レイヤ  300,000 NPR シームレス 
オルソ画像 1:5,000、  1:10,000 各図葉 

3,125 NPR / 5,000 NPR 
 

地形図ラスタ 1:25000、  1:50,000 180 NPR / 図葉  
1～4 次基準点  250～3,000 NPR / 点  
1～3 次水準点  250～1,000 NPR / 点  
出典：測量局 Web サイトより調査団作成 

2） インターネットによる情報提供 

デジタルデータ指令第 6 条 (3) に、1:1,000,000 のデータはインターネットから無償でダウンロ

ードできるとされている。2019 年 10 月現在アクセスできない状況であるが、かつて測量局が運

営するジオポータル 18から行政界データなどのダウンロードが行えた。 

3） 非公開データ 

デジタルデータ指令付則 2 に、国境の地図、国境界柱の詳細情報、地図委員会が機密とした図

葉のデジタルデータ、土地利用政策策定中の土地利用ゾーニングデータが提供禁止のデータとし

て記載されている。 

4） デジタルデータ提供の流れ 

測量局における製品提供は、製品の種類によって販売部署が分かれている。印刷図は測量局構

内の地図販売店、測地基準点データは測地部で販売されており、デジタル地図データは地理情報

                                                        
18 ジオポータル：http://nationalgeoportal.gov.np/ 
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基盤部（Geographical Information Infrastructure Division：GIID）が担当している。 

データ購入希望者は、GIID の販売担当室の中央の机で販売担当者と対面し、以下の手続きを行

う。 

① 購入するデータの種類、場所を指定する。場所の指定は縮尺 1:25,000 及び 1:50,000 のイン

デックス図上で行う。 

② データ購入は個人利用か、あるいは組織としての利用かを指定する。個人利用の場合は、

データの利用目的を書面に記し、地理情報基盤部の長の承認を得る。外国人の場合は、パ

スポートのコピーを提出する必要がある。組織利用の場合は、組織の長から測量局長あて

のレターが必要である。 

③ 購入希望者が利用について承認を得た後、販売担当者は料金を計算し、購入希望者は支払

いを行う。支払総額が 10,000 NPR を超える場合は、銀行での支払いが必要である。 

④ 支払いの終了後、販売担当者は購入者の指定するファイルをマスターファイルから抽出し、

購入希望者の持参するメディアにコピーする。販売担当者は、購入者の指定するファイル

が実際にメディアにコピーされているかどうか、エクスプローラーでのファイル名表示、

及びデータの一部についてソフトウェアにより表示し、購入希望者とともに確認する。 

⑤ コピーが終わると、販売担当者は、購入希望者にメディア及びデータ利用にあたっての合

意書を手渡す。 

(3) 測量局以外における情報公開・提供 

1） 鉱山地質局（DMG） 

DMG では、以下の地理空間情報を公開・提供している。 

表 1-9 鉱山地質局が公開・提供する地理空間情報 

種 類 縮 尺 価 格 備 考 
【アナログ製品】 
ネパール地質図 1:1,000,000 500 NPR 全国 1 面 
中部ネパール地質図 1:250000 500 NPR 1 面 
工学・環境地質図 1:5,000, 1:10,000 500 NPR 整備 13 面、発行 6 面 
地質図 1:50,000 300 NPR 30 面 
【デジタル製品】 
販売していない 

出典：DMG の Web サイト及びヒアリング結果より調査団作成 

2） 森林研究訓練センター（FRTC） 

FRTC では、基礎自治体レベルの森林被覆図をインターネットより公開している。 

表 1-10 森林研究訓練センターが公開・提供する地理空間情報 

種 類 縮 尺 価 格 備 考 
森林被覆図 1:200,000 程度 無償でインターネット

からダウンロード可能 
基礎自治体毎の森林被覆の状況を

示した地図。PDF ファイル 
出典：FRTC の Web サイト及びヒアリング結果より調査団作成 
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3） 国際総合山岳開発センター（ICIMOD） 

ICIMOD は、整備したさまざまな地理空間情報を Web マップなどで公開している。例えば、ネ

パールの森林火災モニタリングシステム 19、コシ川流域の情報 Web マップシステム 20、ラプティ

川洪水管理のためのWebマップシステム 21などテーマに応じた多くのWebマップを公開している。

また、地域のさまざまな地理空間情報のメタデータを蓄積し、検索やアクセス方法などの情報を

Web サイト 22から提供している。 

(4) 地理空間情報の利用促進に関する取り組み 

1） 国土空間データ基盤(National Spatial Data Infrastructure: NSDI）に関する取り組み 

ネパール政府は、同国内の地理空間情報の共有を容易にし基盤構築を支援するため、2002 年よ

り欧州委員会の支援を得た後、地形図と国勢調査のデータを共有する基盤構築をパイロット事業

として開始し、第 2 段階として各省庁を加えることを計画した。この計画は国家地理情報基盤プ

ログラム（National Geographical Information Infrastructure Program：NGIIP）として、Web サイトの

構築などの成果をあげた。 

近年は NGIIP の省庁横断的な活動は弱体化し、実質的には測量局の組織である GIID としての

活動が主体となった。現在（2019 年 10 月）は閉鎖中であるが、関係省庁からメタデータ収集の

協力を得て、クリアリングハウスを含むジオポータルの構築などの成果をあげている。 

2） 測量局における利用促進活動 

測量局は、提供する地理空間情報の利用促進のための特別な活動は行っていないが、関連のセ

ミナー等が開催される際には、どのような情報を利用できるか等の情報提供は行っている。 

1-1-4 開発計画 

ネパールは 1956年から国家開発計画を策定し、2019年より第 15次 5カ年計画を推進している。

計画の目標及び優先分野は表 1-11 に示すとおりである。 

表 1-11 第 15 次国家開発計画の概要 

①第 15 期計画の国家目標 
a.容易にアクセスできる質的で近代的なインフラストラクチャ、生産的な雇用の創出、貧困の緩和による高度

で持続可能な包括的経済成長を提供する。 
b.定性的健康と健康的な環境、社会正義、説明責任のある社会サービス、良質な生活を提供する。 
c.民主主義、主権の国家的利益を保護し、強力な経済基盤のための社会経済的変革を確保する。 

②長期国家目標  
1. アクセス可能な最新のインフラストラクチャと集中的な接続 
2. 人的資本の潜在能力の開発と活用 
3. 持続可能な高度な生産性 
4. 公平な高い国民所得 
5. 幸福な生活 
6. 安全で文明化された公正な社会 
7. 健康でバランスの取れた環境 

                                                        
19 森林火災モニタリングシステム：http://geoapps.icimod.org/NepalForestFire/ 
20 コシ川流域の情報 Web マップシステム：http://geoapps.icimod.org/kbis 
21 ラプティ川洪水管理のための Web マップシステム：http://geoapps.icimod.org/raptiflood 
22 ICIMOD Web サイト：http://rds.icimod.org/ 
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8. 良い統治、包括的な民主主義、国家の統一、安全、尊厳 

③優先分野 
(a)水力発電とさまざまなエネルギーの開発 
(b)農業部門の収益性、拡大及び商業化の向上 
(c)観光、産業および事業セグメントの開発 
(d)基本的な指導と福祉、飲料水及び衛生部門の開発 
(e)適切な管理の促進 
(f)道路及びその他の物理的基盤の開発 
(g)天然資源と環境の保護 

出典：HamroLibrary.Com201923 

同計画には地理空間情報や防災に関する具体的な記述は見られないが、国家目標の「a.容易に

アクセスできる質的で近代的なインフラストラクチャの提供」、優先分野の「(b)農業部門の収益性、

拡大及び商業化の向上」及び「(f)道路及びその他の物理的基盤の開発」において、関連する計画

の基盤として本プロジェクトで整備される数値標高モデル及びオルソ画像の利用が期待される。 

1-1-5 社会経済状況 

ネパールの人口は 2,649 万人（2011 年人口調査）で、2001 年（前回調査年）から 2011 年の間に

年率 1.14％の人口増加がみられる 24。同国の面積は約 14.7 万 km2 と北海道の約 1.8 倍の広さで、

国土の 17%を占める本調査対象地域を含む南部のタライ地域にはネパールの総人口の約半分が居

住している。 

政治的には、1996 年に共産党毛沢東主義派（マオイスト）が武装闘争を開始し政情不安が続い

ていたが、2006 年に政府とマオイストの間で包括的和平合意が成立し、2008 年 4 月には制憲議会

選挙が実施された。同年 5 月に開催された第 1 回議会では、王制から「連邦民主共和制」へと移

行することが宣言された。以降、新憲法制定に向けた取り組みが行われてきたが、政党間対立に

より起草作業は大幅に遅延していた。しかし 2015 年 5 月のネパール地震の後、今後の復興のため

には憲法制定が重要であるとして主要政党による憲法制定に向けた動きが急速化し、同年 9 月に

新憲法が公布された。同年 10 月 11 日立法議会における首相投票の結果、K.P.シャルマ・オリ・ネ

パール共産党（統一マルクス・レーニン主義派）:CPN-UML）委員長が新首相に選出され、翌 12

日に新政権が発足した。現在は中央集中型システムから分散型連邦政府システム実行への移行段

階にある 25。 

ネパールの経済概況は、GDP 約 288 億 US ドル（2017/2018 年度）、一人当たり GDP 約 1,004US

ドルで後発開発途上国（LLDC）に位置づけられる。主要な産業は農林業で GDP の約 28.9％を占

め、就労人口の約 3 分の 2 が農業に依存している。農林業以外では、貿易・卸売り業，交通・通

信業などが主な産業となっている 25。 

経済成長は安定的に推移しており、過去 10 年間の GDP 成長率は、2015/2016 年度は地震の影響

で 0.6％に落ち込んだものの、翌年度年以降は 8.2％（2016/2017 年度）6.7％（2017/2018 年度）で

                                                        
23 HamroLibrary.Com2019 Web サイト：https://hamrolibrary.com/current-15th-periodic-plan-of-nepal-in-english/ 
24 Nepal in Figures 2019：https://cbs.gov.np/wp-content/upLoads/2019/07/Nepal-in-Figures-2019.pdf 
25 外務省 Web サイト：https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/nepal/index.html 
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地震前の平均約 4.6％よりも高い値を示し、経済成長の兆しをみせている 26。 

 
出典：WB Web サイトより調査団作成 

図 1-12 ネパールの過去 10 年間の GDP と GDP 成長率 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

ネパールはインドと中国の間に位置しており、同国における民主主義の定着、安定と平和は、

我が国にとって政治的・経済的に重要な南アジア地域全体の安定を確保する上で重要である。こ

のような観点から、我が国は長年主要ドナーとしてネパールを支援している。 

ネパールでは地震・洪水・地滑りなどの自然災害が頻発しており、特に雨季には洪水や地滑り

が多発しその度に経済・社会インフラが甚大な損害を受けている。このような状況を受け、我が

国は 2018 年 11 月の外相会談において、河野外務大臣（当時）から、ネパール政府による災害に

強い国づくりに対する取組に協力していく旨を述べた。本プロジェクトは新政権が重視する防災

分野の課題解決に寄与するものであり、日ネパール関係の更なる強化に貢献するものである。 

また、本プロジェクトの対象地域であるタライ地域東部は、インドとの交通及び物流の窓口と

なっている地域であり、工場建設が集中する産業地帯でもある。本プロジェクトにより、洪水リ

スクをより正確に把握できるようになることで、的確な洪水や浸水被害の予防が可能となり、地

域の安定的な経済的活動を支えることが期待される。このように本プロジェクトは地域の経済的

繁栄・連結性にも寄与し得るものでありその観点からも重要性は高い。 

かかる状況下、2019 年にネパール国政府から我が国に対し、数値標高モデル及びオルソ画像整

備計画に関する無償資金協力の要請がなされた。本プロジェクトの目標は、高精度の数値標高モ

デルを整備することにより、同地域の洪水対策に必要な計画の精度を向上させ、もって洪水被害

の軽減に寄与するものである。 

本プロジェクトの概略設計において、第一次現地調査時のスコーピングから第二次現地調査時

の調査結果を踏まえ、ネパール国側との技術面、コスト面、維持管理能力等の様々な側面につい

                                                        
26 WB Web サイト：https://www.worldbank.org/ 
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て協議を重ね、最適な計画が立案された。表 1-12 に本プロジェクトの協力内容を示す。 

表 1-12 プロジェクトの協力内容 

項目 内容 

調達機材等の内容 

① 数値標高モデル一式（対象面積：約 15,000km2、メッシュ間隔：1m） 
② オルソ画像（対象面積：約 15,000km2、GSD：15cm） 
③ データ加工・閲覧用コンピューター 
④ 同ソフトウェア 
⑤ 空撮用ドローン 

コンサルティング・サー

ビス/ソフトコンポーネ

ントの内容 

詳細設計、入札補助、調達監理／数値標高モデル維持管理能力の定着、

数値標高モデル利用体制の強化 

出典：調査団 

1-3 我が国の援助動向 

1-3-1 地理空間情報整備に対する我が国の援助動向 

(1) 類似案件 

ネパールで実施された地理空間情報分野における類似案件を表 1-13 に示す。 

表 1-13 類似案件の概要及び教訓 

1. ネパール国ルンビニ地形図作成プロジェクト 1989-1993 
概要： 
ネパールの中心部近傍に位置するルンビニ地域は重要な農業地域でネパールの全人口の 9.6%（約 600 万人）を

占めている。ネパール政府は、ルンビニ地域の経済発展を促進するために、以下の地域開発計画を推進してい

た。 
・灌漑プロジェクト 
・地下水開発プロジェクト 
・地域総合開発計画（交通、通信、給水、教育など） 
・橋梁建設プロジェクト 
・都市圏地域開発計画 
当プロジェクトの目標は以下のとおり。 
1) ルンビニ地域をカバーする 1:25,000 地形図の作成 
2) 作業を通して測量局の C/P に技術移転を実施する 
教訓： 
・基準点測量実施計画において、工期縮減のためヘリコプターを使用するなど、実施計画に苦慮した状況が見

られる。基準点の刺針作業には熟練した高度な技術が求められるため、作業工程のみならず方法にも無理の

ない計画が必要である 
・ネパールにおいて宗教に関わる事案には十分配慮することが必要である 
・マラリア等の疾病への配慮は必須である 

2. ネパール地震復旧・復興プロジェクト 2015-2017 
概要： 
2015 年 4 月 25 日、首都カトマンズ北西約 77 km（ゴルカ郡）を震源とする M7.8 の地震が発生。その後の余

震の影響もあり、死者 8,702 人、負傷者 22,303 人、全壊家屋約 50 万戸、半壊家屋約 26 万戸という、甚大な

被害が生じた。JICA は、2015 年 5 月 1 日からネパールに調査団を派遣し、復旧・復興支援にかかるニーズ

調査や、緊急的に対応すべき案件の発掘のための情報収集を行うとともに、災害に強靭な国の復興方策が必要

であるとの認識をネパール政府と共有した。 
当プロジェクトのデジタル地形図作成においては、カトマンズ盆地強靭化計画に用いる復興支援地図作成、ゴ

ルカ郡およびシンドパルチョーク郡のハザードマップ作成、地方郡の災害状況把握・復興計画等のベースマッ

プとして利用するため、衛星画像新規撮影および既存衛星画像の購入、並びに関連する地理情報を収集した。

なお、作業に当たっては、ネパール測量局からプロジェクトの目的・内容に関する理解を得た上で、現地の地

理情報に係る情報提供やアドバイスを受けた。復興支援地図については、測量局・地図委員会に監修を依頼し、
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今後、収集・作成した地理情報が測量局を通じて有効活用されるよう配慮した。 
教訓： 
当プロジェクトは、復旧、復興を目的としたものであった。その中でベースとなるデジタル地形図を作成する

際、緊急地図であることの C/P への理解、作成目的について、事前に十分かつ密接な仕様協議を持ち、理解を

得ることが必要であった。このことは将来の地形図データを作成するうえで十分考慮されるべきである。 

出典：調査団 

(2) 現状と課題 

第 1-1 節で述べたように、ネパールでは洪水被害の軽減による災害に強い国づくりが最優先課

題であり、各種防災対策の基盤情報となる地理空間情報の整備・活用が期待されている。特にハ

ザードマップ作成や河川改修等に直接活用できる詳細な数値標高モデル及びオルソ画像の整備が

重要であるが、我が国の援助によるこれまでの地理空間情報分野の協力実績は上記の 2 件のみで、

数値標高モデルとオルソ画像の整備は行われていない。 

(3) 開発課題への対応方針 

上記の課題を踏まえて、我が国のネパールに対する国別開発協力方針では、ハード及びソフト

両面にわたる災害に強い国づくりを重点分野の一つに掲げており、本プロジェクトはこれに沿っ

た協力と位置付けられる。また、2015 年に開催された第 3 回国連防災世界会議で採択された「仙

台防災枠組」にも、優先行動 1（災害リスクの理解）の中に地理空間情報技術の利用が掲げられ

ている。 

本プロジェクトでは、タライ地域の災害の縮減とリスク・ガバナンス強化のための基礎データ

として使用されることが期待される精密な数値標高モデルを作成することが目的の一つとなって

いる。現在ネパールでは、メッシュ間隔 1m という高精度の数値標高モデルは作成されておらず、

第 1-5 節で後述するタライ地域西部の数値標高モデルと本プロジェクトで整備する数値標高モデ

ルによって、同地域で発生する災害の軽減や地域開発の効率化など経済発展にも大きく貢献する

と期待される。 

1-3-2 洪水など防災に対する我が国の援助動向 

洪水対策、砂防など防災に関する我が国援助による類似案件を表 1-14 に示す。 

表 1-14 洪水対策、砂防などの防災に対する日本の類似案件 

1. 治水砂防技術センタープロジェクト：プロジェクト方式技術協力・無償資金協力、1991～1999 
治水砂防工法の開発、開発された工法の土木施設への適用、技術基準の作成並びにこれらの分野の技術者養成

を目的として、「治水砂防技術センター（DPTC）」設立の無償資金協力、及び DPTC の機能充実のための技術

協力が実施された。 

2. ネパール自然災害軽減支援プロジェクト：プロジェクト方式技術協力、1999～2004 
次いで第 2 フェーズとして、ネパール全土において自然災害を軽減するため、ネパール国の自然災害軽減のた

め中央・地方職員に対して技術移転が実施された 

3. タライ平野河川治水計画予備調査：無償資金協力、2001 
ラカンディ、カンカイ、ダノテイナウ、ビリン、ナラヤニの 5 河川に関して河川改修、13 河川についてノンプ

ロによる鉄線、工事用重機の供与に関する要請があった。現地調査でこれらは一般無償にそぐわないとネパー

ル側に伝えられた。 

4. 村落森林保全計画プロジェクト：プロジェクト方式技術協力、1994～1999 
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実施機関は森林環境省土壌保全流域管理局。住民参加による貧困・女性に配慮した村落振興事業のモデル確立

を目的に実施された。土壌の浸食防止に係る参加型防災事業等も実施された。  

5. 河川防災機材供与：無償資金協力、1987～1999 
1987 年度の「河川護岸計画」から 1994 年度の「河川防災・道路保全機材供与計画」まで、7 回にわたり河川

護岸の鉄線籠に用いる鉄線（G.I.Wire）が無償資金協力によって供与された。その総量は 21,827 トン、E/N 金

額の合計は 46.3 億円であった。1999 年 2 月には鉄線籠編み機に関する簡易機材案件調査が行われ、この調査

にもとづき E/N 金額 5.37 億円の無償資金協力が行われた。 

6. チサパニ村落開発住民防災計画：開発福祉支援事業、1998～ 
1993 年にネパール中部で発生した豪雨に伴う土石流などで甚大な被害を受けた村落の１つ を対象に、住民レ

ベルの防災意識の向上、警戒避難に係る知識の向上、住民参加による防災工事等を内容として 1998 年からネ

パール赤十字との契約により実施した事業である。 

7. 中南部地域激甚被災地区防災計画調査：開発調査、1997 
1993 年 7 月にネパール中南部を襲った集中豪雨による激甚被災地のうち、バグマテイ川、東ラプティ川および

トリスリ川の 3 河川の上流域を対象として防災計画を策定した。コミュニティ防災およびインフラ防災の両観

点から実用的な方策が提案された。 

8. リモートセンシングによる砂防地すべり調査技術の開発：1996 
シワリク地方のラトウ川を対象に、1993 年 6 月の土砂災害にリモートセンシング技術と地理情報システム技術

を適用し、生産土砂など土砂災害の実態を把握する技術を開発した。開発した手法のネパールでの運用のため

のシステムの提案が行われた。 

9. タライ平野河川治水計画調査：開発調査（MP 及び FS）、1997～1999 
全国 8 河川について、地形、水文、河川及び流域現況などの調査に基づいた治水のためのマスタープランを策

定するとともに、そのうち優先すべき２河川についてさらに補足調査、測量、解析・検討などを通じてフィー

ジビリティ調査を実施した。  

10. コシ川流域水資源開発事前調査：開発調査（FS）、1983 
コシ河流域およびバグマティ川からカンカイ川までのタライ地域を対象とし、水力発電、灌漑、洪水防御およ

び航行について流域変更も含めコシ川の水資源開発の基本計画が策定された。 

11. その他 
林業分野で複数のプロジェクト方式の技術協力と調査が 1991 年～2004 年にかけて行われている。これらは｢林

業普及計画｣「村落振興・森林保全計画技術協力プロジェクト」「緑の推進協力プロジェクト」「西部山間部総

合流域管理計画調査」である。 

出典：調査団 

以上の類似案件から得られる教訓は以下のとおりである。 

① ネパールに適した治水・砂防技術が開発され継承されている。 

治水砂防技術センターではネパールに適した治水・砂防技術が開発された。無償資金協力

では鉄線籠の材料となる鉄線が供与された。その成果として鉄線籠工により多くの河川構

造物が施工されている。この技術は低コストの持続可能な防災工法となっている。このよ

うに現地の環境にあった適正技術が我が国の協力により開発され実用化されている。 

② 一方砂防施設整備が十分には進展していない 

上流域で生産される土砂は従来と変わらず災害をひき起こしている。ネパールの予算規模

が小さいことが制約条件となっている。実効性を確保するためには資金協力が必要である。 

③ 河道改修に関する調査が資金協力による事業実施に結び付いていない 

タライ地域の主要河川についてマスタープラン調査、フィージビリティ調査などの調査が

実施された。しかしこれらの調査に続く施設建設に関する資金協力が行われていない。ADB、
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WB、インドは調査だけでなく、資金協力による施設建設を行っているのと対照的である。

ネパール自国予算による施設建設には限度があり、資金協力によって事業を実施すること

が必要とされている。 

④ 技術者の育成が継続されていない 

砂防分野の技術協力により砂防担当組織の能力強化が行われたが、当該分野の砂防技術者

の育成システムが不十分であると思われる。継続的に技術者・研究者が育成されることが

重要であり、高等教育機関における技術者・研究者育成システム強化に対する協力が有効

であると考えられる。 

1-4 他ドナーの援助動向 

1-4-1 数値標高モデル作成に関するドナーからの支援 

WB は、現在実施中の DHM への支援プロジェクト“Building Resilience to Climate Related Hazard”

において、当初、主要河川流域の航空レーザ測量による数値標高モデル作成を構想したが、測量

局が適切な実施機関であるとの認識から、2 河川流域の数値標高モデル作成に留めている。また、 

ミレニアム・チャレンジ・アカウント・ネパール（Millennium Challenge Account Nepal: MCA-Nepal）

では、ネパール電力公社の送電線敷設の支援で、ヘリコプターによるレーザ測量を実施し、送電

線沿いの約 300km にわたる数値標高モデルを作成している。 

これらはプロジェクトに付随して局所的に数値標高モデルを作成するものであり、ドナーによ

る広域の数値標高モデル作成計画は確認できず、利用機関は本プロジェクトによる数値標高モデ

ル作成に期待を示している。 

1-4-2 洪水対策に係るドナーからの支援 

洪水対策施設に関するネパールの自国予算は日常の施設維持管理と小規模施設建設に限定され、

大規模事業はドナーからの支援によって実施されている。各ドナーからの支援の内容を表 1-15 に

示す。 

表 1-15 洪水対策に関するドナーからの支援 

1. インド 
バグマティ川の堤防の延長（Extension of embankments along Bagmati River） 
実施機関：ネパール－インドジョイントチーム及びネパール水害管理部第 3 事務所 
報告書作成年月：2011 年 8 月 
内容：インドの資金支援により 2011 年 8 月までにバグマティ川について、以下の構造物が建設され、また建設

予定とされた。総経費は約 18.7 億 NPR。このうちインドによる支援額約 16.5 億 NPR は全工事費の約 88％に相

当する。 
表 構造物整備の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場所 左岸 右岸 
構造物 築堤 水制 護岸 樋管 築堤 水制 護岸 樋管 
実施済 16.6 km 8 基 900m 2 基 8.4 km 8 基 600m 6 基 

実施中 
14.9 km 
25.8 km 改修 － － 4 基 20k m 改修 4 基：改修 － － 

実施予定 25.4 km 改修 － － 3 基 48.1 km 改修 － － 2 基 

合計 
31.5 km 
51.2 km 改修 8 基 900m 9 基 

8.4 km 
68.1 km 改修 

8 基 
4 基改修 

600m 8 基 
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2. ADB 
a) バグマティ川流域改善計画（Bagmati River Basin Decision Support System） 
調査終了年月日：2018 年 6 月 15 日 
実施機関：水資源・エネルギー委員会事務局 
内容：バグマティ川流域における、洪水予報システム、水質モニタリングシステム、統合的流域開発管理計画

の策定 
実施状況：検討中 
b) タライ地域水資源プロジェクト(Grant 0299-Water Resources Project Preparatory Facility) 
調査終了年月日：2016 年 5 月 
実施機関：灌漑省水害管理局 
内容：タライ地域の 6 河川について洪水対策が策定された。6 河川のうち、タライ地域東部の河川はビリン、マ

ワ・ラトウワ、ラカンディの 3 河川が選ばれた。構造物対策は築堤、水制、砂防ダム、植生工法を含む。

非構造物対策は予報警報システム（EWS）と避難所である。 
実施状況：現在水資源省灌漑局が ADB の資金により実施中である。対象河川は 7 河川となった。3 河川につい

ては詳細設計が終了、4 河川に関して今後詳細設計を実施予定である。洪水対策と開発計画が盛り込

まれている。デジタルハザードマップ（DHM）は非構造物対策の基本となる。DHM が作成されて

から、EWS、避難施設の計画が策定され、NGO によるコミュニティへの教育、など参加型プロジェ

クトが実施される。しかし本調査が実施された 2019 年 9 月時点では NGO は選定されていない。 

3. WB 
気候変動に関連する災害への強靭性強化プロジェクト プロジェクト No. 127508  
(Build Resilience to Climate Related Hazards to Nepal', with project no. 127508) 
世界銀行の資金と技術協力では、DHM の官舎の建設、気象・河川水位観測所の設置、観測データの分析による気象

予報と洪水予測体制整備、などを実施中。協力内容は以下のとおり。 
① 気象観測所 88 カ所。データ観測は自動的に水文気象局オペレーションセンターの IT システムに伝達。 
② 河川水位観測所 70 カ所。データ観測は自動的に水文気象局の IT システムに伝達される。 
③ オペレーションステーション（カトマンズ） 
④ 落雷観測所 9 カ所 
⑤ 通信システム及び高機能コンピューターの機材整備 
⑥ 以上を利用した気象予測モデル構築システム（3 日前） 
⑦ そのほか：Nature Framework Climate Service（NFCS）の実施、TV スタジオモニタリング、天候と気圧に関するキャリ

ブレーション研究所 

出典：調査団 

1-5 当該セクターの実施中のプロジェクト 

2019 年よりタライ地域の西側において、ネパール政府自己資金による数値標高モデル整備プロ

ジェクトが実施されている。このプロジェクトは、ネパール全土の数値標高モデルを航空レーザ

によって整備する計画の最初のプロジェクトとして位置づけられている。対象面積は約 20,000km2

で、メッシュ間隔 1m の数値標高モデル及び同時撮影する空中写真による GSD15cm のオルソ画像

が整備される。実施されているプロジェクトの数値標高モデル及びオルソ画像の仕様を表 1-16 に

示す。プロジェクトは 2019 年 7 月より開始され、2020 年 9 月までの約 15 カ月で計画されている。

航空レーザ計測はネパール国外の企業が実施し、データ処理は測量局内の一角を改装した作業場

で行われる。また作成するオルソ画像を利用した 1:5,000 の地形図作成も計画されている。 

タライ地域西側プロジェクトが先行で始まっているため、本プロジェクトでは作成データ仕様

について同等の品質であることと、整備範囲の接合及びデータの整合性が求められている。した

がって、本プロジェクトの作成データ仕様は、タライ地域西側プロジェクトの仕様（計測密度、

数値標高モデルメッシュ間隔、GSD、高さ及び水平精度など）と同一とした。ただし、ネパール

には作業工程ごとに作業方法や使用機材を規定し、点検測量や精度管理方法を規定したものがな

いため、作業工程及び手法については、日本の公共測量で使われている「作業規程の準則」（平成
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20 年 3 月 31 日 国土交通省告示 第 413 号、一部改正 平成 28 年 3 月 31 日 国土交通省告示 

565 号）を準用して実施する。 

表 1-16 タライ地域西側プロジェクト作成データ仕様 

項目 仕様 

対象面積 約 20,000km2 

数値標高モデル 

標高モデル種別：DTM（Digital Terrain Model）及び DSM（Digital 
Surface Model） 

メッシュサイズ：1m 
データフォーマット：img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

オリジナルデータ 

計測点密度：4 点以上/m2 
標高精度：±0.25m 以下（平均二乗誤差） 
全パルスのデータ及び反射強度データを含む 
データフォーマット：las（バージョン 1.1） 

等高線データ 
主曲線間隔：50cm 
データフォーマット：shp 形式 

空中写真データ 
4 バンド（R,G,B,IR） 
外部標定要素含む 
データフォーマット：img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

正射変換空中写真データ 

4 バンド（R,G,B,IR） 
地上画素寸法：15cm 
水平精度：±0.10m 
データフォーマット：img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

オルソ画像 

4 バンド（R,G,B,IR） 
地上画素寸法：15cm 
水平精度：±0.10m 
データフォーマット：img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

報告書 
現地測量結果、航空レーザ測量結果、空中写真撮影結果、飛行デー

タ保管報告（FDS：Flight Data Storage）を含む 
データフォーマット：doc 形式/pdf 形式 

航空レーザ計測及び撮影計画図 データフォーマット：shp 形式 
標定図 データフォーマット：shp 形式 

出典：調査団 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 プロジェクトを取り巻く状況 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの主管官庁は国土管理・協同組合省であり、実施機関は測量局である。測量局

の組織図及び人員配置図を図 2-1 に示す。 

測量局全体の構成人数は 256 人で、本プロジェクトの担当部署である GIID はシステムマネジメ

ント課、メタデータ課及びデータベース課の職員 18 名から構成されている。GIID は測量局の提

供する成果のデジタル化に伴い新設された部署であり、若い技術者が中心の職員配置となってお

り、今後も新しい取組を担う部署であると推察される。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
出典：測量局 Web サイトより調査団作成  

図 2-1 測量局組織及び人員配置図 
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2-1-2 財政・予算 

測量局の予算は、表 2-1 に示すとおりである。その内容は図 2-2 に示すとおり年々増加傾向にあ

り、特に 2017/18 年度から伸びが顕著になっている。これは、ネパール政府が 2017 年 10 月に「災

害管理法」を制定し、2018 年 6 月に同法に基づく「災害リスク削減方針及び災害リスク削減戦略」

を策定し、洪水ハザードマップの整備を通じた災害リスクの低減を目的として掲げており、目的

に沿った予算の推移である。 

表 2-1 測量局財務状況（過去 5 年） 

No. 部 署 
会計年度 2014/15 会計年度 2015/16 会計年度 2016/17 会計年度 2017/18 会計年度 2018/19 

予算 支出 予算 支出 予算 支出 予算 支出 予算 支出 

1 地形調査・ 
土地利用管理部 98.1 82.4 98.8 80.3 77.8 72.9 82.4 109.6 495.7 288.6 

2 地籍測量部 521.1 408.2 775.9 570.3 823.4 689.6 844.6 581.8 610.7 465.1 

3 地理情報基盤部 
（GIID） － － 18.7 14.2 10.4 9.6 39.2 27.2 19.0 17.2 

4 測地部 7.7 53.7 72.5 57.9 74.7 61.4 117.4 102.6 220.2 181.1 

合  計 626.9 544.3 966.0 722.7 986.3 833.5 1083.6 821.2 1345.5 952.1 

出典：測量局年次報告 
 

 
出典：測量局年次報告より調査団作成 

図 2-2 測量局の部署別予算割合（過去 5 年） 

2-1-3 技術水準 

測量局は国土基本図などの地図作成業務、地籍測量や基準点の整備などの測地業務を担ってい

る部門であり、衛星画像より 1/25,000 デジタル地形図の更新、GNSS 測量機を利用した基準点の

整備等を職員自ら行っている。このことから、測量局の技術水準は一般的な測量を実施する能力

は十分にある。なお、第 1-1-3 項で述べた通り、デジタルデータ指令により、測量局は既に既存デ

98 99 78 82 

496 
521 

776 823 845 

611 19 10 39 

19 

8 

73 75 
117 

220 

（626.9）
2014/15年度

（966.0）
2015/16年度

（986.3）
2016/17年度

（1,083.6）
2017/18年度

（1,345.5）
2018/19年度

地形調査・土地利用管理部 地籍測量部 地理情報基盤部 測地部
単位：100 万 NPR 

[単位：100 万 NPR] 

（GIID） 



2-3 

ジタル地図データの外部への提供は実施しており、他機関への配布を行う体制も整っている。ま

た、タライ地域西側で本プロジェクトと同様の数値標高モデル作成が進捗している。このことか

ら、本プロジェクトを実施する能力及び体制は整っていると考える。 

しかし、本プロジェクトの調達物である数値標高モデルについては、測量局による作成実績は

なく、数値標高モデルの運用、維持管理について経験が不十分であり、今後の利活用において支

障が生じる懸念がある。したがって、測量局において数値標高モデルの活用及び維持管理等の修

正を行う事が出来るように、機器の整備やソフトコンポーネントを通じた数値標高モデルに関す

る技術指導行う必要がある。 

本プロジェクトに関連する個別技術の現状については、以下のとおりである。 

(1) 数値標高モデル 

ネパールにおける数値標高モデルデータの取得・作成状況については、FRTC がフィンランドの

支援でバイオマス把握を目的として航空レーザ測量による森林の数値標高モデルの整備を部分的

に実施した。また、ネパール電力公社（Nepal Electricity Authority）が MCA-Nepal の支援で、送電

線敷設計画ルート沿いに航空レーザ測量による数値標高モデルの整備を実施した。そのほか

DWIDM（ADB 支援）、DHM（WB 支援）、ネパール電力公社等で、衛星データから作成された実

績がある。 

測量局は本プロジェクトにおいて、その作業状況の把握、データ取得時の航空機への乗機、取得

データの加工・処理についての技術取得などを要望している。また、西側先行プロジェクトでは、

測量局の GIID 内に作業スペースを確保して、PC、オペレータを配置、データ処理を実施する仕

様となっている。 

(2) 座標変換 

ネパールでは準拠楕円体として Everest1830 (1956)を採用しており、GNSS 測量から得られる

WGS84 座標系では WGS84 楕円体が用いられている。また、投影座標系としては Modified UTM 
(MUTM)が国家座標系として用いられている。 

表 2-2 回転楕円体のパラメータ 

回転楕円体の種別 長半径 扁平率 

WGS84 6,378,137m 1/298.257222101 

Everest 1830 (1956) 6,377,276.345m 1/300.8017 

        出典：測量局 

WGS84 座標系からネパールの国家座標系（MUTM：Modified Transverse Universal Mercator）への

変換には、測量局で認証された表 2-3 の平行移動量の 3 パラメータを用いることとする。 
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表 2-3 WGS84 から MUTM への変換パラメータ 

パラメータ（WGS to MUTM） シフト量（m） 

X 軸方向 -296.207 

Y 軸方向 -731.545 

Z 軸方向 -237.001 

         出典：測量局 

(3) ジオイドモデル 

標高については、GNSS の楕円体高から正標高に変換するための精密なジオイドモデルがないた

め、手間と費用のかかる水準測量で決定されている。 

ネパールの重力点は、イギリス軍測量部によって 1981～84 年に設置された。トリブバン国際空

港に設置された基準重力点は、バンコクからカトマンズ間の 45 点の重力点を繋いで決定され、現

在までネパール国内に 375 点の重力点が設置されている。その内、一等重力点は 36 点である。絶

対重力測量は、1991 年に Nagarkot で観測が行われ、重力点の値の調整と、将来的な重力値変化の

監視に用いられる。また、ネパール西部地形図プロジェクト（Western Nepal Topographic Mapping 
Project：WNTMP）と東部プロジェクト（Eastern Nepal Topographic Mapping Project：ENTMP）で

も GPS 点での重力観測が実施された。 

航空重力測量は、2010 年にデンマーク工科大学国立宇宙センター（DTU-Space）、ネパール測量

局、米国国家地理空間情報局（National Geospatial-Intelligence Agency ：NGA）によって、6 海里

（約 11km）間隔で 57 本の飛行により 13 日間で実施された。強いジェット気流と山風、インドか

らチベットにかけての 400mgal 以上の重力異常にもかかわらず、数 mgal 精度の成果が得られた。

ただし、AnnapurnaとMustang valley地区では度々の再測にもかかわらず規定内の成果が得られず、

地上重力測量で代替した。これらから第一次ジオイドモデルを算出し、平均 10～20cm の精度が

得られたが、インド側と中国側のデータがなく飛行も困難な国境付近では精度低下がみられた 27。 

今後、さらに他の情報を統合してネパールのジオイドモデルを完成させることとしているが、現

状ではジオイドモデルが未完成であるため、本プロジェクトにおいて、対象地域のジオイドモデ

ルの作成も計画した。具体的には、調整用基準点の標高測定のために実施する水準測量の成果と

GNSS 測量から得られる楕円体高との差としてジオイド高を決定し、これを補間してジオイドモ

デルの作成を行う。 

2-1-4 既存施設・機材 

測量局は現地測量用の機材として、Trimble、Leica、Topcon、Sokkia などのメーカーの GNSS 測

量機材、トータルステーション、水準測量機材などを保有している。これらは日本国内で流通し

ている機器と遜色ないものである。一方、地形図などの印刷機材としてドイツ製の 2 色印刷機が

今なお使われていた。あまり使用頻度が高くないためメンテナンスは行ってこなかったとのこと

                                                        
27 “Geoid Determination and Gravity Works in Nepal”, Manandhar N, Nepalese Journal of Geoinformatics, Vol 17, pp 7-13, 
2018、(https://www.nepjol.info/index.php/NJG/article/view/23003/19534、
https://orbit.dtu.dk/en/publications/geoid-of-nepal-from-airborne-gravity-survey） 
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であった。測量機器は各部署に数台ずつ分散保有されているが、大きなプロジェクトを実施する

場合は、各部署から集めて遂行にあたる。例えば GNSS 機材などは 20 セット以上の調達が可能と

のことである。 

コンピューターに関しては、一般的な汎用コンピューターを利用しており、本プロジェクトの

成果品である数値標高モデルを利用した、主題図の作成等をスムーズに行える性能のパソコンは

無かった。 

2-1-5 関連組織・機関による数値標高モデル利活用体制 

(1) 洪水対策に関連する組織・機関 

洪水対策に関連する行政機関の構成と活動内容、河川管理上の課題、及び問題解決のための数

値標高モデルの必要性について表 2-4 にまとめた。 

表 2-4 洪水対策の実施体制と数値標高モデルの必要性 

1．水資源・エネルギー委員会（Water and Energy Commission Secretariat: WECS） 

組織 
所属：エネルギー・水資源・灌漑省 Ministry of Energy, Water Resources and Irrigation（MEWRI）に直属する。同

省は業務実施部局としてエネルギー局と水資源・灌漑局の 2 局を有している。 
人員：要員は全部で 30 名、そのうち Senior Engineer は 6 名、Engineer は 4 名にとどまっている。IT 専門家は 1

名のみである。政策立案のための報告書は外部コンサルタント、国際機関などに外注している。 
活動：WECS は政策上の助言・支援を大臣に提言する。水資源・灌漑局に関しては、政策レベルにおける流域

計画の立案を WECS が行い、その実施は各局が行う。 
東部タライ地域における河川管理上の課題 
・河床の上昇による洪水リスク 
上流山地から運搬された土砂が堆積して河床が上昇しており、河床高が周辺地盤より高くなっている。実際

にコシ川では 2008 年に堤防が破堤して数千 ha の周辺の土地が洪水・土砂被害を受けた。この対策として上流

山地に砂防ダムの必要が生じている。洪水の際には本川だけでなく支川に背水の影響をもたらす。従って本川

だけでなく、支川にも警戒水位を設定する必要がある。洪水が氾濫原を流下すると道路盛り土が氾濫水の流下

を妨げる。そのリスクも調査・分析する必要がある。非構造物による洪水対策のためには、洪水発生リスクの

ある地域をあらかじめ知る必要がある。 
・洪水対策 -洪水対策と水資源開発を一体化した多目的遊水地の構想- 
洪水対策の一案としては、遊水地を整備する方法が考えられる。遊水地は洪水時の河川の流水を一時的に氾

濫させる土地のことで、下流の水害を軽減する効果がある。地下水涵養の効果もあるので、乾季の水需要対策

としても有効である。タライ地域は南北 40km に広がり、その標高差はわずか 30m である。タライ地域の南側

の水の集まり易い低地に遊水地を整備し、これを、ソーラーを動力としたポンプで地域の北側に圧送すれば、

その水を灌漑、電力、家庭、農業、商工業等の水需要に充てることができる。また、淡水魚の養殖への利用や、

遊水地に飛来する野鳥を観光資源とする効果も期待できる。 
河川管理上の課題と詳細数値標高モデルの必要性 
 詳細数値標高モデルで正確な標高情報が得られれば、それを利用して洪水ハザードマップの作成、精緻な

洪水対策の立案・実施が可能である。タライ地方では遊水地を利用した水資源開発、灌漑用水路建設なども計

画されており、数値標高モデルはこれらの計画立案・実施にも活用できる。 

2．水害管理部（Water Induced Disaster Management Division: WIDMD） 
組織 
所属：エネルギー・水資源・灌漑省（Ministry of Energy, Water Resources and Irrigation: MEWRI）の水資源・灌

漑局（Dept. of Water Resources and Irrigation: DWRI）に属する。 
人員：現在の技術スタッフは約 200 名。地方分権化のため、中央政府の熟練技術者は地方政府に異動されてい

る。 
現在、中央政府の職員・技術者が不足している。人材不足を研修による能力強化で補う必要がある。 

活動：WIDMD は水害の構造物対策を担当している。年間予算は約 2.5 億 NPR。ただし地方の河川管理事務所

予算は別途計上されている。 
河川管理事務所：水害管理部の下に国内には河川管理事務所が設置されている。（そのうち今回の調査ではバ
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グマテイ・ラルバカイヤ河川管理事務所およびコシ・バクラハ河川管理事務所を訪問した。） 

東部タライ地域における河川管理上の課題 
東部タライ地域では洪水対策のための構造物対策を行っている。しかし洪水対策上の課題インベントリーが

ないため、まずその作成が必要とされている。対策は小河川から開始することが構想されている。ネパールで

の構造物対策はタライ地域に集中している。また、河川改修は堤防と鉄線籠による護岸・水制の整備が主体と

なっている。 
上流域については木材需要・土地利用のため森林が伐採されており、地質が脆弱なチュリア山地では土砂が

タライ地域に流出している。このためタライ地域の河川では土砂災害と河床上昇の問題が発生している。この

対策として砂防ダムを上流に整備する必要があるが、技術者だけでなく、予算も不十分な状況である。 
構造物の設計はインドあるいは英国の設計基準を参考にして行っている。タライ地域はインドに自然条件が

類似しているので、インドにおける基準はネパールに適用しやすい。WECS が河川改修のネパール技術基準を

作成している。WECS は計画規模を検討し、その流量に基づいて構造物を設計するという手順を踏んでいる。 
現在進行中のプロジェクトとして、コシ河道改修（インドとの協働）、6 河川ハザードマップ（ADB）、など

がある。 
河川管理上の課題と詳細数値標高モデルの必要性 
詳細数値標高モデルはタライ地域でのハザードマップの作成、河道特性の解析に使用できる。タライ地域の

土砂堆積の情報は正確に把握しなければならず、現在得られる衛星データから作成する 90m メッシュ数値標高

モデルよりもっと細かいメッシュが必要である。 

3．バグマテイ・ラルバカイヤ河川管理事務所 
組織 
人員：所長、エンジニア 3 名、survey engineer 2 名、そのほか administration, accountant、driver などスタッフは

合計 11 名、車両 2 台。 
活動：年間予算は 2 億 NPR。そのうち 4%が人件費、残り 96%が事業費。ラル・バカイヤ川とバグマテイ川が

担当する主要河川。 
河川管理上の課題と詳細数値標高モデルの必要性 
バカイヤ川、バグマテイ川ともに河床の上昇と流路変動の問題がある。河床が上昇したために、洪水が堤防

を越流して破堤している。河床の上昇を詳細に把握するためには 1m メッシュの数値標高モデルが必要である。

また、現時点の状況を精緻に把握した大縮尺基本図が必要である。バグマテイ川の地形情報については、20 年

前に地上測量で作成されており、あらたに詳細数値標高モデルが作成されれば 20 年前と現在の状況を比較で

きる。それをもとに河床上昇の実態を把握し、問題解決のプロジェクトを実施したい。また、今回作成する数

値標高モデルにより、500m ピッチで河川横断図を作成したいとの期待が示された。 

4．コシ・バクラハ河川管理事務所 
組織 
人員： Project manager 以下、engineer 3 名、survey engineer 5 名、accountant officer 1 名、administration staff 1 名、

drivers 2 名、IT engineer 1 名、合計 14 名、車両 2 台 
活動：この事務所は 1 年前に新設された。事務所は民家を借り上げの仮住まい。2018 度予算は 1.5 億 NPR。今

年度予算はさらに少なくなる。管理下にある 5 河川のマスタープランの開始が予定されている。内容は

河岸浸食対策が中心となる。マスタープランの実施が始まると予算が増加する。 
河川管理上の課題と詳細数値標高モデルの必要性 
多くの河川では水位観測が不十分である。そのため洪水予警報システムの整備が不十分である。タライ地域

ではすべての河川に予警報体制が整備されているわけではない。洪水警報システムの整備は DHM の仕事とな

る。 
現場を担当する河川管理事務所の課題としては鉄線籠の材料となる玉石が不足していることがある。この代

替材料を検討する必要がある。現在 UV protected Geo-Bag が開発され、これを使用するようになった

（UV:ultra-violet rays）。これはサンドバッグであり、中身は河床で得られる土砂を使用する。このサンドバッ

クをネットで覆う。 
詳細な数値標高モデルがあればこれを構造物対策に利用できる。河床上昇が激しいので、数値標高モデルが

あればそれを基準値として将来も河床上昇の観測を行うことができる。また今後灌漑計画を策定する際にも数

値標高モデルが必要となる。タライ地域の灌漑率は 30％であり、70％は天水である。 
日本からの協力への要望 
1) 上流山地部での植林と砂防・治山 
2) 将来の結果についての調査：このままの状態が継続すると 50 年後には土砂堆積によってもたらされる災害

が発生するのは必至である。50 年後にはタライ地域は人の住まない地域となる。この状況を報告書にまとめ、

将来リスクを明らかにして行きたい。 

5．水文気象局（Department of Hydrology and Meteorology：DHM） 
組織 
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所属：環境・科学・技術省（Ministry of Environment, Science and Technology） 
人員：技術スタッフ、事務スタッフ合わせて総職員数は 200 名であるが、水文・水理解析の専門性を有する職

員の数が不十分である。水文気象局で優秀な技術者は他の条件の良い機関に流出する現実があり、人材

補充がおいつかない。 
活動：気象・河川水位観測所はネパール全国に約 900 カ所設置されているが、大部分がマニュアル式のデータ

収集システムとなっている。これら観測所位置はウエブで公開されている（dhm.go.np）。上流での水位・

雨量データを解析し、下流のハザードマップから洪水被害の生じる地域を予測して洪水予警報を発出し

ている。現在世銀による観測所新設とデータ解析に関する技術協力がおこなわれている。 
洪水予報警報の課題 
現在 DHM では 1/25,000 地形図の 10m 間隔等高線をデジタル化して数値標高モデルを作成・使用している。

東部タライ地域では、衛星データを用いて Koshi 川の数値標高モデルを世銀の支援で作成している。ADB では

West Rapti 川などで数値標高モデルを作成している。 
より精緻な数値標高モデルがあれば洪水氾濫解析も正確となり、洪水予警報が正確となる。救助隊のオペレ

ーションでも、危険地域の特定や避難所の候補選定には正確な数値標高モデルが必要である。 
詳細数値標高モデルの必要性 
上記課題の解決には 50cm 間隔の等高線、1 m メッシュの数値標高モデルが必要である。タライ地域は平地

であるため、1m メッシュの詳細度と、鉛直誤差 20cm 以下が必要であり、日本の協力により精緻な仕様で数

値標高モデルが整備され、氾濫解析に使用可能となることが期待されている。タライ地域では氾濫原に多くの

人が住んでおり、この人々の生活が危惧されている。一方山岳地では土砂災害、地滑りの予測が必要とされて

いる。そのためにも数値標高モデルが必要であるが、その精度についてはメッシュ間隔 1m 以上で十分である。 

6．災害管理部（Disaster Management Division：DMD） 
組織 
所属：Ministry of Home Affairs（内務省） 
活動：内務省の部局として国の防災政策を主管している。次項で述べる NDRRMA をはじめとする実施官庁の

政策を決定する機関となっている。 
7．国家防災対策庁（National Disaster Risk Reduction and Management Authority：NDRRMA） 
組織 
防災政策・戦略は専門委員会で立案されており、その政策・戦略の実施官庁として NDRRNA が設置された。

既存の国家復興庁（National Reconstruction Authority）は復旧のみを実施しているが、NDRRNA は事前の訓練、

減災、防災の部分を充足し、さらに緊急対応、復旧、改良復旧も含めた災害のすべてのフェーズに対応できる

強い権限を持つ国家組織として確立されている。防災については水害、疫病（epidemic）など 11 種の災害が対

象となるが、NDRRMA が災害に関連するすべての省庁を統括し、法律・政策面で各省を把握する。2019 年 9
月現在で CEO を人選中である。 

8．国家災害緊急対応センター（National Emergency Operation Center：NEOC） 
組織 
所属：Ministry of Home Affairs（内務省） 
活動：災害発生直後からの緊急的対応について、州、郡、市町村、コミュニテイの各レベルの災害緊急対応セ

ンターを統括する。 
詳細数値標高モデルの必要性 
今回の調査でヒヤリングを行ったシャンブーセンター長（次官補・センター長：Under secretory and Chief of 

NEO）の数値標高モデルの活用に関する認識は以下のとおりであった。 
数値標高モデルにより、より正確な浸水地域の予測が可能となり、救援活動の助けとなる。浸水危険地域が

あらかじめ予測できれば、救援活動を効率的に行うことが可能となる。正確なハザードマップがあればリスク

を正確に把握して迅速な対応が可能となり、被害を減らすことができる。 

出典：調査団作成 

(2) 洪水対策以外の組織・機関 

 洪水対策以外で数値標高モデルの活用が期待される行政機関の活動内容や必要な数値標高モデ

ルの仕様および期待される利活用について表 2-5 にまとめた。 

表 2-5 洪水対策以外の組織による数値標高モデルに必要な仕様と活用への期待 

1．水資源灌漑局の灌漑プロジェクト部門（Irrigation section, Department of Water Resources and Irrigation：DWRI） 
組織概要 

DWRI は近年灌漑部門と DWIDM が合体して誕生した局で、エネルギー・水資源・灌漑省（Ministry of Energy, Water 
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Resources and Irrigation：MoEWRI）に属している。DWRI の目的は以下のとおりである。 
・大規模灌漑計画の計画と実施。灌漑には多目的、貯水池、貯水池間の水移送を含む。 
・水資源を最大限に利用して灌漑部門の持続的開発と拡大を図る。 
・灌漑と水害管理用に設計された大規模構造を適切にメンテナンスし年間を通して持続的な灌漑を提供する。 
・水害から居住地、農地、インフラを守る。 
・灌漑のために表層水と地下水を利用する。 
・災害を最小化するために河川や貯水池を管理する。 
・水の危機管理と水資源・灌漑開発のための組織整備と技術職員の能力を強化する。 
・河川管理を通じたリスクのない耕作地の適切な利用を促す。 

必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
DWRI は、タライ地域において灌漑面積を年間 22,000～30,000 ha 拡大している。灌漑計画には、1/5,000 の大縮

尺地形図が必要であり、その場合の等高線間隔は 0.5 m、高さの誤差の許容値は 30 cm とされている。 
Bheri～Babai の流域変更とそれに付随する灌漑事業では、航空レーザ測量により 1 m メッシュの数値標高モデル

を整備した実績を有している。ただし、その時点での技術的制約により、必ずしも十分な結果は得られなかった

とのことである。 
本プロジェクトで作成される数値標高モデルは、灌漑計画の際に作成する大縮尺地形図に必要な高さ精度を満た

している。加えて、現在のタライ地域における灌漑面積拡大の状況から考えると、数値標高モデルの活用可能性

は高い。 

2．道路局 （Department of Road：DOR） 
組織概要 
道路局はインフラ交通省（Ministry of Physical Infrastructure and Transport：MoPIT）に属し、「国の統合と社会経

済発展のための道路管理」をビジョンとし、費用対効果が高くかつ効率的で信頼できる道路ネットワークの建設

を通じて、安全な公共道路インフラサービスを提供し、持続的な経済社会開発の達成に貢献することを目標にし

ている。 
これらのビジョン、目標の下に、長期計画（2014-2021）（Priority Investment Plan：PIP）に基づいて道路建設、改

修を実施している。 
なお、道路建設・改修に伴う測量作業はすべて外注で実施している。 

必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
道路建設や改修の際には最初に地形図をもとに検討を行う。それには測量局の 1/25000 地形図を使っている。詳

細設計の際には、1/250 で等高線間隔 25cm（タライ地域）～1m（丘陵・山岳部）の地形図を作成する。作成方法

はトータルステーションによる地上測量である。また、ドローンによる詳細設計用の測量を実施した例もある。 
高さ精度 30cm の数値標高モデルでも平地での詳細設計用には不十分であるが、道路管理用に GIS を用いて情報

管理をしており、詳細な数値標高モデルがあると、それに地質的な情報等も加えて、災害対策に活用できるので、

有効活用が期待できる。例えば、大きな河川は北から南へ流れるが、小河川の中には南から北へ流れるものがあ

り、数値標高モデルで微地形が分かれば、水の流れを正確に把握できることなどがあげられる。 

3．森林研究訓練センター （Forest Research and Training Centre：FRTC） 
組織概要 

森林研究訓練センターは、森林環境省（Ministry of Forests and Environment：MoFE）に属し、以下を目的としてい

る。 
・森林に関する科学的研究と測量 
・国レベルの森林インベントリーと森林資源データベースの整備 
・森林被覆図と森林図の作成 
・森林関係者を対象とした森林資源管理に関する訓練の実施 
センターには Forest Survey、Training、Forest Research の 3 部門あり、職員数約 70 名、うち技術者は約 30 名で

ある。地図関係では、国際総合山岳開発センター（ICIMOD）と連携して 2000～2018 年の土地被覆変化をランド

サット画像から作成している。また、県レベルの森林被覆図をインターネットで公開している。 

必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
森林研究訓練センターは、地上バイオマス量（Above Ground Biomass：AGB）を求める活動を行っている。その

ための手法の一つが航空レーザ測量である。航空レーザ測量により樹冠高さモデル（Canopy Height Model：CHM）

を作成し、標高 5,000 m 以下の全国に設けられた森林モニタリングのための半径 20 m の円形の形状の固定区画

（Permanent Sample Plot：PSP）により、モデルの精度を確認するという手法である。 
過去にフィンランドの支援で航空レーザ測量を実施したことがあるが、0.8 pt/m2 の点群密度であったため PSP

との相関が悪く満足のいく結果が得られなかった。このため、AGB を精度良く求めるためには 4 pt/m2 の点群密度

が必要であるとしている。 
また、MCA-Nepal の支援でネパール電力公社が水力発電所からの送電線の新設のために、ヘリコプターによる



2-9 

全長 300 km の航空レーザ測量を実施している。環境影響評価（Environment Impact Assessment：EIA）について、

森林環境省の了解が必要なこともあり、最終的に航空レーザ測量原データは森林研究訓練センターに渡されると

のことである。この航空レーザ測量は 8 pt/m2 の点群密度であり、森林研究訓練センターではその活用による AGB
算定を期待している。 

4 pt/m2 の点群密度で航空レーザ計測が行われれば、AGB 算定に活用されると期待できる。ただし、森林訓練管

理センターには、航空レーザ計測データを解析し CHM を作成する能力がないため、ICIMOD などその能力のある

機関との連携が必要である。 

4．鉱山地質局 (Department of Mines and Geology：DMG) 
組織概要 
鉱山地質局は商工供給省（Ministry of Industry, Commerce and Supplies：MoICS）に属し、地質的研究、鉱物資源の

研究と開発を体系的に行う唯一のネパール政府機関である。その主な活動は以下のとおりである。 
・地球科学的な調査研究 
・工学的、環境的な地質研究とハザード評価 
・地震テクトニクス研究と地震モニタリング 
・鉱物の探査・評価と関係産業の振興及び鉱物・鉱山関係規定・規則の施行 
・石油と天然ガス探査 

必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
水力発電所や下水処理場の建設及びゴミ捨て場や建設資材採取の適地選定などに係る地質的な調査の際に、詳

細な数値標高モデルが重要である。地質図については 1:50,000 で作成しているが、それはベースとなる地図の縮

尺に規定されるという面がある。データがあればどんな縮尺でも調査結果を表現でき、ベースとなる地図が詳細

になれば、地質図を詳細にするニーズが出てくる。特にプロジェクトベースの地図ではそうした傾向があるとの

ことである。 
今後タライ地域でのプロジェクトがあれば、本プロジェクトで作成される数値標高モデルの活用は十分期待で

きる。 

5．トリブバン大学地理学部 (Central Department of Geography, Tribhuvan University) 
組織概要 
トリブバン大学が創立された 1959 年の翌年に地理学部が設立。1994 年には UNEP の支援で GIS とリモセンの

部門が設立された。学部レベルの地理学科は、全国に 25 校が分散しており、カトマンズの地理学部は修士コース

（20 名）と博士コース（25 名）を提供している。講師陣は教授 5 名、助教授 4 名、講師 2 名の合計 11 名である。

ネパール政府の地図委員会は測量局などにより構成されるが、学部長の Koirala 教授もそのメンバーの一員となっ

ている。 
国家土地利用プロジェクトでは測量局に協力している。国際的には、英国の大学と氷河湖決壊による洪水

（GLOF）の研究を行っているほか、我が国の北海道大学、UNDP、UNEP、ICIMOD、中国などとの共同研究の実

績がある。 
必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
これまで土壌浸食の解析等に SRTM（30m）、WORLDDEM（12m）や測量局の地形図の等高線から作成した数値

標高モデル（20m）を利用してきた。大学なので研究テーマに制限はなく、地形による水害のリスクを踏まえた土

地利用計画や居住地計画、灌漑計画、洪水解析、洪水予報、洪水に強い農業などさまざまなテーマに詳細な数値

標高モデルの必要性を強調し、数値標高モデルが容易に入手できる環境ができることを希望している。 
大学での研究テーマは多岐にわたり、数値標高モデルを活用した経験も十分に有していることから、無償若し

くは安価に数値標高モデルを提供できれば、活用の可能性は極めて大きい。 

6．国際総合山岳開発センター（ICIMOD) 
組織概要 

ICIMOD は、ヒンドゥークシュ・ヒマラヤ周辺各国（アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、中国、イ

ンド、ミャンマー、ネパール、パキスタン）をメンバー国とする政府間知識共有センターである。本部はネパー

ル・カトマンズに所在し、脆弱な山岳地の生態系や山岳民の生活にグローバル化や気候変動が影響を与えている

ことを踏まえ、上流・下流問題に取り組みつつ山岳民がこうした変化を理解し、適応し、新しい活動機会を創出

する上での支援を目的としている。 
活動としては、「生活」、「生態系」、「水と空気」、「地理空間情報」での専門的知識を核に「適応と復元力構築」、

「国境を越える景観・地勢」、「河川流域と氷圏」、「大気」、「山岳環境地域情報システム」、「山岳知識と行動ネッ

トワーク」の諸課題に取り組んでいる。 
メンバー国ばかりでなく、欧米各国や国連諸機関を始めとする国際機関とも資金面を含め活発に連携している。 

必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
従来は、30 m 解像度の SRTM や MERIT DEM（90m）、AW3D（5 m）等の数値標高モデルを用いて、洪水氾濫計

算、土砂災害解析等を実施してきた。より詳細な数値標高モデルによりこれらの解析をより高精度化し、例えば、
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降雨データ等と併せて、現在は研究レベルである氾濫域の予測の精度を高め警報をタイムリーに発するなど、実

用レベルまで引き上げることが可能となる。また、航空レーザ測量の原データを解析することにより森林バイオ

マスの推定にも活用できるとしている。その際の原データの点群密度は 4 pt/m2 あれば可能としている。 
ICIMOD は研究能力が高く活発な活動を実施していることから、本プロジェクトで作成される数値標高モデル

の活用は確実である。ただし、森林バイオマスの算定には原データを公開する必要がある。 

7．民間部門 
概要 
ネパール国内には職員数十名規模の測量・地図作成・設計コンサルタントが 10 社以上存在している。最近では

ドローン測量に取り組むコンサルタントも現れている。航空レーザ測量のデータ取得を実施できる社は皆無であ

るが、フィルタリングなどのデータ処理を行える会社が 1 社存在する。 
必要な数値標高モデルの仕様と活用への期待 
これまで航空レーザ測量による詳細な数値標高モデルの作成は、プロジェクトベースで散発的に行われてきて

いる。航空レーザ計測はすべてネパール国外のコンサルタントが実施しており、国内コンサルタントは主に、地

上基準点測量や航空レーザ計測を行うにあたっての各種行政手続きを担当してきた。 
詳細な数値標高モデルが利用できるようになれば、高解像度衛星画像からのオルソ画像の作成や、各種地図作

成作業の省力化や高精度化が期待できる。その一方でそれが現実となるようなデータ価格設定などの環境整備を

必要としている。 
大学の場合と同様に、無償若しくは安価に数値標高モデルを提供できれば、数値標高モデルの処理技術は一般

的であることから、活用の可能性は極めて大きい。 

出典：調査団作成 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 電力 

2016 年までは政府、公共機関、ホテルなどでも長時間の計画停電があった。現在、計画停電は

なくなっており、突発的な停電は時折発生しているが、本プロジェクト遂行に支障をきたすもの

ではないと判断している。なお、本調査の現地調査においても業務への影響はなかった。 

(2) 通信 

ネパールにおいても一般的に携帯電話が普及している。大手事業者は NDCL、Ncell があり SIM

カードも空港、街中での購入が可能である。通信状況についても良好である。なお、本調査の現

地調査においても、カトマンズ及びタライ地域共に通信状況は良好であった。 

(3) 道路 

タライ地域は平坦な地形であり、図 2-3 に示すとおり東西ハイウェイ（マヒンドラハイウェイ）

が整備されており、東西ハイウェイを起点とし南北へ道路網が広がっている。本プロジェクトで

は計測対象範囲全域に GNSS 基準局及び調整用基準点を設けるが、車両で設置場所への移動に支

障はないものと判断する。 
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出典： DOR Web サイト 28 

図 2-3 ネパール道路網図 

(4) 空港 

本プロジェクトでは図 2-4 に示す地域を対象に航空レーザ計測を行う。計測対象範囲内には、

シマラ空港、ジャナクプル空港、ラジュビラジュ空港、ビラートナガル空港、バドラプル空港の

計 5 つの地方空港が存在する。これらの地方空港は民間航空会社が就航しており、計測用飛行機

の離着陸に支障をきたすような要因は無いものと判断する。 

 
出典：調査団作成 

図 2-4 計測対象範囲内の空港 

 
                                                        
28 DOR Web サイト：https://dor.gov.np/home/page/ssrn-2017-18 

計測対象範囲 

東西ハイウェイ 

(マヒンドラハイウェイ) 
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2-2-2 自然条件 

(1) 気象 

 タライ地域にある地方空港における年間を通した気象を表したグラフを図2-5及び図2-6に示す。

月別平均降水量及び月別平均日照時間から、10 月～5 月頃までが乾季で雨量が少ない。乾季にお

ける日照時間は 12 月と 1 月は短くなる。また、地形を計測するのに支障となる樹木の葉、及び耕

作地に植生が少ない時期は 12 月～6 月頃までとなる。なお、気象条件及び植生条件を踏まえ計測

時期は 2 月から 6 月頃までを実施可能期間と想定した。 

 
出典：水文気象局のデータより調査団作成 

図 2-5 タライ地域（シマラ、ジャナクプル、ビラトナガル）の月別最高・最低気温（過去 10 年） 

  
出典：水文気象局のデータより調査団作成 

図 2-6 タライ地域（シマラ、ジャナクプル、ビラトナガル）の月別平均降水量・日照時間（過去 10 年） 

(2) 地形 

ネパールの国土は東西に 885 ㎞と長く南北は 193 ㎞と短い距離の中で、北部の 7,000～8,000m

級のヒマラヤ高峰群から最低標高が海抜 70m の南部平野部と急激に地形が変わっていて複雑であ

る 29。本プロジェクト対象地域であるネパール南部に広がる平野部タライ地域は、国土面積の 17％

を占めている。また、タライ地域の大部分は第四紀の沖積層で、礫、砂、粘土などで構成されて

おり、軟弱地盤である。 

(3) 洪水 

6 月～9 月の雨季において、ベンガル湾で発達したモンスーンがネパールに大量の降雨をもた

らしている。タライ地域ではほぼ 2 年に一回の頻度で洪水が発生し、その都度河床が大きく変化

                                                        
29 ネパール中央統計局、Nepal in Figures 2019：
https://cbs.gov.np/wp-content/upLoads/2019/07/Nepal-in-Figures-2019.pdf 
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している。2019 年 7 月にもモンスーンの豪雨が発生し洪水を引き起こし、ネパール内務省による

と、洪水と地滑りにより 117 人が死亡、38 人が行方不明となっている。タライ地域は特に被害が

大きく、農地と町・村が浸水被害を受け、道路や車の水没、住宅への浸水等が報告されている 30。 

2-2-3 環境社会配慮 

(1) 環境影響評価 

本プロジェクトの内容は航空機による空中写真撮影を含む航空レーザ測量であり、航空レーザ

計測の際に航空機搭載の計測装置より照射されるレーザ光線については、人体や動物などに悪影

響を与えるものではない。また、地上参照局及び調整用基準点の測量で現地作業を行うが、対象

サイト及び周辺の自然及び社会環境に及ぼす影響はない。 

(2) 用地取得・住民移転 

本プロジェクトの内容は上述したとおりであり、用地取得・住民移転の必要はない。 

2-3 当該国における無償資金協力実施上の留意点 

ネパールにおける無償資金協力実施上の留意点として、以下の事が掲げられる。 

① 無償資金協力においては成果品の転売などを防止する目的で覚書を交わす事があるが、本

プロジェクトにおいては、成果品を他機関、団体などにおいて積極的に活用することが求

められており、成果品の複製を積極的に頒布することを奨励するものとする。 

② 飛行許可において、インドとの国境付近を航空機が飛行することから、同国からも飛行許

可の取得が必要となる。 

2-4 その他（グローバルイシュー等） 

本プロジェクトは、洪水などの人命を脅かす事象を防ぐことが目的であり、人間の安全保障に

直接的に寄与する。 

またタライ地域においては、近年の地球温暖化に伴う天候不順のために、同地域で発生する洪

水、乾季における水不足、また大規模洪水による灌漑施設の破壊などにより、ネパールの穀倉地

帯と言われているタライ地域の農業人口の減少が見られる。彼らは、タライ地域以外の場所に、

また国外に働きに出ている状況が生まれた。そのような状況を踏まえ、本プロジェクトにおいて

詳細な数値標高モデルを作成し、さまざまな開発や、維持管理業務に利活用することで、農業に

かかる本来の生産性が回復可能であると思われる。

                                                        
30 国連（2019）、Nepal: Monsoon Update (as of 28 July 2019)：http://un.org.np/maps/nepal-monsoon-update-28-july-2019 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、ネパールで最も洪水被害に脆弱なタライ地域において、航空レーザ測量に

よる高精度の数値標高モデルとオルソ画像を整備することにより、同地域の洪水対策に必要な計

画の精度を向上させ、もって洪水被害の軽減をめざす防災システムの構築に資するものでる。 

本プロジェクトの上位目標は、当国の開発課題・政策及び我が国の対ネパール連邦民主共和国

国別開発協力方針に合致するとともに、SDGs ゴール 9（強靭なインフラ構築、包摂的かつ持続可

能な産業化の促進）及びイノベーションの推進及び 11（包摂的、安全強靭で持続可能な都市と人

間住居の構築）にも貢献すると考えられることから、プロジェクト実施の必要性は高い。 

本プロジェクトにおけるネパール側と確認されたプロジェクト概要は表 3-1 のとおりである。 

表 3-1 本プロジェクトの概要 

要請内容 
要請年 2019 年 
実施要請年 2020 年 4 月～2022 年 3 月 
プロジェクト名 ネパール連邦民主共和国第 2 州におけるインフラ計画と災害耐性を可能

にする高解像度のオルソ画像、および数値標高モデル開発プロジェクト 
事業内容 
1．プロジェクト型式 無償協力型プロジェクト 
2．上位目標 ネパール国南部タライ地域における洪水被害の軽減 
3．プロジェクト目標 高精度の数値標高モデルとオルソ画像の整備 
4．プロジェクト地域 ネパール国タライ地域東部 
5．成果  数値標高モデル（DSM、DTM）（約 15,000 km2） 

 オリジナルデータ（約 15,000 km2） 
 等高線（0.5m）データ（約 15,000km2） 
 空中写真データ（Red、Green、Blue、IR） 
 正射変換空中写真データ（15cmGSD、Red、Green、Blue、IR） 
 オルソ画像（15cmGSD、Red、Green、Blue、IR） 
 報告書 
 航空レーザ計測及び撮影計画図 
 標定図 

6．プロジェクトの内容  数値標高モデル作成（高解像度数値標高モデル及びオルソ画像） 
- 現地測量 
- 航空レーザ計測 
- データ処理 

 機材調達 
- パーソナルコンピューター及びモニター 
- 空撮用ドローン 
- ソフトウェア 
- 無停電電源装置 

 機材据付工事 
 初期操作指導及び運用指導 
 設計・調達監理 

- 詳細設計、入札支援及び調達監理 
- ソフトコンポーネント 
 データ維持管理と経年変化修正 
 データ利活用 

出典：調査団 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

調査団は測量局と協議し、以下の方針に基づき協力対象事業の内容を策定した。図 3-1 に本プ

ロジェクトの設計概要図を示す。 

① 対象範囲はタライ地域東側であり、測量局が整備する同地域西側と接合できる範囲とする。 

② 数値標高モデルは、洪水被害の軽減や早期警報システムへの活用が求められており、詳細

な浸水想定区域の把握により実現することから、微地形の表現が可能な 1m×1m メッシュ

の数値標高モデルを作成する。 

③ 航空レーザ計測は、レーザ照射点が確実に地盤を取得でき、1m×1m メッシュの数値標高モ

デルの作成に必要十分な 1m2 当り 4 点の密度で計測を行う計画とした。 

④ ハザードマップ整備に必要な既存の大縮尺地図が存在しないことから、地図を代替できる

地上画素寸法 15cm のオルソ画像を作成する。調達設計においては、効率性の観点から空中

写真撮影が同時に可能な機材選定とした。また、オルソ画像は将来の大縮尺地図作成にも

活用が期待される。 

⑤ 対象地域内で GNSS の連続観測を行っている電子基準点が十分整備されていないことから、

航空レーザ計測は航空機上の GNSS/IMU データの座標（水平位置の緯度、経度及び標高）

精度を確保するため、地上に GNSS 基準局を設置しキネマティック測位を行う。また、GNSS

観測による高さデータは楕円体高であり、これを標高に変換するためにはジオイド高によ

る補正が必要である。ネパールではそのために必要となるジオイドモデルが整備されてい

ない。したがって本プロジェクトにおいて水準測量を行い、簡易的なジオイドモデルを作

成する。 

⑥ 整備された数値標高モデルを利活用する場面において、計画主体である測量局が数値標高

モデルを扱うことが出来ない状況では、他機関での利活用も進まないことが想定された。

そこで、主題図の作成など測量局が主体的に数値標高モデルを利用できる環境を整えるこ

とを目的に、機材の導入と数値標高モデル利活用技術の人材教育を行う事とした。また、

地形の経年変化も考慮する必要があることから、測量局において数値標高モデルの部分的

な修正が出来るよう、機材の導入と解析処理の人材教育を合わせて行う事とした。 
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出典：調査団 

図 3-1 本プロジェクトの設計概要図 

(2) 自然条件に対する方針 

1） 気象条件に対して 

タライ地域における気象は 6 月～9 月が雨季、10 月～5 月が乾季となる。航空レーザ計測及び

空中写真撮影は降水量が少なく日照時間の多い時期が作業に適しているため、乾季が適期である。

また、航空レーザ計測は、上記に加えレーザ光が地面に到達する確率が高くなる樹木の落葉後及

び耕作物の収穫後が適期となる。タライ地域では 12 月～2 月にヘイズ（もや、霧）の発生頻度が

他の時期に比べ高く、同地域の落葉及び収穫時期も考慮すると、3 月～5 月が最も航空レーザ計測

及び空中写真撮影に適している。本プロジェクトでは天候不良による計測及び撮影機会の減少に

も考慮する必要があり、可能な範囲で作業機会を確保するために 3 月～5 月の前後 1 か月を加え

た 2 月～6 月を計測期間とする。 

2） 洪水に対して 

第 2-2-2（3）項で述べたように、雨季におけるタライ地域での洪水発生の頻度が高い。1998 年

以降に発生した洪水や地すべりの多くが 7 月及び 8 月に発生しており、現地測量作業については

安全を考慮しこの間の作業を実施しないこととする。また、洪水により河床が大きく変化するこ

とから、数値標高モデル整備後の経年変化修正を検討することとする。 

(3) 社会条件に対する方針 

ネパールでは土曜日が休日となり、官公庁や銀行が休みとなる。また、ネパールではビクラム

暦を採用しており毎年祝祭日が変動する。さらに、ダサイン祭やティハール祭などの長期間の祝
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日が存在することから、本プロジェクトは同事情を考慮した工程を検討する。 

(4) 測量作業及び品質管理に対する方針 

本プロジェクトの主要成果となる数値標高モデルが防災に有効に活用されるためには、データ

成果の精度・品質が十分保証されなければならない。数値標高モデルは標高値の羅列による数値

データなので、外見からでは精度の良否が確認できない。このため、作業工程ごとに作業方法や

使用機材を規定し、点検測量や精度管理表で精度を確認することで、最終成果の精度・品質を保

証する方法を採用する。調達業者はこれらの作業工程や、精度基準を定めた作業規程に従って作

業を実施し、定められた精度・品質管理を実施するとともに、必要に応じてコンサルタントの照

査を受けることとする。適用規程としては、ネパールでは航空レーザ測量に関して定められた国

内規定が存在しないため、日本の公共測量で使われている「作業規程の準則」の該当部分を準用

することとする。 

(5) 航空レーザ計測に関する方針 

航空レーザ計測の計測時期については、対象地域の気象条件から 2 月～6 月の 5 ヶ月間とした。 

2 月～6 月のタライ地域の日照時間は、1 月の日本の関東地方の日照時間と類似しており、代表的

な東京の 1 月の日照時間は 6.7 時間（2009～2019 年の平均値）となっている。これに対し、本プ

ロジェクトサイト内の 2 空港（シマラ空港、ビラトナガル空港）の日照時間（2009～2017 年の平

均値）は、表 3-2 のとおり、2 月から 6 月の 5 ヶ月間の日照時間を平均すると、シマラ空港で 8.34

時間/日、ビラトナガル空港で 7.42 時間/日である。したがって、東京の 1 月の日照時間と比較す

ると、2 地点とも東京の日照時間を上回っているため、東京の計測可能日と同等もしくはそれを

上回る日数で計測が実施できると判断することが出来る。 

このことから計測日数を算出する根拠として「国土交通省監修の設計業務等標準積算基準の測

量業務標準歩掛」の航空レーザ計測可能日数表を引用すると、東京の 1 月の計測可能日は 15 日と

設定されている。そのため本プロジェクトにおいては、計測 1 日に対して滞留 1 日とする。 

計測期間は、対象面積 15,000km2 に対し計測 1 日、滞留 1 日とし、1 日の計測時間を 4 時間、1
日当たりの計測面積を 150km2 と設定すると、実計測日数は、100 日（対象面積 15,000km2÷150km2/

日）であり、滞留（1 日）を含む計測期間は 200 日となり 6.6 カ月となる。本プロジェクトの計測

可能期間は 5 カ月間であることから、航空機 1 機では計測期間が 6.6 カ月となり設定期間内での

計測が不可能となることから、航空機 2 機での計測とした。 

表 3-2 対象地域における月別平均日照時間 

                                          単位：時間 

地点 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 
シマラ空港 7.6 8.2 9.2 9.1 7.6 
ビラトナガル空港 6.9 8.3 8.2 7.7 6.0 

出典：調査団 

(6) 現地業者の活用に対する方針 

現地測量においては、航空レーザ測量プロジェクトに従事した経験を有する業者があり、実施
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可能な測量業者がネパール国内に存在することから、現地測量業者を活用することとした。ただ

し、本プロジェクトでは広範囲を限られた期間で測量を行う必要があり、安全管理、工程管理及

び品質管理を確実に行うため、日本人または第三国人を管理者とし、現地傭人を配置する体制と

する。 

本プロジェクトで取得されたデータのネパール国外への持ち出しについて、地図データの国外

持ち出しは「国土法（Land（Survey and Measurement）Act, 2019（1963）31）」（詳細は資料 6-1 を

参照）により許可が必要となる。本プロジェクトでは国境を含む地域の地形データが取得される

ことから、測量局からデータの国外持ち出しの同意は得られなかった。そのため、データ処理を

ネパール国内で実施することとした。ネパール国内には航空レーザ測量で取得されたデータの処

理経験を有する業者が存在するが、広範囲におよぶデータ処理の工程管理、品質管理及び精度管

理を確実に行うため、日本人または第三国人を管理者とし、現地傭人を配置する体制とする。 

これらの体制図は、後述する「図 3-19 数値標高モデル作成の実施体制」に示す。 

(7) 航空機等、機材輸送に係わる方針 

航空レーザ測量に使用する航空機及び航空レーザ測量機器は、現在、ネパール国内に存在しな

いことから、測量作業を行う目的で第三国から一時的に輸入することとする。また、パーソナル

コンピューターや空撮用ドローンなど、その他の機材に関しては、全てネパール国内で調達を行

うこととする。 

(8) 機材の選定に係わる方針 

本プロジェクトで調達する全機材は、特注品ではなく現地で一般的に流通している民生品とな

る予定である。数値標高モデルの運用に使用するパーソナルコンピューターはソフトウェアの要

求仕様を満たす高性能な CPU、メモリ、グラフィックボードやハードディスクを搭載した仕様と

する。また、数値標高モデルの維持管理を目的として、空撮用ドローンを調達する。 

(9) ソフトウェアの選定に係わる方針 

本プロジェクトで調達するソフトウェアは、数値標高モデルの維持管理及び利活用の観点から

必要と考えられる製品を選定する。 

(10) 機材輸送に係わる方針 

本プロジェクトの機材は、全て現地調達を想定している。調達業者は、カトマンズ市の現地販

売店へ機材を発注し、同市の測量局への配送を依頼する。 

(11) 電源に関する方針 

本プロジェクトで調達する機材は、測量局建屋内に据え付けされる。同局内で使用されている

商用電源は、単相 2 線 220V/50Hz であり、2～3 日に 1 回程の頻度で、10 分間程度の停電が発生し

                                                        
31 Land（Survey and Measurement）Act, 2019（1963）：
http://www.lawcommission.gov.np/en/archives/category/documents/prevailing-law/statutes-acts/land-survey-and-measureme
nt-act-2019-1963 
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ているが、非常用発電機などの予備電源は配備されていない。このため、停電時にパーソナルコ

ンピューターやソフトウェアなど安全に停止・終了させるまでの電力の供給を目的として、パー

ソナルコンピューターと商用電源の間に無停電電源装置を設置する計画とする。 

3-2-2 基本計画 

本プロジェクトでは、航空レーザ測量手法により高密度かつ詳細な数値標高モデルを整備する。

航空レーザ測量は、航空機に搭載したレーザ測距装置から地上にレーザパルスを照射し、地上で

反射するレーザ光の往復時間から地上までの距離を求め、これと GNSS 受信機及び IMU（慣性計

測装置）から得られる航空機の位置・姿勢情報より、地上の三次元座標を求める測量方法である。

空中写真の撮影はレーザ計測と同時に行う。 

レーザ計測時には、地上に GNSS 基準局を設置し、機上の GNSS 受信機との間でキネマティッ

ク測位を行い、レーザパルス発射点の位置を正確に求める。また、地上反射点の精度を確保する

ため、対象地域に調整用基準点を設置し三次元座標調整を行う。 

さらに、楕円体高で得られる対象地域の高さの値を標高へ補正するため、GNSS 基準局と調整

用基準点で水準測量を行い、標高を求める。GNSS 測量から得られる楕円体高との差からジオイ

ド高を求め、適切なメッシュ間隔で簡易的なジオイドモデルを作成する。 

図 3-2 に航空レーザ測量の計測概念図を示す。 

 
出典：国土地理院 Web サイト 32 

図 3-2 航空レーザ測量の計測概念図 

 

 

 

                                                        
32 国土地理院 Web サイト：https://www.gsi.go.jp/kankyochiri/Laser_senmon.html 

https://www.gsi.go.jp/buturisokuchi/grageo_geoid.html
https://www.gsi.go.jp/kankyochiri/Laser_senmon.html
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(1) 数値標高モデル作成条件 

1） 適用規格 

本プロジェクトでは、ネパール地図委員会によって承認された、現在進行中のタライ地域西部

プロジェクトと同一の仕様を数値標高モデルの作成規格に適用する。測量手法、精度点検手法に

ついては、日本の「作業規程の準則」の対象項目を準用する。 

2） 測量基準（参照座標系）及び使用単位 

ネパールで採用されている参照座標系などの測量基準を表 3-3 に示す。本プロジェクトでは、

表 3-3 に示した測量基準に基づいた成果に加えて、世界測地系である WGS84 に基づいた成果も作

成する。また、距離の単位にはメートル法を採用する。 

表 3-3 ネパールの測量基準 

項目 名称 定義 

投影座標系 MUTM（Modified Universal 
Transverse Mercator） 

・ゾーン数： 3（中央子午線の経度がそれぞれ

81、84、87 度） 
・座標系原点： X 座標は赤道（緯度 0 度）、Y 座

標は東経 81、84、87 度 
       X=0.000m, Y=500,000m 
・中央経線における縮尺係数：0.9999 

参照楕円体 Everest 1830 ・長半径：6,377,276.345m 
・短半径：6,356,075.413m 

標高の基準  インド平均海面 
距離の単位  メートル 
ジオイドモデル  定義されていない 
距離の単位  メートル 
出典：調査団 

3） 数値標高モデル作成仕様 

測量局と協議し決定した数値標高モデル作成仕様を表 3-4 に示す。 

表 3-4 数値標高モデル作成仕様 

項目 仕様 

航空レーザ計測 

計測点密度 4 点以上/m2 
GNSS 基準局からの距離 25km 以内 
コース間 
オーバーラップ率 

15%以上 

計測範囲 数値標高モデル作成範囲の外側 150m までの範囲 
標高精度 ±0.25m 以下（平均二乗誤差） 

空中写真撮影 

デジタルカメラ 中判フレームカメラ 
地上画素寸法 15cm（直下方向） 
コース内 
オーバーラップ率 15%以上 

コース間 
オーバーラップ率 15%以上 

オルソ画像 
地上画素寸法 15cm 
水平精度 ±0.10m 
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項目 仕様 

成果品 

数値標高モデル 
標高モデル種別：DTM（Digital Terrain Model）及び

DSM（Digital Surface Model） 
メッシュサイズ：1m 

オリジナルデータ 全パルスのデータ及び反射強度データを含む 
標高精度±0.25m 以下（平均二乗誤差） 

等高線データ 主曲線間隔 50cm 

空中写真データ 4 バンド（R,G,B,IR） 
外部標定要素含む 

正射変換空中写真データ 4 バンド（R,G,B,IR） 
地上画素寸法 15cm 

オルソ画像 4 バンド（R,G,B,IR） 
地上画素寸法 15cm 

報告書 
現地測量結果、航空レーザ測量結果、空中写真撮影結

果、飛行データ保管報告（FDS：Flight Data Storage）
を含む 

航空レーザ計測及び撮影

計画図  

標定図  

成果品フォーマ

ット 

数値標高モデル 以下のいずれかの形式 
img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

オリジナルデータ las（バージョン 1.1） 
等高線データ shp 形式 

空中写真データ 以下のいずれかの形式 
img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

正射変換空中写真データ 以下のいずれかの形式 
img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

オルソ画像 以下のいずれかの形式 
img 形式/ tiff 形式/geotiff 形式 

報告書 以下のいずれかの形式 
doc/pdf 

航空レーザ計測及び撮影

計画図 shp 形式 

標定図 shp 形式 

出典：調査団 

4） プロジェクトサイト 

プロジェクトサイトは、ネパール南東部のインド国境に接するタライ地域東部である。設計当

初の数値標高モデル作成範囲は、第 2 州全域及び第 1 州の 3 郡（Sunsari、Morang、Jhapa）として

いたが、測量局から西側先行プロジェクト範囲との接合の要望を受け、当初範囲の西側を延伸さ

せ、面積約 15,000km2 の作成範囲とすることで測量局と合意した。図 3-3 にプロジェクトサイトを

示す。 
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出典：調査団 

図 3-3 プロジェクトサイト（赤枠が数値標高モデル作成範囲） 

5） 品質保証期間 

品質保証期間は、成果品引き渡し後 1 年間とする。成果品が仕様の通りに作成されていない場

合について保証の対象とする。修正作業は調達業者が行う。水部や橋の下などの物理的にレーザ

が透過せず取得できない場所は、現地状況と異なる場合であっても保証の対象とならない。また、

撮影、計測日以降に変化した地形、地物についても保証の対象とならない。 

(2) 数値標高モデル作成計画 

図 3-4 に数値標高モデル作成における調達業者の作業フローを示す。同図に示すように、作業

は大きく（A）現地測量、（B）航空レーザ計測、（C）データ処理の 3 つからなる。現地測量は航

空レーザ計測で得られる点群データの座標値を測地座標系に合わせるための GNSS 基準局と調整

用基準点の測量で、GNSS 測量と水準測量を実施する。航空レーザ計測は航空機がプロジェクト

サイト内を網羅的に飛行して、標高データ取得と空中写真撮影を行う。データ処理は、航空測量

で得られる点群データと空中写真データ及び現地測量の成果を用いて、専用ソフトウェアで解

析・編集作業を行い、成果となる数値標高モデル、オルソ画像を作成する作業である。 
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出典：調査団 
図 3-4 数値標高モデルの作成フロー 

A 現地測量 

A-1 GNSS基準局の設置 

航空機に搭載されたレーザ測距装置の位置をキネマティック GNSS 測量で求めるため、プロジ

ェクトサイト内に地上基準局を設置する。設置間隔は、計測コース線から GNSS 基準局までの基

線距離が 25km を超えないように、対象地域内にバランスよく配点する。設置場所は、原則とし

て道路や政府・地方自治体の建物敷地等の官地に設置する。また、常時 GNSS 電波が受信可能な

空 中 写 真 デ ー タ 

測 量 報 告 書 
成 果 取 り ま と め 
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等 高 線 デ ー タ 作 成 

C-6 

C-5 

D-1 

G N S S 基 準 局 設 置 
- GNSS 測量 
- 水準測量 

   調整用基準点データ 

G N S S 基 準 局 観 測 
（ 同 時 観 測 ） 

調 整 用 基 準 点 設 置 
- GNSS 測量 
- 水準測量 

GNSS 基準局データ 

A-1 

A-2 

航空レーザ計測データ 
（測距データ・GNSS/IMU・画像） 

オリジナルデータ 

航 空 レ ー ザ 計 測 

オリジナルデータ作成 

グラウンドデータ 

G N S S / I M U 解 析 

グラウンドデータ作成 

数値標高モデル作成 

数 値 標 高 モ デ ル 

作業準備・資料収集 

三次元計測データ作成 

B-1 

B-2 

C-2 

C-1 

C-3 

C-4 

ジオイド高計算 

ジオイドモデル

作成 

ジオイドモデル 

A-3 

凡例 
：現地測量（A） 
：航空レーザ計測（B） 
：データ処理（C） 
：成果取りまとめ（D） 
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上空視界の良好な場所に選点し、高層建物や背の高い樹木の近傍は避ける必要がある。選点は測

量局の同意を得ながら行う。測量局にフォローアップを依頼しながら、設置許可を関連機関へ申

請する。 

GNSS 基準局の座標決定のために GNSS 測量及び水準測量を実施する。座標決定の基準として

既存の国家基準点及び水準点を使用するため、測量作業に先立ち、既存国家基準点の使用可否に

ついて検測を行うなど十分な確認をした上で作業を行う。 

航空レーザ計測作業時は GNSS 基準局上に GNSS 受信機を設置し、航空機が計測飛行している

間常時 GNSS 観測を行い、データを記録する。計測飛行中に航空機上と基準局上で同時観測され

た GNSS 観測データは、後処理の GNSS/IMU 解析に用いられ、航空機の軌跡が高精度に求められ

る。 

A-2 調整用基準点設置 

航空レーザ計測による三次元計測データの点検及び調整、並びにオルソ画像の点検及び調整に

使用するために調整用基準点を設置する。設置間隔は 7km×7km の範囲に 1 点の密度で計測範囲

内にバランスよく配置する。設置場所は、公共施設の運動場、空き地、道路及び屋上などの平坦

な場所とする。調整用基準点の座標決定は、GNSS 基準局の場合と同様に GNSS 測量及び水準測

量を実施する。 

図 3-5 に想定される GNSS 基準局及び調整用基準点配点図を示す。 

 
出典：調査団 

図 3-5 GNSS基準局・調整用基準点配点計画図 

A-3 ジオイドモデル作成 

GNSS 測量機器を使用して測量を行う場合、高さは楕円体高で求められる。本プロジェクトで

実施する航空レーザ計測も、GNSS 測量による位置決定に基づく計測データが得られるため、高

さは楕円体高となる。楕円体高では実利用に向かないため、平均海面からの高さである標高を求

める必要がある。図 3-6 に示すとおり、平均海面からの高さである標高は、楕円体高からジオイ

ド高を引いた値として求められるため、任意の点のジオイド高を与えるジオイドモデルが必要に
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なる。しかし、第 2-1-3（3）項で述べたとおり、ネパールのジオイドモデルは未完成の状態であ

ることから、本プロジェクトでは全ての GNSS 基準局と調整用基準点において GNSS 測量による

楕円体高の測定と水準測量による標高の測定を行い、楕円体高と標高の差分によりジオイド高を

求める。これらのジオイド高から適切な間隔の格子点におけるジオイド高を内挿計算で求め、対

象地域内のジオイド補正のために必要となるモデルを簡易的に作成する計画とする。 

  
出典：国土地理院 Web サイト 33 

図 3-6 楕円体高、ジオイド高、標高の関係 

B 航空レーザ計測 

B-1 航空レーザ計測 

航空レーザ計測は、レーザ測距装置、GNSS 受信機、IMU（慣性計測装置：航空機の 3 軸、ロ

ーリング、ピッチング、ヘディングの姿勢と加速度を計測）及びデジタルカメラを搭載する航空

機を用いて、事前に計画した計測コースと計測諸元に基づいた計測を行う。 

計測計画にあたっては、レーザの計測密度や空中写真の地上画素寸法など、本プロジェクトの

仕様を満足できる機材を選定し、飛行高度や飛行コースなどの計測諸元を決定する。 

計測飛行は、原則として気象状態が安定した日で、且つ GNSS 衛星の配置状況が良好な時間帯

に実施する。計測飛行中、気流の状況や減速による機体の姿勢状況が大きく変わったと判断され

る箇所については、再計測を実施する。 

① 使用する機材例 

＜航空機＞ 

本プロジェクトでは固定翼機を使用して航空レーザ計測を行うことを想定している。表 3-5 及

び図 3-7 に、航空測量用航空機として利用実績が多い機体の仕様及び写真を参考例として示す。 

表 3-5 航空測量用航空機の仕様の例 

No. 項   目 仕   様 
1 機体名 セスナキャラバン208 
2 機体番号 未定 
3 搭載量 250 kg～450 kg 

                                                        
33 国土地理院 Web サイト：https://www.gsi.go.jp/buturisokuchi/grageo_geoid.html 

https://www.gsi.go.jp/buturisokuchi/grageo_geoid.html
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No. 項   目 仕   様 
4 巡航速度（運用時） 296 km/h 
5 最大搭乗者数 10人 
6 航続時間 7.0 h 
7 エンジン 単発ターボプロップ 

出典：調査団 

 
出典：調査団 

図 3-7 航空レーザ計測機材搭載固定翼機（セスナキャラバン 208） 

＜計測機材＞ 

航空レーザ計測機材及びデジタルカメラの仕様の参考例を表 3-6、図 3-8 に示す。 

表 3-6 航空レーザ計測機材の仕様の例 

No. 項   目 仕   様 

1 レーザ測距装置 
1-1  モデル ALTM Orion M300 
1-2  メーカー Optech 
1-3  運用対地高度 100～2,500 メートル 
1-4  レーザスキャン照射数 最大 300,000 ヘルツ 
1-5  レーザ波長 1064 ナノメートル 
1-6  レーザスキャン角度 最大 50 度 
1-7  ビーム拡散度 0.25 ミリラジアン 
1-8  受信パルスモード 1 st、2 nd、3rd、last （最大 4 パルス受信） 
1-9  高さ精度 0.10 メートル（1 シグマ） 
1-10  水平精度 対地高度/5,500 メートル 
1-11  GNSS/IMU 機器 POS AV AP50 

2 デジタルカメラ 

2-1  モデル Phase One IXU-RS-1000（RGB センサ） 
Phase One IXU-RS-1000-NIR（NIR センサ） 

2-2  メーカー Phase One Industrial 
2-3  画素数 11,608 画素×8,708 画素 
2-4  画素サイズ 4.6 マイクロメートル 
2-5  焦点距離 50 ミリメートル 
2-6  シャッタースピード 最高 1/2500 秒 
2-7  ISO 感度 50-6400 
2-8  フレームレート 0.6 秒 

出典：調査団 
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出典：調査団 

図 3-8 レーザ測距装置（ALTM Orion M300）及びデジタルカメラ（Phase One IXU-RS-1000）の例 

② 許可の取得 

航空機の運航前に、ネパール国内の関係機関及び在ネパールインド大使館へ、ネパール国内及

びインド国境における飛行許可、各空港の離着陸及び駐機の申請を行い、各関係機関と事前調整

の上、計測飛行を実施する。なお、航空レーザ計測の作業中は、毎日航空局にて運航調整を行う。 

③ 航空機の運航 

航空レーザ計測を効率的に実施するため、計測地にできるだけ近い空港を使用する。プロジェ

クトサイト内には 5 カ所の空港（シマラ空港、ジャナクプル空港、ラジュビラジュ空港、ビラト

ナガル空港、バドラブル空港）が利用可能であり、これらを拠点飛行場として航空レーザ計測を

行う。対象の 5 カ所の空港を、図 3-9 に示す。 

 
出典：調査団 

図 3-9 プロジェクトサイト内空港位置 

④ 航空機の安全管理 

本プロジェクトにおける航空機の安全管理を下記に示す。 

 操縦士は、運航業者の「安全管理規定」を遵守し、安全運航に努める。 
 操縦士は、現場周辺の情報及び飛行計画を確認し、航空法に従って安全運航に努める。 
 整備士は、飛行準備の際、又は飛行後には入念な整備点検を行い、安全運航に努める。 
 操縦士は、現地での天候確認及び DHM や民間の天候調査会社発表の気象情報を作業当

日に確認し、作業開始の是非判断をレーザ計測責任者に報告して、責任者の指示に従っ

プロジェクトサイト 
（航空レーザ計測範囲） 
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て開始する。なお、作業途中の天候変化については操縦士判断とし、安全管理の観点か

ら判断を行う。 
 搭乗者は常に健康に留意し、過労がある場合は、その旨を管理責任者に申し出る。 
 事故が発生した場合、直ちに負傷者を救護し、速やかに関係機関並びに所轄の警察へ急

報を入れ、その他必要な処置を運航規定に従って行う。 

⑤ 航空機の運航中止基準 

DHM などのネパール関係当局より、雨・洪水・暴風等の各警報について発表された場合、今後

の作業状況や天候の推移も予測しながら、中断又は中止の判断を下すこととする。表 3-7 に、日

本における航空機運航の中断・中止に関する判断基準の例を示す。 

表 3-7 日本における航空レーザ計測作業時の航空機運航基準の例 

気象要素 条   件 判 断 基 準 

視程※ 
中断・中止条件（作業着手前） 航空レーザ計測：有視界飛行の為 5.0km 以下 
中断・中止条件（作業中） 航空レーザ計測：有視界飛行の為 5.0km 以下 
作業再開条件 航空レーザ計測：有視界飛行が可能な 5.0km 以上 

※視程：肉眼で物体がはっきりと確認できる最大の距離 
出典：調査団 
 
本プロジェクトでは、航空機の運航の安全を最優先とする。機長が危険と感じた場合、作業の

着手前であれば飛行中止、作業中であれば中断の判断を下し、直ちに安全措置（最寄空港又は基

地へ帰投）をとる。 

⑥ 航空レーザ測距装置及び計測時の安全措置 

 フェイルセーフ（誤操作、誤動作しても障害が発生しない様に、常に安全側に制御する）

付のレーザ測距装置を用いる。計測開始時には、機能が正常に作動するか確認を行う。 
 所定の高度を維持し、不必要に高度を下げた計測は行わない。 
 やむをえず高度を下げる場合は、レーザの照射を止める。 

B-2 GNSS/IMU解析 

航空機に搭載した GNSS/IMU 装置の観測データ、GNSS 基準局観測データ及び事前に実施する

キャリブレーション作業にて算出した補正値を用いて解析処理を行い、計測時における機体の位

置・姿勢を算出する。キネマティック解析ソフトウェアは、基線ベクトルの解析ができ、解析結

果の評価項目の表示が可能なものを使用する。GNSS/IMU の観測データはレーザ測距装置及びデ

ジタルカメラと時刻同期しており、GNSS/IMU 解析により求められたデータはレーザ発射時刻及

びカメラのシャッターを切った時刻の外部標定要素として三次元計測データ作成及びオルソ画像

作成に使用される。 

C データ処理 

C-1 三次元計測データ作成 

B-2 で求められた外部標定要素、レーザの照射方向及び照射距離のデータを組み合わせて、各

レーザ照射点の三次元計測座標を算出し、ノイズ等によるエラー計測部分を削除して三次元計測

データを作成する。図 3-10 に三次元計測データの例を示す。調整用基準点との比較点検、隣接コ

ース間の標高値の比較点検、欠測率の点検を行い、計測点密度を満たさない場合、もしくは計測
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漏れが生じている場合は再計測を行う。調整用基準点との較差が大きい場合は原因を追究の上必

要に応じて再計測を行う。 

 
出典：調査団 

図 3-10 三次元計測データの例 

C-2 オリジナルデータ作成 

C-1 で点検した三次元計測データと調整用基準点との較差の平均値の絶対値が許容範囲を超え

た場合は、地域全体について三次元計測データの標高値を一律シフトの平行移動で補正する。補

正処理した場合は補正後の調整用基準点との較差を点検し許容範囲内であるか確認を行う。 

C-3 グラウンドデータ作成 

C-2 で作成したオリジナルデータから、センサーノイズや自動車などの一時的な物体を取り除

く。さらに、樹冠、橋、建物及びその他の主要地物などの地盤以外のオブジェクトを分類（フィ

ルタリング）して、グラウンドデータを作成する。フィルタリングが適切に行われたか、作成さ

れたグラウンドデータの異常の有無について点検を行う。図 3-11 にフィルタリングの概念図を、

図 3-12 にフィルタリング後の断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 
 
 

出典：調査団 

図 3-11 フィルタリング概念図 

地面に分類 

地面以外に分類 
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出典：調査団 

図 3-12 フィルタリング後の断面図 

C-4 数値標高モデル（DTMおよび DSM）作成 

C-3で作成したグラウンドデータからTIN法などの内挿補間により、1mメッシュのDTM（Digital 

Terrain Model：数値地形モデル）データ を作成する。また、オリジナルデータから地盤以外の樹

木、建物、およびその他の地物を含む 1m メッシュの DSM（Digital Surface Model：数値表層モデ

ル）データも作成する。図 3-13 にランダムデータから格子状ータへの変換方法、図 3-14 に DTM

と DSM の対比図を示す。なお、図 3-14 に示した図は DTM 及び DSM を加工した陰影図である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：調査団 

図 3-13 ランダムデータから格子状データへの変換方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      出典：調査団 

図 3-14 DTM と DSM の対比図（左：DTM、右：DSM） 

・グラウンドデータ 

・グラウンド以外のデータ 

  

ランダムなレーザ点群デー

タから不整形三角網（TIN）

を作成 

 

指定した間隔の格子状

のデータへ変換 
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C-5 等高線データ作成 

DTM データから、主曲線間隔 50 cm の等高線データを作成する。等高線の作成はソフトウェア

の自動等高線発生機能を使用してもよいものとし、等高線作成後、異常箇所などの点検を行う。

DTM と等高線データの対比図を図 3-15 に示す。 

出典：調査団 

図 3-15 DTM と等高線の対比図 

C-6 オルソ画像作成 

B-2 で作成された機体の位置・姿勢データ（外部標定要素）、及び数値標高モデルを用いて、航

空レーザ計測と同時に撮影される空中写真を正射変換処理し、地上画素寸法は 15 cm のオルソ画

像を作成する。オルソ画像は隣接写真とのモザイク処理を行い、隣接写真間の位置ズレや色調差

等のないものとする。空中写真の正射変換処理例を図 3-16 に示す。 

 
         出典：国土地理院 Web サイト 34 

図 3-16 空中写真の正射変換処理例 

 

                                                        
34 国土地理院 Web サイト：https://www.gsi.go.jp/gazochosa/gazochosa40002.html 
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D 成果取りまとめ 

D-1 測量報告書作成及び成果取りまとめ 

現地測量、航空レーザ計測、データ処理の作業結果及び精度管理結果などの項目を含む報告書

を作成する。また、本プロジェクトで調達する数値標高モデル及び付随する成果品は表 3-8 に示

すとおり。 

表 3-8 数値標高モデル及び付随する成果品 

No. 項目 ファイル形式 備考 
1 オリジナルデータ las（ver1.1） 全パルスデータ及び反射強度データ 
2 数値標高モデル（DSM） img/tiff/geotiff 1m メッシュ 
3 数値標高モデル（DTM） img/tiff/geotiff 1m メッシュ 
4 等高線データ shp 等高線間隔 0.5m 

5 空中写真データ img/tiff/geotiff 
4 バンド（Red、Green、Blue、Infra Red）
画像 
外部標定要素含む 

6 正射変換空中写真データ img/tiff/geotiff 
4 バンド（Red、Green、Blue、Infra Red）
画像 
地上画素寸法 15cm 

7 オルソ画像 img/tiff/geotiff 
4 バンド（Red、Green、Blue、Infra Red）
画像 
地上画素寸法 15cm 

8 報告書 doc/pdf 
現地測量結果、航空レーザ測量結果、

空中写真撮影結果、飛行データ保管報

告（FDS：Flight Data Storage）を含む 
9 航空レーザ計測及び撮影計画図 shp  

10 標定図 shp  
出典：調査団 

(3) 調達機材の設計計画 

1） 設計条件 

① 適用規格及び使用単位 

本プロジェクトで調達する機材は表 3-9 に示す規格及び単位を適用する。 

表 3-9 本プロジェクト適用規格一覧表 
 規格名 適用箇所 

(a) 国際電気標準会議規格（IEC） 電気製品全般 

(b) 国際標準化機構（ISO） 工業製品全般 

(c) 日本工業規格（JIS） 工業製品全般 

(d) 電気学会 電気規格調査会標準規格（JEC） 電気製品全般 

(e) 社団法人 日本電気工業会規格（JEM） 電気製品全般 

(f) 電気技術規規程（JEAC） 電気製品全般 

(g) 日本電線工業会規格（JCS） 電気ケーブル 

(h) 社団法人 日本電子機械工業会（EIAJ） 電気製品全般 

(i) 国際電気通信連合（ITU） 電気製品全般 
出典：調査団 
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② サイト条件 

1．機材据付場所： 測量局建屋内 
（空調設備により室温、湿度が一定に保たれている環境） 

2．電源：  AC220 V（単相）、50 Hz 

2)  機材計画 

本プロジェクトにて調達する機材の数量及び用途を表 3-10 に示す。 

表 3-10 機材構成及び用途 

No. 項目 数量 用途 

1 数値標高モデル 1 式 
ハザードマップ、インフラ開発計画などの

基盤データ 

2 パーソナルコンピューター及びモニター 3 組 数値標高モデルから主題図を作成するた

めに使用される 

3 空撮用ドローン 2 台 写真測量手法で数値標高モデル作成に使

用 
4 ソフトウェア 1 式 - 

4-1 Pix4Dmapper 3 組 ドローン撮影画像から数値標高モデル、オ

ルソ画像を作成するソフト 

4-2 Microstation 3 組 下記 Terra シリーズを使用するために必要

な CAD ソフト 

4-3 Terra Scan 3 組 Microstation にアドインされる、点群処理

ソフト 

4-4 Terra Modeler 3 組 点群処理時に Terra Scan と共に使用される

ソフト 

4-5 ArcGIS Desktop (ArcMap) Basic 3 組 数値標高モデルデータから各種主題図を

作成するソフト 

4-6 ArcGIS 3D Analyst Extension  3 組 ArcGIS 上で動作する数値標高モデル加工

のためのエクステンション 

4-7 Web ツール 1 組 ユーザー指定領域を包含する数値標高モ

デルファイルの検索ツール 

5 無停電電源装置 3 台 電圧変動及び瞬停などから PC を保護する

ための機器 
出典：調査団 

3-2-3 概略設計図 

本プロジェクトの概略設計図は表 3-11 の概略設計図リストに示すとおりである。 

表 3-11 概略設計図リスト 

図面番号 名 称 
G-01 プロジェクトサイト位置図 
FP-01 飛行計画・基準点配点図 

出典：調査団 
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出典：調査団 

図 3-17 プロジェクトサイト位置図（図面番号 G-01） 

 
出典：調査団 

図 3-18 飛行計画・基準点配点図（図面番号 FP-01） 
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3-2-4 調達計画 

3-2-4-1 調達方針 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力の枠組みの下実施される。従って、本プロジェクト

は、日本政府により事業実施の承認がなされ、両国政府による交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）

が取り交わされた後に実施に移される。以下に本プロジェクトを実施に移す場合の基本事項及び

特に配慮を要する点を示す。 

(1) 事業実施主体 

本プロジェクトのネパール側の実施機関は測量局、責任機関は国土管理・協同組合省である。

測量局は本プロジェクトを遂行し、数値標高モデル及び機材の運用・維持管理を行うため、我が

国のコンサルタント及び調達業者と密接な連絡及び協議を行い、本プロジェクトを担当する責任

者を選任する必要がある。 

(2) コンサルタント 

本プロジェクトを円滑に実施するため、我が国のコンサルタントが測量局と設計監理業務契約

を締結し、本プロジェクトに係る実施設計・調達監理業務を実施する。コンサルタントは入札図

書を作成すると共に、事業実施主体である測量局に対し、入札業務を支援する。また、数値標高

モデル作成（現地測量～データ処理）の際は、調達監理技術者を作業開始前及び完了時に現地に

派遣すると共に、作業期間中は日本国内において、適切なタイミングで各作業工程の進捗及び品

質管理状況を確認するなど、調達業者の業務の監理を実施する。機材の据付作業期間中は、据付

作業、調整・試験、初期操作・運用指導などの進捗に合わせ調達監理技術者を派遣し、調達業者

を指導・監督し、計画に基づく工程管理、品質管理及び安全管理が実施されるよう努める。 

(3) 本邦請負業者 

我が国の無償資金協力の枠組みに従って、一般公開入札によりネパール側から選定された日本

国法人の請負業者（調達業者）が、本プロジェクトの数値標高モデル作成、資機材調達、据付作

業、調整・試運転及び初期操作指導・運用指導（OJT）を実施する。調達業者は本プロジェクト

の完成後も、引き続き、数値標高モデルの維持管理、機材故障時対応などのアフターサービスが

必要と考えられるため、調達機材引き渡し後の測量局との連絡体制を確立する。 

(4) 技術者派遣の必要性 

本邦請負業者は、本プロジェクトで調達される数値標高モデルを作成する際、航空機を運航し、

測量用専門機材やソフトウェアの操作を行い、高精度な測量成果を求める。その一連の作業には、

高い専門的技術が必要とされる。そのため、日本または第三国から技術者を派遣し、同日本人ま

たは第三国人技術者の指導･監督の下で現地測量、航空レーザ計測及びデータ処理を行うものとす

る。 

航空レーザ計測については、レーザ計測機材を搭載した航空機の運航を実施可能な業者が現地

には存在しないため、第三国業者の航空機、レーザ計測機材及び派遣技術者により計測作業を行
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う。本プロジェクトサイトはインド国境を含むため、国境をまたぐ飛行の許可及び計測飛行許可

などの申請が必要である。また、毎日の計測飛行実施に係る判断など、計測業者、先方実施機関、

関係機関との連絡・情報共有を緊密に行う必要がある。そのため、日本人または第三国人技術者

を派遣し、同日本人または第三国人技術者の監督の下で情報伝達を確実に行いながら、航空レー

ザ計測を実施するものとする。 

現地測量は日本人または第三国人技術者の指導・監督の下、現地庸人（測量技術者、測量アシ

スタント）によって、選点・測量・解析処理までの一貫した品質・工程管理を行うものとする。

データ処理も同様に日本人技術者の指導・監督の下、現地庸人（ソフトウェアオペレータ）によ

って、データ受領から納品成果作成までの一貫した品質・工程管理を行うものとする。 

プロジェクトの数値標高モデル作成の実施体制を図 3-19 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：調査団 

図 3-19 数値標高モデル作成の実施体制 
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なお、本プロジェクト調達機材の据付作業は、パーソナルコンピューター、無停電電源装置な

どの据え付け、並びにソフトウェアのインストールなど、小規模な作業内容であり、日本人技術

者 1 名及び現地普通作業員 1 名という体制で実施する計画とする。 

(5) 計画実施に関する全体的な関係 

本プロジェクト関係者の相互関係図を図 3-20 に示す。 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
＊備考：コンサルタント契約及び業者契約は JICA の同意が必要である。 
出典：調査団 

図 3-20 事業実施関係図 

3-2-4-2 調達上の留意事項 

①ネパールでは数値標高モデル作成に係る測量作業、機材据付作業等に携わる技術者や作業員（労

務者）の確保は可能であるが、工程、品質、安全管理等の専門技術を持った技術者は少ない。

従って、調達業者は、必要に応じて日本又は第三国から技術者をネパールへ派遣する必要があ

る。 

②本プロジェクトの機材については現地調達が可能であるが、航空レーザ測量に使用する航空レ

ーザ計測機材（航空機、レーザ測距装置、航空カメラなど）については現地調達できないため、

第三国からの調達を想定している。調達業者は航空レーザ測量実施に当たり、当該計測機材の

輸入手続き、飛行許可、データ取得許可の手続き等を遅滞なく処理し、現地進入時の駐機許可、

航空燃料の取得手続き早急に実施する必要がある。 

③航空レーザ計測における滞留日数は、国土交通省が作成した「設計業務等標準積算基準」に従

い、計測対象範囲における計測諸元（対地高度、コース間重複、スキャン回数等）、地形

ネパール国政府 
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図を用いたコース計画、選定飛行場等の諸条件を計算式にあてはめ算出された滞留日数を使

用している。また、計測対象地域の気象を調べた上で航空レーザ計測に関する方針を検討した

ところ、東京の日照時間と同等もしくはそれ以上であり、「設計業務等標準積算基準」の東京の

日数を用いて事業実施が可能であり、算出された滞留日数は妥当と判断できる。また、日本で

発注される航空レーザ測量業務は、滞留日数の実績に応じた精算は行わないことから、本プロ

ジェクトの業者契約においては、実稼働を踏まえた滞留日数の精算を行わないランプサム契約と

する予定である。 

3-2-4-3 調達・据付区分 

我が国とネパール側の想定される負担事項区分を、表 3-12 に示す。ネパール側負担事項につい

ては、適切な時期に確実に実施すること、またそのために必要な予算措置を行うことを測量局と

確認する。 

表 3-12 負担事項区分 

(1) 入札前 

No. 負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本側 

ﾈﾊﾟｰﾙ側 
財務省 測量局 

1 銀行口座開設（B/A）  ●  G/A締結後１ヵ月以内 
2 銀行取極に基づく手数料の支払い     
 (1) A/Pの通知手数料  ●  コンサルタント契約分 
 (2) 銀行の支払い手数料  ●  コンサルタント契約の前払い分 

3 機材設置場所及び調整用基準点設置場所（以下、プロ

ジェクトサイトと称す）の確保 
  ● プロジェクト実施前に完了する 

4 プロジェクトモニタリングレポートの提出   ● 詳細設計の結果を反映する 
（注）●印は担当区分を表す。 

出典：調査団 

(2) プロジェクト実施中 

No. 負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本側 

ﾈﾊﾟｰﾙ側 
財務省 測量局 

1 プロジェクト関係者（日本人もしくは第三国人）の相手

国への入国及び滞在に必要な便宜供与   ● 
 

2 銀行取極に基づく手数料の支払い     
 (1) A/Pの通知手数料  ●  業者契約分 
 (2) 銀行の支払い手数料 

 ●  
コンサルタント契約及び業者契

約分 
3 プロジェクトサイトにおけるプロジェクト関係者の安全確

保（必要に応じ）   ● 
 

4 プロジェクトモニタリングレポートの提出   ● G/Aに記載される頻度で提出 
5 航空局及び関係機関から航空レーザ測量実施に係る

以下の許可を取得する 
(1) 当該測量に使用する航空機の駐機許可 
(2) 国内の飛行許可 
(3) インド国境の飛行許可 
(4) データ取得許可 

  ● 

航空レーザ測量開始前に完了

する 

6 既存の基準点及び水準点情報の提供   ●  
7 数値標高モデルの調達 ●    
8 資機材の調達 ●    
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No. 負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本側 

ﾈﾊﾟｰﾙ側 
財務省 測量局 

9 以下に示す倉庫、施設、サイト、場所の確保 
(1) 機材保管倉庫 
(2) コンサルタント及び業者の仮設事務所 
(3) 航空レーザ測量用航空機の駐機場所 
(4) 資材置き場 
(5) ソフトコンポーネントのセミナー会場（60名） 

  ● 

 

10 以下に示す税金の免除・還付 
(1) 法人税 
(2) 個人所得税 
(3) 源泉徴収税 
(4) 付加価値税 
(5) 物品税 
(6) 関税 

 ● ● 

 

11 測量機材の輸送、通関手続き及び諸税の取扱い     
 (1) カトマンズ空港までの測量機材の輸送 ●    
 (2) カトマンズ空港での免税措置及び通関手続き   ●  

 (3) カトマンズ空港からタライ地域空港までの航空レ

ーザ測量用セスナ機の輸送 ●   
 

 (4) カトマンズ市内からプロジェクトサイトまでの内陸

輸送 ●   
 

12 以下に示す許可取得のために必要な措置につき書面

で確認： 
(1) 据付工事に必要な許可 
(2) 制限地域への進入許可 

  ● 

 

13 プロジェクトサイトでの電源確保   ●  
14 数値標高モデルにかかる現地測量、航空レーザ測量

及びデータ処理 ●   
 

15 資機材の据付工事、調整・試験 ●    
16 以下に示す負担工事実施中の機材及びプロジェクトサ

イトにおける防犯    
 

 (1) 数値標高モデルにかかる現地測量 
(2) 数値標高モデルにかかる航空レーザ測量 
(3) 機材の据付工事中 

●   

 

17 数値標高モデル及び機材の初期操作指導及び運用

指導 ●   
 

18 無償資金協力に含まれない費用の負担   ●  
（注）●印は担当区分を表す。 

出典：調査団 

(3) プロジェクト実施後 

No. 負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本側 

ﾈﾊﾟｰﾙ側 
財務省 測量局 

1 数値標高モデル及び機材引き渡し後の当該データ及

び機材にかかる防犯 
  ● 

 

2 機材の適切な運用並びに維持管理体制の構築   ●  
3 機材の運用・維持管理に必要な人員・予算の確保（プ

ロジェクト完了後の定期的なメンテナンスを含む） 
  ● 

 

（注）●印は担当区分を表す。 

出典：調査団 
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3-2-4-4 調達監理計画 

(1) 調達監理の基本方針 

コンサルタントは、本プロジェクトを担当するプロジェクトチームを編成し、我が国の無償資

金協力ガイドライン及び概略設計の内容を踏まえ、実施設計業務・調達監理業務を円滑に遂行す

る義務を負う。また、コンサルタントは数値標高モデル作成（現地測量、航空レーザ測量、デー

タ処理）、機材据付作業、調整・試運転等の現地作業進捗に併せて専門技術者を派遣し調達業者を

指導・監督し、計画に基づいた工程管理、品質管理及び安全管理が実施されるよう努める。 

(2) 工程監理 

コンサルタントは、調達業者が契約書に明示された業務完了期限を遵守するよう求め、各週、

各月毎に進捗監理を行う。工程遅延が予測されるときは、調達業者に対し注意を促すと共に対策

案の提出と実施を求める。計画工程と進捗工程の比較は主として以下の項目による。 

① 作業着手確認 
② 出来高確認（機材工場製作及び出荷出来高） 

③ 出来高確認（数値標高モデル） 

④ 機材搬入実績確認 

⑤ 実施工程表に基づく工程の監理 

(3) 安全監理 

調達業者の安全管理責任者と十分に協議し、作業期間中の現場における労働災害及び第三者に

対する傷害並びに事故を未然に防止する。現場での安全監理に関する留意点は以下のとおりであ

る。 

① 作業に関する安全管理規定の制定と管理者の選任 

② 作業用車両、運搬機械等の運行経路策定と安全走行の徹底 

③ 労働者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 
④ 滞在期間中の保安対策 

(4) 調達監督者 

コンサルタントは以下の表 3-13 に示す要員で調達監理を行う。 

表 3-13 コンサルタントの調達管理要員 

要員 監理実施 
場所（国） 業務内容 

業務主任/調達監理技術者 4（検収・引渡し等） ネパール・

日本 
現地測量開始前における品質管理会議の

実施、最終検査確認、検収･引渡し手続き 
調達監理技術者 1（航空レーザ計測） 日本 航空レーザ計測作業進捗及び結果の監理 
調達監理技術者 2（機材） ネパール 機材据付工事監理 
調達監理技術者 3（現地測量） 日本 現地測量作業の進捗及び結果の監理 
検査技術者 1（製作図確認・照合・検査） 日本 製作図確認・照合・検査 
検査技術者 2（データ処理） 日本 データ処理作業の進捗及び結果の監理 
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要員 監理実施 
場所（国） 業務内容 

検査技術者 3（データ処理） 日本 施主によるデータ処理作業の進捗及び結

果の監理 
検査技術者 4（データ処理） 日本 同上 

出典：調査団 

3-2-4-5 品質管理計画 

(1) 数値標高モデル 

数値標高モデルが仕様を満たす精度と機能を有しているか確認するため、品質管（監）理を行

う。調達業者が行う精度管理は、「作業規程の準則」に詳細に定められており、作業工程ごとに点

検測量や精度管理表で精度を確認する方法を採用する。図 3-21 は数値標高モデル作成作業フロー

における点検を行う工程を示した図で、表 3-14 には各工程で作成する精度管理表等の名称と、点

検内容が記載されている準則の条項を示した（詳細は資料 6-2 を参照）。コンサルタントは調達業

者が作成した各種記録簿や精度管理表を照査し、作業が適切に行われているか監理を行う。照査

の結果品質の確保が危ぶまれる時は、直ちに調達業者に再測等必要な措置を指示する。また、コ

ンサルタントは照査後その結果を速やかに施主へ報告し、確認を得る。表 3-15 に品質管理におけ

る担当区分及び実施時期を示す。 

 
出典：調査団 

図 3-21 精度管理・点検を行う工程（※番号は図 3-4 と同一） 

測量報告書 
成果とりまとめ 

GNSS 基準局設置（A-1） 
- GNSS 測量 
- 水準測量 

作業準備・資料収集 

GNSS 基準局観測 
（同時観測） 

航 空 レ ー ザ 計 測（B-1） 

三次元計測データ作成 （C-1） 

G N S S / I M U 解 析（B-2） 

オリジナルデータ作成（C-2） 

グラウンドデータ作成（C-3） 

調整用基準点設置（A-2） 
- GNSS 測量 
- 水準測量 

オ ル ソ 画 像 作 成（C-6） 数値標高モデル作成（C-4） 

等 高 線 デ ー タ 作 成（C-5） 

ジオイドモデル作成（A-3） 

：現地測量（A）  ：航空レーザ計測（B）  ：データ処理（C） 
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表 3-14 各工程で作成する精度管理表等の書類と対応する準則の条項 

No. 工程 精度管理表等 準則条項 
 GNSS 測量 観測手簿 38 条 

A-1 （GNSS 基準局設置） 観測記簿 41 条 
A-2 （調整用基準点設置） 計算簿 40 条～43 条 

  平均図 26 条 
基準点成果表 43 条 
点の記 33 条 
基準点網図 43 条 
測量標の地上写真 32 条 
点検測量簿 13 条 
観測図 37 条 
精度管理表 42 条～43 条 
GNSS 観測記録簿 37 条 

 水準測量 観測手簿  64 条 
A-1 （GNSS 基準局設置） 観測成果表  64 条 
A-2 （調整用基準点設置） 平均成果表  70 条 

  水準路線図  70 条 
計算簿  67 条～70 条 
平均図  57 条 
点の記  60 条 
測量標の地上写真  60 条 
点検測量簿 13 条 
精度管理表  69、70 条 

A-3 ジオイドモデル作成 ジオイドモデル点検結果 ※1 
B-1 航空レーザ計測 航空レーザ測量システム点検記録 319 条 

計測コース図 315 条 
飛行・計測諸元計画表 315 条 
航空レーザ計測記録 322 条 
航空レーザ作業日誌 322 条 
計測漏れ点検図 322 条 
撮影コース別精度管理表 ※3 

B-2 GNSS/IMU 解析 計測時間帯の衛星数及び PDOP 図 322 条 
航跡図 322 条 
GNSS/IMU 計算精度管理表 322 条 
固定局観測記録簿 322 条 

C-1 三次元計測データ作成 調整用基準点・コース間点検箇所配点図 327、328 条 
三次元計測データ点検表 326 条 
調整用基準点調査票 326 条 
コース間点検箇所残差表 327 条 
欠測率調査表 331 条 

C-2 オリジナルデータ作成 調整用基準点残差表 334 条 
C-3 グラウンドデータ作成 フィルタリング点検図 338 条 

グラウンドデータ作成作業精度管理表 339 条 
既存データ検証結果表 336 条 

C-4 数値標高モデル作成 グリッドデータ作成作業精度管理表 342 条 
数値地形図データファイル精度管理表 345 条 

C-5 等高線データ作成 等高線データ精度管理表 344 条※2 
C-6 オルソ画像作成 オルソ画像精度管理表 ※3 

オルソ画像位置精度管理表 ※3 
※1 プロジェクトサイト内の偏りのない 12 箇所において、GNSS 測量及び水準測量を実施し、各点のジオイ

ド高とジオイドモデルのジオイド高との比較を行う。 
※2  等高線データの誤記及び脱落、形状の良否について点検する。 
※3  準則では航空測量用大判カメラを前提とした作業方法が記載されているため、精度管理表の記載内容及

び項目は本プロジェクトに適合した内容とする。 

出典：調査団 
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表 3-15 数値標高モデルの品質管理における担当区分及び実施時期 

No. 実施時期 調達業者 コンサルタント 施主 
1 業者契約後作業

開始まで 
計画コース図の作成及び検査

を実施 
計画コース図の照査、承

認（全数） 
照査結果の確認 

2 現地測量開始時

及び中間時 
精度管理表の作成及び検査を

実施 
・点の記 
・点検測量簿 
・精度管理表 

・既存点の点検測量結果

の照査、承認 
・調達業者作成の精度管

理表の照査、承認（全数） 

同上 

3 現地測量終了時 精度管理表の作成及び検査を

実施 
・点の記 
・点検測量簿 
・精度管理表 
・ジオイドモデル点検表 

・調達業者作成の精度管

理表の照査、承認（全数） 
・ジオイドモデル点検結

果の照査、承認 
 

同上 

4 航空レーザ計測

中間時及び終了

時 

精度管理表の作成及び検査を

実施 
・航空レーザ計測記録 
・計測漏れ点検図 
・撮影コース別精度管理表 
・航跡図 

調達業者作成の精度管

理表の照査、承認（5％） 
同上 

5 データ処理中間

時 
精度管理表の作成及び検査の

実施 
・三次元計測データ点検表 
・欠測率調査票 
・調整用基準点残差表 
・フィルタリング点検図 
・グラウンドデータ作成精度管

理表 
・グリッドデータ精度管理表 
・等高線データ精度管理表 
・オルソ画像精度管理表 
・オルソ画像位置精度管理表 

調達業者作成の精度管

理表の照査、承認（5％） 
同上 

6 データ処理終了

時 
同上 同上 照査への立ち会い 

照査結果の確認 
7 成果とりまとめ

完了後 
測量報告書を作成し、以下の検

査を実施 
・自主検査 
・引渡し検査 
業務完了報告書を作成 

・引渡し検査への立ち合

い 
・調達業者作成の測量報

告書及び業務完了報告

書の照査、承認 

引渡し検査への立ち

合い 
照査結果の確認 

出典：調査団 

(2) 調達機材 

調達機材（PC、ソフトウェア、無停電装置など）が契約図書に明示されている品質を満足

するよう、品質管（監）理を実施する。表 3-16 に調達機材の品質管理で実施される主な作業

内容を示す。 

表 3-16 調達機材の品質管理における担当区分及び実施時期 

No. 実施時期 調達業者 コンサルタント 施主 
1 業者契約から

機材発注まで 
以下の承認図書を作成 
・仕様書 
・機材製作図 
・施工図 

調達業者作成の承認図書の照

査、承認 
承認図書の確認 
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No. 実施時期 調達業者 コンサルタント 施主 
2 機材出荷まで 以下の承認図書を作成 

・機材検査要領書 
・出荷検査結果 
・据付工事手順書 

同上 同上 

3 据付工事中 据付工事手順書に従い調達

機材の据付工事を実施 
据付工事に立会い、手順書の

とおり工事が実施されている

ことを確認 

必要に応じ据付工事に

立会い 

4 据付工事後 調整・試運転後、以下の検

査を実施 
・自主検査 
・引渡し検査 
以下の承認図書を作成 
・引渡し検査報告書 
・竣工図 

引き渡し検査への立会い 
調達業者作成の承認図書の照

査、承認 

引き渡し検査への立会

い 
承認図書の確認 

出典：調査団 

コンサルタントは承認図書図書を確認・照査の結果、品質の確保が危ぶまれるとき、直ちに

調達業者に訂正、変更、修正を求める。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 調達国及び原産国 

本プロジェクトで調達予定の機材は、基本的には現地調達となる予定である。表 3-17 に、機材

の原産国一覧を示す。 

表 3-17 機材原産国一覧 

No. 項目 数量 原産国 
1 数値標高モデル 1 式 日本 
2 パーソナルコンピューター及びモニター 3 組 中国、マレーシア 
3 航空撮影用ドローン 2 台 中国 
4 ソフトウェア 1 式  
4-1 Pix4Dmapper 3 組 スイス 
4-2 Microstation 3 組 米国 
4-3 Terra Scan 3 組 フィンランド 
4-4 Terra Modeler 3 組 フィンランド 
4-5 ArcGIS Desktop (ArcMap) Basic 3 組 米国 
4-6 ArcGIS 3D Analyst Extension  3 組 米国 
4-7 Web ツール  1 組 ネパール 
5 無停電電源装置 3 台 中国、トルコ 
出典：調査団 
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(2) 機材及び測量機材輸送計画 

本プロジェクトの機材及び測量機材の輸送計画を図 3-22 及び図 3-23 に示す。 

 

 
 
 
 
 

 
出典：調査団 

図 3-22 機材輸送計画 

図 3-22 に示すとおり、調達機材は、カトマンズ市内の現地販売店に発注後、約 2 週間で発送可

能となる。同販売店とプロジェクトサイト（測量局）はどちらもカトマンズ市内に所在し、輸送

所要時間はトラックで 30 分程度の見込み。 

 
出典：調査団 

図 3-23 測量機材輸送計画 

図 3-23 に示すとおり、測量機材（航空レーザ測量用セスナ機など）は、第三国の空港からトリ

ブバン国際空港へ輸送され、同空港で通関手続きなどを行った後、プロジェクトサイトとなるタ

ライ地域の空港へ輸送される。第三国からネパール国内のプロジェクトサイト（タライ地域空港）

までの所要輸送期間は、通関手続きを含め、最大 9 日程度である。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

測量局職員は、本プロジェクトで行う航空レーザ測量による数値標高モデル作成の経験が無い。

加えて、本プロジェクトで調達する機材の使用経験も無い。従って、本プロジェクトの調達業者

の派遣技術者により、実際の機材を使用した技術指導を測量局職員に対し行う必要がある。技術

指導の項目、内容及び対象者（受講者）は、表 3-18 に示すとおりとする。 

表 3-18 技術指導実施項目 

技術指導 使用機材 内容 期間 受講者 

初期操作

指導 

Microstation ・ソフトウェアの操作指導 
1 日 

測量局職員 6 名 

・作業用ファイルの準備及び確認方法 
Terra Scan ・レーザスキャンデータの読み込み方法 1 日 

Terra Modeler ・サーフェスモデルの作成方法 1 日 

ArcMap ・新規ファイル作成方法 
1 日 

・座標系と投影方法の概要 

■工場検査
■出荷 0.5日約14日
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技術指導 使用機材 内容 期間 受講者 

Pix4Dmapper 
・撮影画像データについて 

1 日 ・カメラデータについて 
・撮影時の GNSS データについて 

空撮用ドローン 
・機体の確認方法 

1 日 
・バッテリーの確認方法 

Web ツール ・数値標高モデルの検索方法 1 日 

運用指導 
Terra Scan ・プロジェクトファイルの作成方法 1 日 

空撮用ドローン 
・機体のキャリブレーション方法 

1 日 
・地上基準点について 

出典：調査団 

調達業者は、上記初期操作指導及び運用指導終了後、報告書をコンサルタントへ提出する。同

報告書の内容が施主及びコンサルタントによって十分であることが確認された後、コンサルタン

トは、施主の承認をもって、調達業者へ技術指導完了証明書を発行する。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトでは、数値標高モデルを利用し、洪水対策の他水資源対策や都市計画等プロ

ダクトやサービスの可能性を周知するとともに、今回作成される数値標高モデルを維持管理・

更新する体制を構築することが必要とされている。こうした背景から測量局の数値標高モデル

の運用・保守を行う職員に対し技術指導を実施し、効率的な数値標高モデルの活用を促進する。

本プロジェクトのソフトコンポーネントの目標は以下のとおりである。 

(1) 目標 

成果 1：数値標高モデルの適切な維持管理の継続 

測量局職員が、調達機材の機能及び運用・維持管理方法について、基本・応用的技術を理解

し、調達機材が将来に亘り継続的に有効活用される。また、調達機材を活用して継続的に数値

標高モデルを維持管理することができる。その中で、洪水対策分野についても数値標高モデル

を適切に更新・維持管理するための能力が強化される。 

成果 2：数値標高モデルの利活用の促進 

数値標高モデルの利用可能性が国民に広く認知され、国民が詳細数値標高モデルを容易に入

手、活用できる環境が構築される。また、測量局職員が数値標高モデルの利用方法について理

解し、調達機材を活用して各種主題図を作成することができる。また洪水対策の関連組織から

地形変化に関する情報の測量局へのフィードバックが重要であることがこれらの機関に認知さ

れる。 

(2) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

 ソフトコンポーネントの活動計画を表 3-19 及び表 3-20 に示す。なお、ソフトコンポーネント計

画の詳細は、資料 5「ソフトコンポーネント計画書」に示すとおりである。 
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表 3-19 ソフトコンポーネント活動計画(成果 1：数値標高モデル維持管理) 

成果 
対象者 活動 成果品 実施リソース 

（所要 M/M） 
前期      第 1 回現地指導（座学、計画書・手順書作成指導及び実機演習） 
成果 1-1 ドローン写真測量

による数値標高モデルの作

成・更新 
対象者・人数 

   

（1） 測量局職員により調

達機材が適切に運

用・維持管理できる

状況になる。 
 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

・ドローン写真測量全般の講習（原

理、ワークフローなど） 
・ドローン測量計画（撮影計画、標

定点配置）、現地作業（操縦、安全

対策）、取得データ解析方法の講習

及び実習 
・新旧数値標高モデルの管理方法講

習及び実習 

実習エリアの測量結果 
1) 調整計算結果 
2) 点群データ 
3) オルソ画像 

0.53 M/M 
（16 日） 
移動［羽田→カ

トマンズ］含む 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、目的に応じた作

業計画を策定し、調

達機材を使用して継

続的に数値標高モデ

ル更新が行われる状

況になる。 
 
 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

・各種講習及び実習に基づき、講師

の指導下において以下の手順書を

受講生が完成させる。 
– ドローン運用手順書（操縦、メ

ンテナンス、安全対策等） 
– ドローン写真測量による数値

標高モデル作成手順書 
– ドローン写真測量による数値

標高モデル更新手順書（既存数

値標高モデルのドローン写真

測量による局地的更新） 
– 数値標高モデル維持管理手順

書 

1)ドローン運用手順書

（操縦、メンテナン

ス、安全対策等） 
2)ドローン写真測量に

よる数値標高モデル

作成手順書 
3)ドローン写真測量に

よる数値標高モデル

更新手順書 
4)数値標高モデル維持

管理手順書 

0.13 M/M 
（4 日） 

成果 1-2 点群データ処理 
対象者・人数 

   

（1） 航空レーザデータの

オリジナルデータか

らグラウンドデータ

を抽出する処理がで

きる状況になる。 
 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員（6 名） 

・座学による測量手法別（ドローン

写真測量、航空レーザ測量、地上

レーザ測量等）の点群データ取得

原理及びワークフローの講習 
・自動処理及びマニュアル処理によ

るグラウンドデータ抽出（フィル

タリング）実習 
・グリッドデータ作成講習及び実習 
・等高線データ作成講習及び実習 

実習エリアの各種デー

タ 
1) グラウンドデータ 
2) グリッドデータ 
3) 等高線データ 

0.30 M/M 
（9 日） 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、調達機材を使用

して継続的に点群デ

ータ処理が行われる

状況になる。 
 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

・各種講習及び実習に基づき、講師

の指導下において以下の手順書を

受講生が完成させる。 
– グラウンドデータ抽出手順書 
– グリッドデータ作成手順書 
– 等高線データ作成手順書 

 

1)グラウンドデータ抽

出手順書 
2)グリッドデータ作成

手順書 
3)等高線データ作成手

順書 

0.17 M/M 
（5 日） 
移動［カトマン

ズ→羽田］含む 

後期      第 2 回現地指導（前期成果の確認、評価及び見直し） 
成果 1-1 ドローン写真測量

による数値標高モデルの作

成・更新 
対象者・人数 

第 1 回現地指導実施後（概ね 1 ヶ月後）、前期成果定着後の測定及び改善が必要

な場合の対策を行う。 
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成果 
対象者 活動 成果品 実施リソース 

（所要 M/M） 
（1） 測量局職員により調

達機材が適切に運

用・維持管理できる

状況になる。 
 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

課題エリアを設け、測量局職員独自

で計画・撮影・解析・成果作成を行

う。 
・各種作業の実施状況、課題の確認 
・故障発生及び修理対応状況と課題

の確認 

課題エリアの測量結果 
1) 調整計算結果 
2) 点群データ 
3) オルソ画像 

0.50 M/M 
（15 日） 
移動［羽田→カ

トマンズ］含む 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、目的に応じた作

業計画を策定し、調

達機材を使用して継

続的に数値標高モデ

ル更新が行われる状

況になる。 
 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

・課題の手順書等への反映指導 
・故障発生及び修理対応の手順書等

への反映指導 

各種手順書改訂版 
 

0.07 M/M 
（2 日） 

成果 1-2 点群データ処理 
対象者・人数 

第 1 回現地指導実施後（概ね 1 ヶ月後）、前期成果定着後の測定及び改善が必要

な場合の対策を行う。 
(1) 航空レーザデータの

オリジナルデータか

らグラウンドデータ

を抽出する処理がで

きる状況になる。 
 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

課題エリアを設け、測量局職員独自

でデータ処理・成果作成を行う。 
・各種作業の実施状況、課題の確認 
 

課題エリアの測量結果 
1) グラウンドデータ 
2) グリッドデータ 
3) 等高線データ 

0.17 M/M 
（5 日） 

(2) 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、調達機材を使用

して継続的に点群デ

ータ処理が行われる

状況になる。 
 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理情

報基盤部職員 

・課題の手順書等への反映指導 
 
 

各種手順書改訂版 0.13 M/M 
（4 日） 
移動［カトマン

ズ→羽田］含む 

出典：調査団 

表 3-20 ソフトコンポーネント活動計画（成果 2：数値標高モデル利活用促進） 

成果 
対象者 活動 成果品 実施リソース

(所要 M/M) 
前期      第 1 回現地指導（セミナー準備、座学、手順書作成指導） 
対象者・人数 
(1)  詳細数値標高モデル

の仕様や利用可能性

が多くの機関・人々

に認知される。 
 
測量局（3 名）：地理情報基

盤部でデータ販売を担当

する職員 

・数値標高モデルの仕様や利用例を

紹介するセミナーの開催準備を行

う。 
・数値標高モデルに関するパンフレ

ット（案)を作成する。 

パンフレット（案） 0.20 M/M 
（6 日） 
移動［羽田→

カトマンズ］

含む 
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成果 
対象者 活動 成果品 実施リソース

(所要 M/M) 
(2) DTM/DSM から各種

主題図（縦横断図、

陰影図、等高線図、

標高段彩図、鳥瞰図、

傾斜区分図、差分図）

を作成することがで

きる。 
 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理

情報基盤部職員 

・各種主題図作成講習及び実習 
・各種講習及び実習に基づき、講師

の指導下において以下の主題図作

成手順書を受講生が完成させる 
– 縦横断図 
– 陰影図 
– 等高線図 
– 標高段彩図 
– 鳥瞰図 
– 傾斜区分図 
– 差分図 

以下に関する主題図作

成手順書 
1)縦横断図 
2)陰影図 
3)等高線図 
4)標高段彩図 
5)鳥瞰図 
6)傾斜区分図 
7)差分図 

0.10 M/M 
（3 日） 

(3) DTM/DSM から任意

の地形変化量（堆砂

変化量等）に関する

解析を行うことがで

きる。 
 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理

情報基盤部職員 

・堆砂変化量に関する解析講習及び

実習 
・講習及び実習に基づき、講師の指

導下において堆砂変化量に関する

解析手順書を受講生が完成させる 

堆砂変化量に関する解

析手順書 
0.13 M/M 
（4 日） 
移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

(4)  洪水リスクに関連す

る現状と地形的課

題、および数値標高

モデル利用による洪

水対策の取り組みを

理解する。 
 
 
 
測量局(6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理

情報基盤部職員 

・東部タライ地域タライ地域におけ

る河川の河床上昇問題、河岸浸食、

および道路盛り土に起因する洪水

災害の現状に関する講習を実施す

る。 
・数値標高モデルにより精緻な氾濫

解析が可能となり、正確なハザー

ドマップが作成され、これをもと

により適切な洪水対策の実施が可

能となることを解説する。 

・講師の指導下で洪水対策への数値

標高モデルの利用に関して説明し

たパンフレット案を作成する。 

・「東部タライ地域にお

ける河川と洪水の現

状」及び「数値標高モ

デル利用による洪水

対策の取り組み」に関

する説明書 

・同パンフレット案 

0.17 M/M 
（5 日） 
移動［羽田→

カトマンズ］

含む 

(5) 洪水対策の関連組織

から地形・地理変化

に関する情報の測量

局へのフィードバッ

クが重要であること

がこれらの機関に認

知される。 
 
 
 
 
 
 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理

情報基盤部職員 

・適切な治水事業・河川管理を行う

ためには、河川地域での地形・土

地利用変化があった場合、その場

所の数値標高モデル情報を更新す

る必要がある。このため河川管理

あるいはインフラ建設の担当行政

機関などからの測量局への当該地

形・地理変化に関するフィードバ

ックを得ることが重要となり、こ

のことが洪水対策関連組織に認知

されることが必要であることを説

明する。 

・セミナーで説明するために講師の

指導下でパンフレット案を作成す

る。（セミナーは洪水対策担当組織

を対象とする。） 

・防災に必要とされる地

形変化に関する洪水

対策関連組織からフ

ィードバックされる

情報の整理 

・同パンフレット案 
 
 

0.23M/M 
（7 日） 
移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

後期      第 2 回現地指導（技術移転成果の確認、評価及び見直し） 
対象者・人数 
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成果 
対象者 活動 成果品 実施リソース

(所要 M/M) 
(1) 詳細数値標高モデル

の仕様や利用可能性

が多くの機関・人々

に認知される。 
 
測量局・道路局・森林研究

訓練センター・水文気象

局・水資源灌漑局・鉱山地

質局・国際総合山岳開発セ

ンター（ICIMOD）・ドナー

等（60 名） 

・利用想定機関の関係者 60 人程度を

招待し、数値標高モデルの仕様や

利用例を紹介するセミナーを開催

する。 
・セミナーの効果をアンケート、メ

ディア報道から把握する。 
・パンフレットを作成する 

1)関係機関へ認知度に関

するアンケート調査

結果 
2)新聞及び TV における

報道内容、頻度の調査

結果 
3)数値標高モデルに関す

るパンフレット 

0.30 M/M 
（9 日） 
移動［羽田→

カトマンズ］

含む 

(2) 提供担当者が、詳細数

値標高モデルの仕様

や利用例を説明でき

る。 
測量局（5 名）：地理情報基

盤部でデータ販売を担当

する職員 

・測量局の詳細数値標高モデル提供

担当者に対し、詳細数値標高モデ

ルの仕様や利用例について、指導

する。 
・その結果を対利用者マニュアルと

してまとめさせる。 

対利用者詳細数値標高

モデル説明マニュアル 
0.10 M/M 
（3 日） 

(3) DTM/DSM から各種

主題図（縦横断図、

陰影図、等高線図、

標高段彩図、鳥瞰図、

傾斜区分図、差分図）

を作成することがで

きる。 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理

情報基盤部職員 

・課題の手順書等への反映指導 
 

各種手順書改訂版 0.10 M/M 
（3 日） 

(4) DTM/DSM から任意

の地形変化量（堆砂

変化量等）に関する

解析を行うことがで

きる。 
測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び地理

情報基盤部職員 

・課題の手順書等への反映指導 
 

手順書改訂版 0.17 M/M 
（5 日） 
移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

(5) 洪水リスクに関連す

る現状と地形的課

題、および数値標高

モデル利用による洪

水対策の取り組みを

理解する。 
(1)と同様の参加者 60 名 

講師の指導下で洪水対策への数値標 

高モデルの利用に関して説明したパ 

ンフレットを作成してその内容をセ 

ミナーにおいて説明する。 

・「東部タライ地域にお

ける河川と洪水の現

状」及び「数値標高モ

デル利用による洪水

対策の取り組み」に関

するパンフレット 

0.13M/M 
（4 日） 
移動［羽田→

カトマンズ］

含む 

(6) 洪水対策の関連組織

から地形・地理変化

に関する情報の測量

局へのフィードバッ

クが重要であること

がこれらの機関に認

知される。 
(1)と同様の参加者 60 名 

数値標高モデル更新と維持管理に関

し、防災関連組織からフィードバッ

クされる地形・地理変化情報につい

てパンフレットを作成して、その内

容をセミナーにおいて説明する。 

・「数値標高モデル更新

における防災関連組

織からのフィードバ

ックされる地形情報」

に関するパンフレッ

ト 

0.17 M/M 
（5 日） 
移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

出典：調査団 
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3-2-4-9 実施工程 

我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき作成した事業実施工程を表 3-21 に示す。本プロジ

ェクトの所要工期は実施設計及び数値標高モデル/機材調達・据付完了までを含め約 20.5 カ月とな

る。 

表 3-21 事業実施工程表 

累計月数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

契約 閣議

交換公文（E/N）

贈与契約（G/A）

   コンサルタント契約

実施設計 契約内容最終確認

入札図書作成

入札図書承認

　入札公示

入札・評価

　業者契約 （計4.5ヶ月）

機材調達・据付 製作図・施工図作成、承認

機材製作

事前確認

現地測量

航空レーザ測量

データ処理

 製品検査

据付工事

初期操作指導、運用指導

　検収・引渡し

（計16.0ヶ月）

凡例

現地業務：

国内業務：

出典：調査団 

3-2-5 安全対策計画 

(1) プロジェクトサイトの治安状況 

プロジェクトサイトとなるタライ地域では、ネパール南部の民族系グループが中心となり、憲

法草案（特に州境画定案）を巡り、バンダと呼ばれるゼネストが実施されている。更に、ゼネス

トに従わない者の車両等が暴力的な攻撃を受けるなどしている。また、政府庁舎や警察署・交番

等の警察施設に対する抗議グループによる攻撃や抗議グループと治安部隊との衝突が度々発生し、

治安部隊・抗議グループ双方から死傷者が出ている。こうした状況にあって、治安部隊はときに

は催涙弾や実弾を発砲するなどして鎮圧している状況にある。 

(2) プロジェクトサイトにおける安全対策 

第（1）項に示すとおり、現地の治安状況を鑑みて、現地での作業に関しては、不要不急、夜間

の外出は極力避けるようにして、携帯電話は常時身に付けておき、連絡が取れるようにしておく

ことが必要である。なお、既設基準点及び水準点の調査、新設の GNSS 基準局及び調整用基準点

のための選点作業に参加する測量局職員とともに、以下の事に十分注意して作業を実施する。 
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- 3 カ月以上の長期滞在者は到着後遅滞なく在ネパール大使館に在留届を提出する 
- 最新情報を入手する 
- 安全な交通手段を利用する 
- 危険な場所、不審物に近づかない 
- デモ・集会等の実施場所には近づかない 
- 盗難被害にあわないために貴重品の管理を徹底する 
- 薬物事件に巻き込まれないようにする 
- 海外旅行保険への加入 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトの実施に際し、数値標高モデル及び機材調達は日本側が負担し、同作業の実施

前に必要となる航空レーザ測量実施に係る許可の取得などはネパール側負担とする。ネパール側

負担事業のうち、主要事項を以下に示す。 

(1) 銀行取極めに基づくネパール銀行口座への支払い手数料（B/A、A/P等の銀行口座開設） 

財務省は、本プロジェクトの以下に示す手数料を負担する。 

- A/P の通知手数料 

- コンサルタント契約及び業者契約の支払いに係る銀行の支払い手数料 

(2) 機材設置場所及び GNSS基準局及び調整用基準点設置場所の確保 

調達機材の設置場所は、測量局庁舎内に決定している。また庁舎内では既に既存のサーバーが

存在し、空調・電源等も比較的安定して供給されている。 

現地測量開始前に、本プロジェクトの調達監理を担当するコンサルタントの日本人派遣技術者

が、測量局職員に対し上記各作業の進捗を確認する。そして綿密な工程計画の策定、作業開始前

に必要な作業の打合せなどを行い、所定の工期で機材の据付作業が円滑に開始できるような体制

を確立する。 

(3) 電源の確保 

測量局は、調達機材の電源を確保する。電源容量の増設、電源ケーブルの敷設などが必要な場

合、据付作業開始前に測量局負担により作業を行う。 

(4) プロジェクト関係者（日本人/第三国人）のネパールへの入国・滞在に必要な便宜供与 

本プロジェクトの現地測量、航空レーザ計測、データ処理の各業務において、日本人技術者の

他、第三国人技術者も業務に従事することを想定しているため、測量局は、これらの関係者の入

国・滞在のために必要な手続き・許可（入国許可、滞在許可）などを行う。滞在期間について、

通常の観光ビザでは最長 90 日の滞在が可能であるが、本プロジェクトの業務においては、労働ビ

ザの取得が望ましい。この労働ビザは作業従事期間に応じた滞在ビザの申請が可能である。 
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(5) 航空レーザ測量実施に係る許可の取得 

測量局は、調達業者が航空レーザ測量を開始する前に航空局、防衛相、警察、インド当局他に

対して以下の許可の取得を完了する。 

- 当該測量に使用する航空機の駐機許可 

- 国内の飛行許可 

- インド国境の飛行許可 

- データ取得許可 

(6) 測量機材の輸送、通関手続き及び諸税の取扱い 

第 3-2-4-6 (2)項「機材及び測量機材輸送計画」で述べたように、調達機材は、カトマンズ市内

の現地販売店に発注後、約 2 週間で発送可能となる。同販売店とプロジェクトサイト（測量局）

はどちらもカトマンズ市内に所在し、輸送所要時間はトラックで 30 分程度の見込みである。 

同様に測量機材（航空レーザ測量用セスナ機など）は、第三国の空港からトリブバン国際空港

へ輸送され、同空港で通関手続きなどを行った後、プロジェクトサイトとなるタライ地域の空港

へ輸送される。第三国からネパール国内のプロジェクトサイト（タライ地域空港）までの所要輸

送期間は、通関手続きを含め、最大 9 日程度である。測量局は同機材の通関、免税などに係る手

続きを行う。 

(7) 倉庫、施設、サイト、場所の確保 

測量局は、以下に示す倉庫、仮設事務所、資材置き場などの場所を確保する。 

- 機材保管倉庫 

- コンサルタント及び調達業者の仮設事務所 

- 航空レーザ測量用航空機の駐機場所 

- 資材置き場 

- ソフトコンポーネントセミナー会場（約 60 名） 

(8) 免税措置 

本プロジェクトに係る税金、免税・還付の可否、手続きを表 3-22 に示す。 

表 3-22 本プロジェクトに関連する税金 

税の種類 本プロジェクトに
関連する税目 

税率 
（％） 法・規制 免税/

還付 備考 

企業の所
得 に 課 さ
れ る 税 金
（ 法 人 税
など） 

①  
本邦企業に
対する法人
税 

- Income Tax 
Act 2002 

(2059) 
Chapter 4.10 

免税 交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）への記載
があれば諸官庁手続きは不要。 

②  
第三国企業
に対する法
人税 

20-30 Income Tax 
Act 2002 

(2059) 
Chapter 2 

対象
外 

- 

③  
現地請負企
業に対する
法人税 

20-30 同上 対象
外 

- 

企業の従
業員の所

④  邦人に対す
る個人所得

- Income Tax 
Act 2002 

免税 交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）への記載
があれば諸官庁手続きは不要。 
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税の種類 本プロジェクトに
関連する税目 

税率 
（％） 法・規制 免税/

還付 備考 

得 に 課 さ
れ る 税 金
（ 個 人 所
得税など） 

税 (2059) 
Chapter 4.10 

⑤  
第三国人に
対する個人
所得税 

- 同上 免税 同上 

⑥  
現地請負者
に対する個
人所得税 

5-25 Income Tax 
Act 2002 

(2059) 
Chapter 2 

対象
外 

- 

⑦  
邦人に対す
る源泉徴収
税 

 Income Tax 
Act 2002 

(2059) 
Chapter 4.10 

免税 交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）への記載
があれば諸官庁手続きは不要。 

⑧  
第三国人に
対する源泉
徴収税 

 同上 免税 同上 

⑨  
現地請負者
に対する源
泉徴収税 

5-15 Income Tax 
Act 2002 

(2059) 
Chapter 17 

対象
外 

- 

付加価値
税（VAT）
な ど の 間
接税 

⑩  付加価値税
（VAT） 

13 Value Added 
Tax Act, 1996 

(2052) 
Section 25 

還付  申請先：地方税務署（IRO） 
 事業者登録番号（W-PAN）取得手続き（約 2

週間） 
1. 業者から IRO に対して税務依頼登録レター

（所定申請フォーム、契約書、パスポート、
委任状）を提出 

2. IRO が業者に対して税務登録証（W-PAN)
を発行 

 還付手続き（約 2～3 カ月） 
1. 業者は、W-PAN 登録を実施する。 
2. 業者は、Web 還付申請用の ID、PW を入手

する。 
3. 業者は、IRO の Web サイトで還付申請の電

子入力を行う。 
4. 業者から実施機関担当部署（測量局）宛に

還付推薦依頼レターを提出する。 
5. 業者は、実施機関担当部署（測量局）から

還付推薦状を受領する。 
6. 業 者 は 、 IRO へ 還 付 推 薦 状 と 供 に

INVOICE を本書、電子入力のアウトプットを
提出する。 

7. IRO が内容を精査する。 
8. IRO から業者に対し、小切手による還付が

なされる。 

⑪  物品税 
物品
毎に
設定 

Excise 
Act2001 
(2058) 

還付 同上 

資機材の
輸入及び
再輸出の
際 に 課 さ
れ る 税 金
や手数料 

⑫  関税 

0-80 Custom Act, 
2064 (2007) 

免税  申請先：測量局、国土管理・協同組合省、
財務省、税関局 

 マスターリスト承認手続き（約 2~3 カ月） 
1. 業者から実施機関（測量局）に対してマス

ターリスト承認依頼レターを提出する。 
2. 業者は、実施機関（測量局）及び管轄上位

機関省庁（国土管理・協同組合省）の承認
を得る。 

3. 直轄上位省庁（国土管理・協同組合省）
は、承認依頼レターとマスターリストを財務
省に提出する。 

4. 財務省は、実施機関（測量局）及び税関局
へマスターリストの承認を通知する。 

 免税手続き（約 30 日） 
1. 業者は、輸入の都度、実施機関担当部署

（ 測 量 局 ） に 対 し て 、 免 税 依 頼 文 書
（ INVOICE（写）、Packing List（写）、B/L
（写）、原産地証明書（オリジナル）、輸送保
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税の種類 本プロジェクトに
関連する税目 

税率 
（％） 法・規制 免税/

還付 備考 

険証券（写）を提出する。 
2. 実施機関担当部署（測量局）が税関に対し

て、免税レターを提出する。 
3. 税関局内で承認済マスターリストと提出書類

を照合し、免税を承認する。 
4. 税関局が関係税関事務所へ免税レターを

提出する。 

そ の 他 、
優先的に
免 税 を 確
保 す べ き
税目 

⑬  

燃料に係る
VAT 

13 Nepal Oil 
co-operation's 
tentative price 

list 

還付 還付手続きは⑪と同様 

燃料に係る
政府税 

- 対象
外 

政府税は以下で構成される。 
1. 関税 
2. 道路維持管理税 
3. 政府インフラ税 
4. 排出課徴金 
5. 価格固定基金 
6. ネパール航空局航空燃料税 

出典：調査団 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営・維持管理体制 

本プロジェクトで作成する数値標高モデル及びオルソ画像は、今後ネパールの関係機関などで

洪水対策やインフラ開発計画などに利用されると期待される。本プロジェクト実施後は、それら

成果品がネパール国内に広く周知及び利活用されるよう、測量局によって運営が行われる。デー

タの公開及び流通は、プロジェクトの実施部署である GIID が担当する。第 1-1-3（2）項 4）に示

したように、GIID は既存のデジタルデータの提供を担当していることから、本プロジェクト成果

を提供するための人員増強は必要ない。一方で、測量局は航空レーザによる数値標高モデルを初

めて取り扱うことになるため、データ処理技術、数値標高モデルの利活用技術及び維持管理技術

の習得を要望している。本プロジェクトでは、データ加工及び閲覧用パーソナルコンピューター、

ソフトウェアなどの調達機材による数値標高モデルの運営管理と、地形や河道の経年変化に対す

るデータ更新のための技術など、数値標高モデルの維持管理のための技術研修を目的としたソフ

トコンポーネントを実施し能力強化も図る。これらの機材と技術研修により、数値標高モデルの

運営・維持管理体制を構築する。 

(2) 数値標高モデルの更新・維持管理 

数値標高モデルはその地域の地盤の標高をモデル化したデータのため、一般的に大規模な地形

改変がない限り更新の必要はない。しかしタライ地域は、第 1-1-2 項で示したように河床の上昇や

河道の変化がみられるため、地形変化が想定される範囲では数値標高モデルの更新が必要である。

このような河川は植生も少ないことから、写真測量手法による数値標高モデルの作成が可能であ

る。本プロジェクトで調達する空撮用ドローンを使用した数値標高モデル作成の技術指導をソフ

トコンポーネントの中で実施し、数値標高モデルの継続的な更新・維持管理を測量局が実施でき

るようにする。 

(3) 調達機材の維持管理 

本プロジェクトで調達するパーソナルコンピューター、無停電電源装置などの機材は、頻繁に



3-43 

交換が必要となる消耗品、交換部品などは含まれない。これらの機材は屋内に設置して使用され

るため、以下の点に留意した運営・維持管理計画を策定する。 

· 機材内部へのホコリの混入を予防するため、室内を清潔に保つ。 
· パーソナルコンピューターのオーバーヒートを防ぐため、室温が高くなる夏期使用時は空調を

使用しながら、当該機材を使用する。 

当該機材は現地調達が可能であるため、メーカー保証期間以降に故障が発生した場合、現地販

売店から交換品を調達する。また、数値標高モデルの維持管理用に調達する空撮用ドローンにつ

いては、プロペラ、バッテリーなどの交換部品・消耗品が含まれるため、現地販売店から必要な

数量を調達する計画とする。 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 日本国側負担経費 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

(2) ネパール側負担経費 

相手国側（財務省）負担経費 約 506 万円 

表 3-23 財務省負担事項に係る費用 

No. 負 担 事 項 見積額 
（NPR） 備  考 

入札前 
1 銀行口座開設（B/A） 0 G/A締結後1ヶ月以内 
2 銀行取極に基づく手数料の支払い   
 (1) A/P通知手数料 

5,000 コンサルタント契約分 
5,000 NPR/回 x 1回 = 5,000 NPR 

 (2) 銀行支払い手数料 1,180,000 入札前の時点でコンサルタント契約及び業

者契約分の予算を確保する。 
プロジェクト実施中 

3 銀行取極に基づく手数料の支払い   
 (1) A/P通知手数料 

5,000 業者契約分 
5,000 NPR/回 x 1回 = 5,000 NPR 

 (2) 銀行支払い手数料 
- コンサルタント契約及び業者契約分 

上記2 (2)に含む 
4 以下に示す税金の免除・還付 

(1) 法人税 
(2) 個人所得税 
(3) 源泉徴収税 
(4) 付加価値税（VAT） 
(5) 物品税 
(6) 関税 

2,370,000 
 
 

1,410,000 
 
 
 
 

320,000 

 VAT 還付分 
160,940 USD x 13% = 20,922.2 USD ≒ 
2,370,000 NPR 

 航空燃料VAT還付分 
10,425,700 JPY（想定燃料費） x 13% = 
1,355,343.6 JPY ≒ 1,410,000 NPR 

 航空オイルVAT還付分 
2,391,350 JPY x 13% = 310,875.5 JPY ≒ 
320,000 NPR 

 合計 5,290,000  
出典：調査団 
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相手国側（測量局）負担経費 約 15 万円 

表 3-24 測量局負担事項に係る費用 

No. 負 担 事 項 見積額 
（NPR） 備  考 

入札前 
1 機材設置場所及びGNSS基準局及び調整用基準点設置場

所（以下、プロジェクトサイトと称す）の確保 0  

2 プロジェクトモニタリングレポートの提出 0  
プロジェクト実施中 
3 プロジェクト関係者（日本人もしくは第三国人）の相手国への

入国及び滞在に必要な便宜供与 0  

4 プロジェクトサイトにおけるプロジェクト関係者の安全確保（必

要に応じ） 0  

5 プロジェクトモニタリングレポートの提出 0  
6 航空局から航空レーザ測量実施に係る以下の許可を取得す

る 
(1) 当該測量に使用する航空機の駐機許可 
(2) 国内の飛行許可 
(3) インド国境の飛行許可 
(4) データ取得許可 

0 

 

7 以下に示す倉庫、施設、サイト、場所の確保 
(1) 機材保管倉庫 
(2) コンサルタント及び業者の仮設事務所 
(3) 航空レーザ測量用航空機の駐機場所 
(4) 資材置き場 
(5) ソフトコンポーネントセミナー会場（最大60名） 

155,000 

■セミナー会場代：60名分 
（PA、プロジェクター費用込み） 
 

8 以下に示す税金の免除・還付 
(1) 法人税 
(2) 個人所得税 
(3) 源泉徴収税 
(4) 付加価値税 
(5) 物品税 
(6) 関税 

0 

 

9 測量機材の輸送、通関手続き及び諸税の取扱い 0  
カトマンズ空港での免税措置及び通関手続き 0  

10 以下に示す許可取得のために必要な措置につき書面で確

認： 
(1) 据付工事に必要な許可 
(2) 制限地域への進入許可 

0 

 

11 プロジェクトサイトでの電源確保 0  
12 無償資金協力に含まれない費用の負担 0  
 合計 155,000  

出典：調査団 

(3) 積算条件 

①積算時点： 令和 1 年 10 月 

②為替交換レート： 1 USD = 108.36 円 

         1 NPR = 0.95602 円 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 運営・維持管理費 

本プロジェクトで調達される数値標高モデルは、第 3-4 節で示した体制で運営・維持管理が実
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施される。測量局は既存の部署・要員で運営・維持管理を行うため、人件費については、本プロ

ジェクト実施に伴う増額はないが、調達機材に係る電気代、交換部品・消耗品費など、表 3-25 に

示す費用が増額となる。 

表 3-25 本プロジェクト実施後の運営・維持管理費（増加分） 

費目 対象機材 費用（NPR） 備考 
1. 電気代 パーソナルコンピューター

及びモニター 
17,300 年間使用時間：6 時間/日ｘ24 日/月ｘ12 カ月

＝1,728 時間 

消費電力：パーソナルコンピューター3 台

（300Wｘ3）＋モニター3 組（110Wｘ3） 
＝1,230W 

電気代：年間使用時間ｘ消費電力ｘ平均電気

代＝1,728 時間ｘ1,230 Wｘ8.14 NPR/kWh* 
＝17,301 NPR 

無停電電源装置 6,500 年間使用時間：6 時間/日ｘ24 日/月ｘ12 カ月

＝1,728 時間 

消費電力：155Wｘ3 台＝465 W 

電気代：年間使用時間ｘ消費電力ｘ平均電気

代＝1,728 時間ｘ465 Wｘ8.14 NPR/kWh* 
＝6,540 NPR 

2. 交換部品・消

耗品費 
空撮用ドローン 
（プロペラ） 

2,100 交換部品代：プロペラ（4 枚 1 組）150 NPR
ｘ14 組＝2,100 NPR 

※ 交換頻度は 20 回前後のフライトで 1 回と

し年間 14 回の交換を想定。 

空撮用ドローン 
（バッテリー） 

31,400 交換部品代：バッテリー31,380 NPRｘ1 個＝

31,380 NPR 

※ 使用可能期間は１～2 年で充電回数は約

100 回とした場合。 

合計 57,300  
*電力平均価格 8.14 NPR/kWh は、NEA（Nepal Electricity Authority）の年次報告書より引用 
出典：調査団 

(2) 機材の更新 

本プロジェクトで調達する主な機材の耐用年数は、概ね表 3-26 に示す年数と見込まれる。その

ため、測量局は適切な運営・維持管理を行うために、各機材の耐用年数（更新時期）を想定した

予算の確保が必要である。 

表 3-26 本プロジェクトにおける機材の更新時期 

No. 機材名 
更新時期 

（耐用年数） 
1 パーソナルコンピューター及びモニター 4 
2 航空撮影用ドローン 5 
3 ソフトウェア 3 
4 無停電電源装置 5 

出典：調査団 
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3-6 数値標高モデルの品質保証期間 

品質保証期間は、成果品引き渡し後 1 年間とする。成果品が仕様の通りに作成されていない場

合について保証の対象とし、修正作業は調達業者が行う。ただし、水部や橋の下などの物理的に

レーザが透過せず取得できない場所は、現地状況と異なる場合であっても保証の対象とならない。

また、撮影、計測日以降に変化した地形、地物についても保証の対象とならない。 

3-7 数値標高モデルの利用計画 

3-7-1 数値標高モデルの利用計画（ハザードマップ以外） 

(1) 数値標高モデルの利用計画 

第 2-1-5 項にて数値標高モデルの利活用が期待される政府機関等の利用ニーズ等についてまと

めたが、本プロジェクトで整備される数値標高モデルの仕様を勘案すると表 3-27 に示す利用計画

が期待される。 

表 3-27 各組織における数値標高モデルの利用 

組織 数値標高モデルの利用 
水資源灌漑局の灌漑プロジェク

ト部門 
灌漑計画用に作成する縮尺 1:5,000 地形図の等高線及び標高

点の作成 
道路局 道路管理用GISにおける地形を詳細に表現するレイヤとして

の活用 
森林訓練研究センター 4 点/m2 の点群密度での表層データ（もしくは生データ）を

活用した森林の地上バイオマス量の把握 
鉱山地質局 タライ地域におけるプロジェクトで必要となる地質図作成

に利用 
トリブバン大学地理学部 さまざまな研究テーマ（地形による水害のリスクを踏まえた

土地利用計画や居住地計画、灌漑計画、洪水解析、洪水予報、

洪水に強い農業など）での活用 
国際総合山岳開発センター ・洪水氾濫計算、土砂災害解析等の実用化 

・4 点/m2 の点群密度での表層データ（もしくは生データ）

を利用した森林の地上バイオマス量の算定 
民間部門 大縮尺のオルソ画像の作成や各種大縮尺地図作成作業の省

力化や高精度化 
援助機関 ・道路や鉄道等のインフラ整備における計画や設計 

・水資源開発 
出典：調査団 

(2) 数値標高モデル利用促進方策 

本プロジェクトの成果である数値標高モデルは、デジタルデータであり、そのままでは当該国

にとって有益な成果とはならない。数値標高モデルを洪水ハザードマップの作成や、灌漑計画そ

の他インフラ整備計画等に活用して初めて意義のある成果となる。 

このため、数値標高モデルについてネパール国内に広く周知するとともに、利用者にとって入

手しやすく、扱いやすいデータとする必要がある。また、見えにくい成果であることから我が国

支援の成果であることのビジビリティの確保と、著作物としての帰属を明確にしておく必要があ
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る。このような観点から、事業を進めるにあたって以下の活動を行う。 

1） web サイトの充実 

提供される数値標高モデルが具体的にどのようなデータであるか、また、どのような目的に活

用されることが期待されるのかなどについて、写真や図を用いながら分かりやすい情報提供を行

う。 

2） さまざまな仕様の製品の提供 

数値標高モデルは格子状の標高データの集まりである。本プロジェクトの対象地域は約 15,000 
km2 と広範囲であるため、全データを 1 ファイルにまとめると巨大なファイルとなり、参照や管

理が難しくなる。このため、利用者にとって扱いやすく処理しやすいという観点から適切なファ

イルサイズを設定する。 

また、測量局が作成・提供する地形図の座標系は、ネパール独自の測地基準と投影法に基づい

ているが、ICIMOD や WB などのドナー等が関わるプロジェクトでは、地理空間情報の作成にお

いて、世界測地系である WGS84 に基づき、投影法として UTM を採用することが一般的であると

見られる。このため、ネパール測地基準と投影法に基づく数値標高モデルと、世界測地系に基づ

く数値標高モデルを提供する。 

さらに、森林バイオマスの算定には、最終成果である数値標高モデルに加えて、森林の樹冠の

高さを得るために原データが必要である。このため、利用者のニーズに応じて原データの提供に

も対応する必要がある。 

3） 入手しやすい製品の提供 

数値標高モデルの利用を促進する観点からは、提供は無償で行われることが理想的であるが、

有償提供の場合であっても、できるだけ安価で提供するようにする。これにより、データ購入の

予算が乏しい大学や、政府機関からの受注を主とするコンサルタントでの活発な利用が期待され

る。 

また、数値標高モデルを入手するために測量局に出向いてから、実際にデータを入手するまで

の時間をできるだけ短くするために、注文から入手までの時間を短縮するツールの開発を行う。 

4） セミナーの開催 

数値標高モデルの仕様や入手法、利用可能性について利用が期待される多くの機関・人々に紹

介し、その利用促進を図るため利用想定機関の関係者を集めて、数値標高モデルの仕様や利用例

を紹介するセミナーを開催する。 

5） 著作権の明確化と我が国支援のビジビリティの確保 

本プロジェクトで作成する数値標高モデルの著作権は測量局に帰属するものとするが、我が国

は当該数値標高モデルを使用する権利を有するものとする。また、数値標高モデルの提供時に同

時に提供する仕様説明のファイル等に、我が国の無償資金協力で作成したものであることをロゴ

マークも加えて記述するなど、我が国支援のビジビリティを高める。 
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3-7-2 洪水対策への数値標高モデルの利用 

タライ地域の地形は平坦であるため、洪水対策の諸活動のためには既存 1:25,000 地形図の 10m
等高線では不十分でとされている。誤差 50cm 以下の詳細数値標高モデルが、各組織では表 3-28

のような分野で必要とされている。数値標高モデルで解決できる主な問題は次のとおりである。 

① 数値標高モデル測量時点での河床の状況が把握できる。これを将来の河床上昇の基準値

（reference）とすることができる。 

② 河床上昇の変化を把握してより適切な構造物対策を計画できる。 
③ 河岸・河床の浸食・堆積の変化を把握して堤防・河岸の浸食・決壊のリスクを予測でき

る 

④ 道路盛土の洪水による越水リスクを解析できる。 

⑤ より詳細な氾濫解析が可能となり、精緻なハザードマップが作成され、これをもとによ

り適切な予報・警報、避難活動、救援活動など非構造物対策の実施が可能となる。 

なお、適切な治水事業・河川管理を行うためには、河川地域での地形・地理的変化があった場

合、その場所の数値標高モデル情報を更新する必要がある。このため河川管理あるいはインフラ

建設の担当行政機関などからの、測量局への当該地形・地理変化に関するフィードバックを行う

ことが重要となる。これには洪水・流送土砂による河道変動、河道改修、ダム・堰建設、橋梁建

設、鉄道・道路建設による盛土構造物の造成、都市開発・農地開発によるリスク地区の増加、な

どがあげられる。 

表 3-28 洪水対策に関する各組織における数値標高モデルの利用 

組織 数値標高モデルの利用分野 
水資源省 
水資源・エネルギー委員会 

洪水対策に関する政策の立案 

水害管理部 及び 
各河川管理事務所 

河床上昇の把握、水理・水文計算、土砂流解析、構造物計画・設計 

水資源災害研究開発センタ

ー 
河床上昇の把握、水理・水文計算、土砂流解析、構造物設計の研究・

開発 
水文気象局 ハザードマップの作成： 

数値標高モデルにより精緻なハザードマップが作成されれば、1）正

確な予報警報 2）安全な避難活動 3）効率的な緊急対応 4）優れ

た BBB 計画、が可能となる。ハザードマップは緊急対応センターを

はじめ各防災関連組織で利用される。 
道路局 道路盛土、橋梁取付道路盛土による洪水阻害に関する地形の把握と

水理解析 
大学 洪水解析・土砂流解析・河道特性の研究 
出典：調査団 

表 3-29 に示す組織がハザードマップを利用して洪水に関する防災活動を実施する。詳細数値標

高モデルの作成・提供の担当部局は測量局であるが、それを使用したハザードマップの作成は気

象局、利用は政府・NGO・民間組織と多様となるので、数値標高モデルの更新・維持管理には相

互の情報共有と連携が必須となる。 
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表 3-29 ハザードマップの利用による洪水対策活動 

組織 ハザードマップの利用分野 
国家防災協議会 防災に関する政策・計画の承認 
防災実施委員会 協議会で承認された政策・計画の指示 
内務省 防災部 防災政策 
国家緊急対策センター 洪水緊急対策、復旧事業の総括 
州・郡・地方政府緊急対策センター 各レベルにおける洪水緊急対策、復旧事業の実施 
国家防災庁 準備、緊急対策、復旧、復興の総括 
州・郡・市・村落災害対策委員会 各レベルにおける準備、緊急対策、復旧、復興の実施 
水文気象局 洪水予報・警報の発出、メデイアへの連絡など 
NGO 避難活動 
赤十字 緊急医療活動 
TV、ラジオ、新聞 洪水予報・警報の広報、洪水情報の周知 
出典：調査団 

3-8 数値標高モデルの著作権・公開計画 

第 3-6-1（2）項に挙げた利用促進方策等を踏まえ、本プロジェクトで作成する数値標高モデル

の著作権・公開について以下のとおり提言する。 

(1) 数値標高モデルの著作権の帰属 

無償資金協力事業で作成する数値標高モデルは測量局に帰属するものとするが、我が国は当該

数値標高モデルを使用する権利を有するものとする。 

(2) 数値標高モデルの公開範囲・対象 

プロジェクト対象地域の数値標高モデルをすべて公開する。公開対象は、ネパール国民及び外

国人とする。また、要望があれば、利用目的を勘案の上、原データについても提供する。 

(3) 数値標高モデルの提供方法 

測量局地理情報基盤部のデジタル製品販売部署にて販売する。販売方法は既存のデジタル製品

の販売方法に準ずるものとする。なお、本プロジェクトで調達する web ベースの検索ツールなど

を用い、待ち時間の縮小に努める。 

また、近い将来、インターネットを通じた注文ができるような環境を整備する(受け取りは、従

来通り測量局に出向く必要がある)。 

(4) 数値標高モデルの提供価格 

提供する数値標高モデルの製品種類は以下のとおりとする。 

1） 座標系 

① ネパール測地基準系と投影法に基づく数値標高モデル 

② 世界測地系に基づく数値標高モデル 
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2） ファイル単位 

10km×10km の範囲を 1 ファイルとする。ファイルのフォーマットは、利用者のニーズの大きな

適切なフォーマット数種類に対応する。 

価格は、無償提供が理想的ではあるが、それが困難な場合だれもが入手しやすいよう以下の価

格程度とする。 

1:25,000 地形図相当の範囲の面積について 300NPR とし、単位面積価格を算出する。提供する

データの価格は、提供するデータの面積×単位面積価格とする。 

なお、300NPR は、現状のレイヤ別デジタル地形図の一図葉あたりの価格のうち最も高価な価格

である。また、原データを提供する場合は無償とする。 

(5) 我が国支援のビジビリティの確保 

調達物がデータであり、そのものにビジビリティを持たせることはできないため、以下に列記

するような、データに付属あるいは付随するものに日章旗マークと共に「日本の無償資金協力で

作成したもの」であることを記述して、我が国の支援であることを表示する。図 3-24 に日章旗マ

ークを示す。 

 数値標高モデルの提供時に付属する仕様説明ファイル 

 セミナー時に配布するパンフレット 

 ジオポータルなどのウエブサイトでの検索画面 
 ハザードマップ、地形図などの二次利用成果図面 

 その他 

なお、第 1-1-3（1）項で示したように、ネパールにおける第三者にデータを提供する際の法、

規則は以下のとおりで、測量局の著作物であるデータを第三者へ提供する際の仕組みは整ってい

る。このことから二次利用成果図面への記述については十分可能であると考えられる。 

 著作権法：The Copyright Act, 2059 (2002) 

 著作権利用規則：Copyright Rules, 2016 (2004) 

 デジタル地理空間情報の提供・使用・規則に関する指令：デジタルデータの提供・使用・規

制指令 2069 
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出典：無償資金協力事業におけるコンサルタント業務の手引（参考資料 13）35 

図 3-24 日章旗マーク 

3-9 数値標高モデルを利用した洪水対策のための新たな協力の提案 

本プロジェクトで整備される精緻な数値標高モデルを利用して、以下に述べる協力の提案が考

えられる。これまでのように技術協力や調査だけでなく、資金協力による実効性の発現が肝要で

ある。今後のネパールに対する協力では、構造物対策を念頭において仙台枠組みで提唱された防

災への投資に配慮することが必要である。非構造物対策では人命は救済されるが資産の防御には

至らない。災害から社会の安全を確保して公共・民間資本を蓄積するためには構造物対策が不可

欠であると考えられる。 

表 3-30 に数値標高モデルを利用した新たな協力の提案を示す。 

表 3-30 新たな協力の提案 

No. 協力の分野 協力の内容 
1 土砂生産・流出

対策 
(1) 対象組織 
水資源災害研究開発センター（+水資源灌漑局） 
(2) 投入専門分野 
水文解析、土砂流出解析、砂防計画、施設設計、数値標高モデル 
(3) 協力スキーム 
開発調査とそれに続く資金協力 
(4) 協力の詳細 
開発調査によりタライ東部地域の河川を対象として土砂生産・流出制御を抑制する

ための施設を計画・設計する。土砂流出・堆積の把握に数値標高モデルを利用する。

実際に水資源災害研究開発センターではタライ地域東部で土砂堆積が深刻になってい

るバクラハ川で対策を研究開発中であるので、このプロジェクトを対象とすれば効果

が実際的となる。 
数値標高モデルを利用した地形図・河川状横断図の作成のほか、河床勾配、河床材

料粒径、代表流量時の水深なども調査・整理し、これらのデータに基づいて砂防計画

と砂防施設計画を策定する。開発調査終了後はその結果に基づいて、資金協力により

砂防施設を建設する。 
南北を流下するタライ地域東部の河川はその地形的、地質的な特性から河相が相似

していると捉えることができるので、代表的な河川の調査結果を他の河川に適用でき

る可能性が高い。他の河川の土砂対策にも応用できるよう、センターと局職員には数

値標高モデルを利用した地形図・河川状横断図の作成に関する技術移転を行う。 
 

(5) 参考情報：水資源災害研究開発センターで計画中のプロジェクト 

                                                        
35 無償資金協力事業におけるコンサルタント業務の手引（参考資料 13）：
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/grant_aid/guideline/ku57pq0000050ovv-att/13.pdf 

赤色：DIC156、 
4 色分解 M100％＋Y90％（近似値） 

黒色：スミベタ 
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No. 協力の分野 協力の内容 
タライ地域東部の Bakraha（バクラ）川では土砂堆積の問題がある。地元住民によれ

ばこれまで河床が 10m上昇した。そのために河床高と周辺の土地の高さが同じになり、

洪水が頻発するようになった。この対策立案のために Sediment monitoring system を開

始する。土砂生産が行われる山腹に観測装置を設置する。土砂災害対策として土砂生

産・流出の制御の必要性が認識されていて、そのために砂防ダムを造ることが要望さ

れている。 

2 洪水対策 (1) 対象組織 
水資源灌漑局とその傘下にある地方河川管理事務所 
(2) 投入専門分野 
洪水対策計画、水文解析、土砂・水理解析、構造物計画、施設設計、数値標高モデル 
(3) 協力スキーム 
開発調査とそれに続く資金協力 
(4) 協力の詳細 
数値標高モデルを利用して河床が上昇した河川の洪水リスクの把握し、護岸・護床・

堤防強化などの構造物対策を策定する。 
ADB はタライ地域東部ではすでにビリン川、マワ・ラトゥワ川、ラカンディ川つい

て洪水対策を策定している。インドはコシ河を河川管理しており、バグマティ川につ

いても構造物対策の協力を行っている。日本はこれらと重複しないように対象河川を

選定することが協力効果を発現させるうえで必要である。以下のような基準で協力対

象河川を選定する方法も考えられる。 
- 2019 年 7 月洪水で破堤等の被害が顕著だった河川（ラル・バカイヤ川など）。 
- まだ築堤などの河道改修が行われていない河川（ドムシュ・バクラハ川、ホアンド

ラ川など。これらは第一回目の現地調査で訪問したコシ川・バクラハ川管理事務所

が所管している。） 

3 洪水ハザード

マップ作成 
(1) 対象組織 
水文気象局 
(2) 投入専門分野 
開発調査 
(3) 協力スキーム 
水文解析、氾濫計算、ハザードマップ作成、数値標高モデル、洪水防災 
(4) 協力の詳細 
タライ地域の主要河川についてハザードマップを作成する。並行して数値標高モデ

ルを利用した氾濫解析によるハザードマップの作成に関してガイドラインを作成す

る。水文気象局は気象観測データをハザードマップと照合して洪水予警報を発出する。 
また、防災に関する諸機関はハザードマップを用いて諸活動を行う。したがって同

局のハザードマップ作成に協力することにより、防災に関する関係諸機関による緊急

対応活動能力を強化することができる。 

4 道路盛り土に

よる洪水阻害

対策 

(1) 対象組織 
道路局 
(2) 投入専門分野 
数値標高モデル、氾濫計算、施設計画、施設設計 
(3) 協力スキーム 
開発調査、資金協力 
(4) 協力の詳細 
道路盛土による洪水阻害に関して数値標高モデルを利用して洪水氾濫を解析し、排

水施設・橋梁・コーズウェーなどの構造物対策を計画する。そのために必要となるガ

イドラインを作成して道路局の防災能力強化を図る。開発調査の結果に基づき資金協

力により施設建設を行う。 

5 河川・砂防分野

における高等

教育 

(1) 対象組織 
トリブバン大学 
(2) 投入専門分野 
砂防計画、施設設計、数値標高モデル利用 
(3) 協力スキーム 
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No. 協力の分野 協力の内容 
専門家派遣 
(4) 協力の詳細 
大学での講座開設、講師派遣、研究活動について協力を行う。これまでは技術官庁へ

の技術協力を行ったが、大学でこのテーマを教育・研究することにより、継続的にそ

の時の最新知識に基づいて技術者・研究者を育成することが可能となる。これらの人

材を官庁・民間・大学・研究機関などあらゆる分野に輩出することが可能となる。こ

のことにより、国全体として河川砂防の課題に取り組む人材が育成され、国全体とし

て河川砂防分野について、数値標高モデルを利用した土砂・水理解析をはじめとする

教育・研究活動が推進される。 

出典：調査団
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクトの実施にあたり、ネパール側は第 3-2-4-3 項、表 3-12 に記載した分担事項を適

切なタイミングで確実に実施することが必要となる。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

(1) 運営・維持管理体制(予算・人員)の整備 

プロジェクトの効果を発現し、持続するため、ネパール側は運営・維持管理体制を継続して維

持する必要があり、プロジェクト完了後も数値標高モデル及び調達機材を継続して活用するため

に必要な予算及び人員を確保する。 

また、測量局はこれまでに数値標高モデル処理の経験が無いため、本プロジェクト完了後には、

ソフトコンポーネント等で習得した技術が継続・拡大するよう、適切に人員を配置する必要があ

る。 

(2) 利用の普及・促進、ユーザー開拓 

ソフトコンポーネント時に実施する数値標高モデル利活用促進セミナーをプロジェクト終了

後も継続的に開催し、利用の普及・促進、ユーザー開拓に努める必要がある。 

4-3 外部条件 

(1) 上位目標・長期的目標に対する外部条件 

本プロジェクトの長期的目標及び上位目標は以下のとおりである。 

 ネパール国南部タライ地域における洪水被害の軽減 

本目標を達成するための外部条件は以下のとおりである。 

 ネパール国で制定された災害管理法、災害リスク削減方針及び災害リスク削減戦略に

係る方針に変更がないこと。 

 インフラ開発等、ネパールの経済成長が継続すること。 

(2) プロジェクト成果の直接的効果に対する外部条件 

本プロジェクト成果から直接的に期待される効果は以下のとおりである。 

 タライ地域の地形情報の精度が格段に向上し、浸水想定区域の特定や洪水対策範囲の

絞り込みが可能になるとともに、防災インフラ開発等の計画策定、実施に使用できる。 
 ドローン写真測量による氾濫・土砂災害等による地形変化の数値標高モデル更新が可

能になり、本プロジェクトの効果が将来も持続できる。 

本効果を発現するための外部条件は以下のとおりである。 

 本プロジェクトで計画する機材を運営・維持管理するための体制や予算が確保される。 
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 本プロジェクトで整備されるデータが無償もしくは低価格で広く公開、提供されるこ

と。 
 故意の行動や自然災害により本プロジェクトで計画する機材が紛失、損傷しない。 

4-4 プロジェクトの評価 

本プロジェクトの評価を開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）の評価 5 項

目に配慮しつつ、特に妥当性と有効性に分類して以下に整理する。 

4-4-1 妥当性 

(1) 裨益対象 

本プロジェクトは、ネパール国タライ地域において高精度な数値標高モデルを作成することに

より、ハザードマップに代表される災害リスク管理、インフラ整備のための基礎データとなる新

規大縮尺地形図の作成、既存地形図の更新に貢献する。よってタライ地域の住民が受益可能な経

済成長の発展に寄与することが期待される。 

(2) 上位計画への貢献 

本プロジェクトは、現在ネパールで計画されている同国全土を対象とした数値標高モデル作成

7 カ年計画の先駆けとして位置づけられ、同国の長期国土計画に資するものと期待できる。 

4-4-2 有効性 

有効性については、（1）定量的効果、（2）定性的効果に分類して評価する。 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により表 4-1 に示す効果の発現が期待される。基準値は本概略設計調査

実施前の 2018 年とし、本プロジェクト完成 3 年後を目標値とする。 

表 4-1 本プロジェクト実施により得られる定量的効果 

指標名 基準値（2018 年実績値） 目標値（2025 年） 

数値標高モデルのメッシュ間隔（m） 

（又は、等高線の間隔（m）） 

50 

（10） 

1 

（0.5） 

垂直誤差（m） 5 0.25 

大縮尺地図の作成面積（km2） 0 300 

数値標高モデルデータ配布回数 0 15 

オルソ画像データ配布回数 0 15 

ハザードマップの作成面積（km2） 0 500 

出典：調査団 
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1） タライ地域の地形情報の精度向上 

詳細な数値標高モデルの整備は本プロジェクトの直接的な成果であるため、本プロジェクト完

了時点（2022 年）で本指標は確実に達成される。 

プロジェクト実施前のタライ地域の地形情報は、1:25,000 地形図に描かれた 10m 間隔の等高線

のみであり、この情報量はほぼ 50m メッシュの数値標高モデルに相当する（日本の国土地理院が

発行していた数値標高モデル 50ｍメッシュは 1:25,000地形図の 10m間隔の等高線及び標高点から

作成されている）。本プロジェクトにより作成される数値標高モデルは 1m メッシュで、約 2,500

倍の情報量となる。また、標高値の精度も等高線間隔の半分の5mから数値標高モデルの精度0.25m
へと 20 倍向上する。 

2） タライ地域東部の 1:5,000地形図の作成が可能になる 

本プロジェクトで作成するオルソ画像をベースに図化することにより、測量局において 1:5,000

地形図の作成が可能である。等高線については、本プロジェクトの成果の一つである等高線デー

タを利用できる。ただし、注記などについては現地調査が必要である。 

測量局の人員・能力を勘案し、年間 100km2 程度の 1:5,000 地形図作成が見込まれるので、目標

年までに 1:5,000 地形図が 300km2 作成されると設定した。 

3） 数値標高モデルの利活用者が増加する 

数値標高モデル及びオルソ画像により、防災関係機関において数値標高データを活用したハザ

ードマップの作成、防災計画策定等が可能となる。また、インフラ開発等に係る各機関において、

都市計画、農地開発、道路、鉄道、灌漑用水路建設計画等のインフラ整備計画への活用が期待で

きる。 

利用想定機関へのヒアリングの結果、数値標高モデルの利用を要望している機関が 11 団体程

度あることから、目標年までに各機関で 1～2 回程度の数値標高モデル配布の要求があると想定し、

全体で 15 回と設定した。オルソ画像については、数値標高モデルと一体的に利用するケースが多

いと想定されることから、オルソ画像の配布回数についても同様に 15 回と設定した。 

なお、大学などの研究機関や民間企業においても数値標高モデルの加工技術は一般的であるこ

とからこれらの機関による本プロジェクト実施後の活用が見込まれる。 

4） ハザードマップの作成面積 

プロジェクトサイト内では洪水対策が必要な中小河川が 15 河川存在し、洪水対策の優先度の

高い 4 河川については、ADB が衛星画像から作成された数値標高モデル（垂直誤差 10m 程度）を

使用してハザードマップを作成している。 

本プロジェクトで高精度な数値標高モデル（垂直誤差 0.25m）を整備後、15 河川のハザードマ

ップ 36の更新、作成が期待される。既存の 4 河川（約 500km2）のハザードマップについては、緊

急に更新が必要なことから、目標年までに更新されるとして設定した。 

(2) 定性的効果 

本プロジェクトの実施により発現が期待される定性的な効果は以下のとおり。 

                                                        
36 ここで言うハザードマップとは、災害リスク軽減を目的とした全ての地図を含むこととする。 
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 既存地形図データ更新が可能になる 

タライ地域については、1:5,000 地形図作成と並行して、1:25,000 地形図の更新も期待され

る。また、開発等に伴う改変の他、氾濫や土砂災害等では地形変化も伴うため、継続的な

地形図データの更新が必要となるが、ドローンによる写真測量技術が習得されることから、

タライ地域に限らず全国の既存地形図データの更新が可能になると期待される。 

 関係機関と住民の防災意識の向上 

本プロジェクトのソフトコンポーネントとして、利用想定機関の関係者 60 人程度を対象

としたセミナーを開催するとともに、当該セミナー用の教材、パンフレット等の作成を行

うこととしている。これらを通じて測量局から関係省庁、地方自治体、さらにそこから住

民へと広報教育活動が広がり、防災意識が向上することが期待される。 

 洪水想定区域の特定精度の向上 

詳細な数値標高モデルを用いることにより、浸水シミュレーションや浸水域、浸水深の計

算が可能になり、これを反映したハザードマップの精度向上と、適切な避難計画の策定が

期待される。 

 堤防強化地点や洪水調整池などの洪水対策候補地の絞り込みが可能になる 

河川増水時の流量シミュレーションと堤防高等の詳細地形から破堤危険箇所の特定や、対

策作業の優先順位付け、洪水調整池等の候補地選定等、防災対策への活用が期待される。 

 インフラ開発計画（道路、鉄道、灌漑など）に利用される 
詳細数値標高モデルや、オルソ画像、さらに作成が期待される 1:5,000 地形図等のデータ

は、インフラ開発計画策定・実施に不可欠な情報であり、これらの提供により、タライ地

域のインフラ整備が促進されることが期待される。 
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資料１ 調査団員・氏名 
 

  



 

1 調査団員・氏名 
（JICA 団員） 

氏名 担当業務 所属 

熊谷 英範 総括 

独立行政法人 国際協力機構 
社会基盤・平和構築部  
都市・地域開発グループ第一チーム 
兼 平和構築・復興支援室 専任参事 

 

（コンサルタント団員） 

氏名 担当業務 所属 

原田 敬史 業務主任／仕様作成 1 朝日航洋株式会社 

池田 良生 副業務主任／仕様作成 2 朝日航洋株式会社 

富澤 慎二郎 航空レーザ測量計画 朝日航洋株式会社 

星野 順 調達計画／積算 2 朝日航洋株式会社 

丸山 弘通 デジタル地形図利活用 
朝日航洋株式会社 

（補強：一般社団法人 国際建設技術協会） 

池田 陽介 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

横倉 順治 防災計画 八千代エンジニヤリング株式会社 

サハ ブワネスワー 
プラサド 

基準点測量／現地調査計画 株式会社パスコ 
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（
IC

R
説

明
）

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
測

量
局

と
の

協
議

（
IC

R
説

明
）

カ
ト

マ
ン

ズ

3
9
月

1
0
日

火

・
測

量
局

と
の

協
議

（
IC

R
説

明
）

・
資

料
作

成
・
測

量
局

と
の

協
議

（
IC

R
説

明
）

・
資

料
作

成
・
測

量
局

と
の

協
議

（
IC

R
説

明
）

・
資

料
作

成
・
W

E
C

S
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
水

資
源

灌
漑

局
水

害
対

策
課

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
水

資
源

灌
漑

局
灌

漑
課

・
測

量
局

と
の

協
議

（
IC

R
説

明
）

・
測

量
局

と
の

協
議

（
IC

R
説

明
）

・
資

料
作

成
・
見

積
依

頼
（
レ

ン
タ

カ
ー

、
ホ

テ
ル

）

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

水
資

源
委

員
会

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
水

害
管

理
部

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
灌

漑
局

 ヒ
ア

リ
ン

グ
・
測

量
局

協
議

（
IC

R
説

明
）

カ
ト

マ
ン

ズ

4
9
月

1
1
日

水

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
作

成
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
作

成
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
作

成
・
ト

リ
ブ

バ
ン

大
学

地
理

学
科

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
水

文
気

象
局

ヒ
ア

リ
ン

グ

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
作

成
・
ト

リ
ブ

バ
ン

大
学

に
て

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
･ 

水
文

気
象

局
長

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
水

文
気

象
局

洪
水

予
報

部
上

級
水

文
官

ヒ
ア

リ
ン

グ

カ
ト

マ
ン

ズ

5
9
月

1
2
日

木

・
測

量
局

と
の

協
議

（
M

/
D

協
議

）
・
M

/
D

署
名

・
測

量
局

と
の

協
議

（
M

/
D

協
議

）
・
M

/
D

署
名

・
測

量
局

と
の

協
議

（
M

/
D

協
議

）
・
M

/
D

署
名

・
鉱

山
地

質
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
水

資
源

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
国

際
総

合
山

岳
開

発
セ

ン
タ

ー
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

（
M

/
D

協
議

）
・
M

/
D

署
名

・
内

務
省

防
災

部
長

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
内

務
省

災
害

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
長

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
水

資
源

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

で
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
IC

IM
O

D
で

ヒ
ア

リ
ン

グ

カ
ト

マ
ン

ズ

6
9
月

1
3
日

金

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理

カ
ト

マ
ン

ズ

7
9
月

1
4
日

土

移
動

 ［
カ

ト
マ

ン
ズ

1
3
:3

0
(T

G
3
2
0
)→

1
8
:1

5
バ

ン
コ

ク
2
2
:1

0
(T

G
6
4
0
)→

成
田

 +
1
］

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
道

路
局

職
員

ヒ
ア

リ
ン

グ
カ

ト
マ

ン
ズ

/
機

中
泊

8
9
月

1
5
日

日

移
動

 ［
→

0
6
:2

0
成

田
］

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

移
動

 ［
羽

田
0
0
:2

0
(T

G
6
6
1
)→

0
4
:5

0
バ

ン
コ

ク
1
0
:1

5
(T

G
3
1
9
)→

1
2
:2

5
カ

ト
マ

ン
ズ

］
・
団

内
会

議

移
動

 ［
羽

田
0
0
:2

0
(T

G
6
6
1
)→

0
4
:5

0
バ

ン
コ

ク
1
0
:1

5
(T

G
3
1
9
)→

1
2
:2

5
カ

ト
マ

ン
ズ

］
・
団

内
会

議

・
道

路
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

移
動

 ［
カ

ト
マ

ン
ズ

→
シ

マ
ラ

］
空

路
・
バ

グ
マ

チ
川

、
バ

カ
イ

ヤ
川

管
理

事
務

所
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
バ

グ
マ

テ
ィ

川
、

ラ
ル

バ
カ

イ
ヤ

川
調

査

移
動

 ［
カ

ト
マ

ン
ズ

→
シ

マ
ラ

］
空

路
・
バ

グ
マ

チ
川

、
バ

カ
イ

ヤ
川

管
理

事
務

所
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
バ

グ
マ

テ
ィ

川
、

ラ
ル

バ
カ

イ
ヤ

川
調

査
カ

ト
マ

ン
ズ

/
ジ

ャ
ナ

ク
プ

ル

9
9
月

1
6
日

月

・
現

地
測

量
業

者
と

の
協

議
・
測

量
局

と
の

協
議

タ
イ

へ
移

動
（
J
IC

A
別

業
務

に
従

事
の

た
め

）
・
現

地
測

量
業

者
と

の
協

議
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
と

の
協

議
・
測

量
局

と
の

協
議

・
森

林
研

究
訓

練
セ

ン
タ

ー
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
移

動
[ジ

ャ
ナ

ク
プ

ル
→

ビ
ラ

ト
ナ

ガ
ル

]陸
路

・
タ

ラ
イ

平
原

河
川

・
水

害
状

況
調

査
移

動
[ジ

ャ
ナ

ク
プ

ル
→

ビ
ラ

ト
ナ

ガ
ル

]陸
路

・
タ

ラ
イ

平
原

河
川

・
水

害
状

況
調

査
カ

ト
マ

ン
ズ

/
ビ

ラ
ト

ナ
ガ

ル

1
0

9
月

1
7
日

火

・
測

量
局

と
の

協
議

・
航

空
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
J
IC

A
別

業
務

に
従

事
・
J
IC

A
事

務
所

と
の

協
議

・
航

空
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
J
IC

A
事

務
所

と
の

協
議

・
航

空
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
世

界
銀

行
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
ア

ジ
ア

開
発

銀
行

ヒ
ア

リ
ン

グ

・
コ

シ
川

管
理

事
務

所
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
コ

シ
川

調
査

移
動

 ［
ビ

ラ
ト

ナ
ガ

ル
→

カ
ト

マ
ン

ズ
］
空

路

・
コ

シ
川

管
理

事
務

所
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
コ

シ
川

調
査

移
動

 ［
ビ

ラ
ト

ナ
ガ

ル
→

カ
ト

マ
ン

ズ
］
空

路
カ

ト
マ

ン
ズ

1
1

9
月

1
8
日

水

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
打

合
せ

J
IC

A
別

業
務

に
従

事
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

デ
ー

タ
購

入
・
測

量
局

と
の

協
議

・
測

量
局

と
の

協
議

・
見

積
回

収
（
レ

ン
タ

カ
ー

、
ホ

テ
ル

）
・
資

料
整

理

・
測

量
局

と
の

協
議

カ
ト

マ
ン

ズ

1
2

9
月

1
9
日

木

・
測

量
局

と
の

協
議

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
航

空
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
財

務
省

ヒ
ア

リ
ン

グ

J
IC

A
別

業
務

に
従

事
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
航

空
局

ヒ
ア

リ
ン

グ

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
航

空
局

ヒ
ア

リ
ン

グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
財

務
省

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
歳

入
局

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ

カ
ト

マ
ン

ズ

1
3

9
月

2
0
日

金

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
ネ

パ
ー

ル
へ

移
動

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
移

動
 ［

カ
ト

マ
ン

ズ
1
3
:3

0
(T

G
3
2
0
)→

1
8
:1

5
バ

ン
コ

ク
2
2
:4

5
(T

G
6
8
2
)→

羽
田

 +
1
］

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
調

達
事

情
調

査
（
現

地
企

業
）
、

現
地

傭
人

費
見

積
依

頼

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
カ

ト
マ

ン
ズ

/
機

中
泊

1
4

9
月

2
1
日

土

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
移

動
 ［

→
0
6
:5

5
羽

田
］

・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理
・
団

内
打

合
せ

・
資

料
整

理

カ
ト

マ
ン

ズ

調
　

査
　

内
　

容

ネ
パ

ー
ル

国
　

数
値

標
高

モ
デ

ル
及

び
オ

ル
ソ

画
像

整
備

計
画

準
備

調
査

　
第

一
次

現
地

調
査

行
程

N
o
.

日
付

宿
泊

地
担

当

日
数

曜 日

A2-1



J
IC

A
：
　

熊
谷

　
英

範
朝

日
航

洋
：
　

原
田

　
敬

史
朝

日
航

洋
：
　

池
田

　
良

生
朝

日
航

洋
：
　

富
澤

　
慎

二
郎

パ
ス

コ
：
　

S
ah

 B
h
u
w

n
e
sh

w
ar

 P
ra

sa
d

朝
日

航
洋

(補
強

)：
　

丸
山

弘
通

（
国

建
協

）
八

千
代

ｴ
ﾝ
ｼ
ﾞﾆ

ﾔ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ：

　
池

田
　

陽
介

八
千

代
ｴ
ﾝ
ｼ
ﾞﾆ

ﾔ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ：

　
横

倉
　

順
治

総
括

業
務

主
任

/
仕

様
作

成
1

副
業

務
主

任
/
仕

様
作

成
2

航
空

レ
ー

ザ
測

量
計

画
基

準
点

測
量

・
現

地
調

査
計

画
デ

ジ
タ

ル
地

形
図

利
活

用
調

達
計

画
/
積

算
防

災
計

画

8
2
9

2
5

1
5

2
1

1
4

1
7

1
7

調
　

査
　

内
　

容
N

o
.

日
付

宿
泊

地
担

当

日
数

曜 日

1
5

9
月

2
2
日

日

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
団

内
会

議
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
団

内
会

議
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
既

存
機

材
調

査
（
測

量
局

）
・
本

邦
企

業
現

地
事

務
所

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
財

務
省

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
本

邦
企

業
現

地
事

務
所

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

カ
ト

マ
ン

ズ

1
6

9
月

2
3
日

月

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
団

内
会

議
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
団

内
会

議
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

移
動

 ［
カ

ト
マ

ン
ズ

1
3
:3

0
(T

G
3
2
0
)→

1
8
:1

5
バ

ン
コ

ク
2
2
:4

5
(T

G
6
8
2
)→

羽
田

 +
1
］

移
動

 ［
カ

ト
マ

ン
ズ

1
3
:3

0
(T

G
3
2
0
)→

1
8
:1

5
バ

ン
コ

ク
2
2
:4

5
(T

G
6
8
2
)→

羽
田

 +
1
］

カ
ト

マ
ン

ズ
/

機
中

泊

1
7

9
月

2
4
日

火

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
情

報
交

換

・
J
IC

A
ネ

パ
ー

ル
事

務
所

と
の

打
合

せ
・
測

量
局

と
の

協
議

・
現

地
測

量
業

者
情

報
交

換

移
動

 ［
カ

ト
マ

ン
ズ

→
シ

マ
ラ
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(2) Minutes of Discussion 第二次現地調査 2019年 12月 6日 
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資料５ ソフトコンポーネント計画書 
 

  



 

1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

 
今回の協力によって詳細数値標高モデルが作成されればより精緻な洪水対策の作成などが可能

となる。さらに平坦なタライ地方における灌漑をはじめとする水資源開発、都市計画、道路・鉄

道建設、土地利用などにも活用できる。 
このように東部タライ地域の詳細数値標高モデルができれば、それを用いたプロダクトが多数

作成され利用されることとなる。その活用を効率的に行うために、関連する多数の機関に詳細数

値標高モデルを利用したプロダクトやサービスの可能性を周知するとともに、詳細数値標高モデ

ルを入手しやすく、かつ処理しやすい形で提供することが必要とされている。 
また、これまでは本格的な数値標高モデルがなかったことから、防災関連機関に対し洪水対策

においてどのような利用が可能なのかを測量局が説明できるようにして、これらの機関との連携

を図る必要がある。さらに河川域では洪水による地形変化がしばしば起きている。測量局は防災

関連機関と情報を共有し、これらの機関が適切に利活用できるよう詳細標高モデルを更新・維持

管理する体制を構築することが重要となる。 
現在ネパールの測量分野では作成された数値標高モデルが有効活用されていない課題がある。

そのような問題を解決しながら今回作成される詳細数値標高モデルを運用し維持管理する体制を

構築することが必要とされている。 
以上の背景をもって、今回実施される協力成果の持続性が最低限確保されるためのソフトコン

ポーネントを計画するものである。 
 

2. ソフトコンポーネントの目標 

成果 1：数値標高モデルの維持管理が持続する（数値標高モデル維持管理能力の定着） 

測量局職員が、調達機材の機能及び運用・維持管理方法について、基本・応用的技術を理

解し、調達機材が将来に亘り継続的に有効活用される。また、調達機材を活用して継続的

に数値標高モデルを維持管理することができる。その中で、洪水対策分野についても数値

標高モデルを適切に更新・維持管理するための能力が強化される。 
 

成果 2：数値標高モデルの利活用が促進される（数値標高モデル利用体制の強化） 

数値標高モデルの利用可能性が国民に広く認知され、国民が詳細数値標高モデルを容易に

入手、活用できる環境が構築される。また、測量局職員が数値標高モデルの利用方法につ

いて理解し、調達機材を活用して各種主題図を作成することができる。また洪水対策の関

連組織から地形変化に関する情報の測量局へのフィードバックが重要であることがこれら

の機関に認知される。 
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3. ソフトコンコーネントの成果 

成果 1：数値標高モデル維持管理（数値標高モデル維持管理能力の定着） 

成果 1-1 ドローン写真測量による数値標高モデルの作成・更新 

（ドローン写真測量によってオルソフォト及び数値標高モデルを作成できる環境が構築され、既

存の数値標高モデルへ統合することにより、広域数値標高モデルの維持管理を適正に行うことが

できる。地形の経年変化に応じて適切に数値標高モデルを維持管理できる） 
(1) 測量局職員により調達機材が適切に運用・維持管理できる状況になる。 
(2) 測量局職員により各種手順書等が整備され、目的に応じた作業計画を策定し、調達機材を使

用して継続的に数値標高モデル更新が行われる状況になる。（洪水対策についても、防災に必

要な地形変化に対する作業計画を策定し、適切に数値標高モデルを更新・維持管理できる。） 
成果 1-2 点群データ処理 

（点群処理を行う環境が構築され、ドローンを使用した写真測量、航空レーザ測量、地上レーザ

スキャナ測量等で得られた点群のオリジナルデータから、グラウンドデータ、DTM（Digital Terrain 
Model：数値地形モデル）/DSM（Digital Surface Model：数値表層モデル）等の成果品を作成する

ことができる） 
(1) 航空レーザデータのオリジナルデータからグラウンドデータを抽出する処理ができる状況に

なる。 
(2) 測量局職員により各種手順書等が整備され、調達機材を使用して継続的に点群データ処理が

行われる状況になる。 
 
成果 2：数値標高モデル利活用促進（数値標高モデル利用体制の強化） 

（ドローンを使用した写真測量、航空レーザ測量、地上レーザスキャナ測量等で得られた

DTM/DSM が有効活用され、応用的な運用が実施できる状況になる） 
(1) 数値標高モデルの仕様や利用可能性が多くの機関・人々に認知される。 
(2) 提供担当者が、数値標高モデルの仕様や利用例を説明できる。 
(3) DTM/DSM から各種主題図（縦横断図、陰影図、等高線図、標高段彩図、鳥瞰図、傾斜区分図、

差分図等）を作成することができる。 
(4) DTM/DSM から任意の地形変化量（堆砂変化量等）に関する解析を行うことができる。 
(5) 洪水リスクに関連する現状と地形的課題、および DEM 利用による洪水対策の取り組みを理解

する。 
(6) 洪水対策の関連組織から地形変化に関する情報の測量局へのフィードバックが重要であるこ

とがこれらの機関に認知される。 
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4. 成果達成度の確認 

成果達成度の確認方法は下表のとおりである。 
 

成果 1：数値標高モデル維持管理（数値標高モデル維持管理能力の定着） 

成果 達成度の確認 

成果 1-1 ドローン写真測量による数値標高

モデルの作成・更新 
 

（1） 測量局職員により調達機材が適切に運

用・維持管理できる状況になる。 

・ケーススタディとして課題を与え、運用習熟度を

確認する。 

（2） 測量局職員により各種手順書等が整

備され、目的に応じた作業計画を策

定し、調達機材を使用して継続的に

数値標高モデル更新が行われる状況

になる。（洪水対策についても、防災

に必要な地形変化に対する作業計画

を策定し、適切に数値標高モデルを

更新・維持管理できる。） 

・作成された各種手順書が適正であるか確認する。 

成果 1-2 点群データ処理  

（1） 航空レーザデータのオリジナルデー

タからグラウンドデータを抽出する

処理ができる状況になる。 

・ケーススタディとして課題を与え、運用習熟度を

確認する。 

（2） 測量局職員により各種手順書等が整備

され、調達機材を使用して継続的に点

群データ処理が行われる状況になる。 

・作成された各種手順書が適正であるか確認する。 

 
成果 2：数値標高モデル利活用促進（数値標高モデル利用体制の強化） 

成果 達成度の確認 

（1） 詳細数値標高モデルの仕様や利用可能

性が多くの機関・人々に認知される。 

・セミナー参加者へのアンケート調査(*セミナーに

ついては活動の項を参照) 
・利用可能性があると想定した機関に対するメール

によるアンケート調査。 

（2） 提供担当者が、詳細数値標高モデルの

仕様や利用例を説明できる。 
・詳細数値標高モデルとこれまで測量局が提供して

きたデジタル等高線データや衛星データから作成

された数値標高モデルの解像度や高さの精度を説

明できる。 

・詳細数値標高モデルを利用した利用例を数例正し

く説明できる。 

（3） DTM/DSM から各種主題図（縦横断図、

陰影図、等高線図、標高段彩図、鳥瞰

・ケーススタディとして課題を与え、習熟度を確認

する。 
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図、傾斜区分図、差分図）を作成する

ことができる。 

（4） DTM/DSM から任意の地形変化量（堆

砂変化量等）に関する解析を行うこと

ができる。 

・ケーススタディとして課題を与え、習熟度を確認

する。 

（5） 洪水リスクに関連する現状と地形的課

題、および DEM 利用による洪水対策の

取り組みを理解する。 

・講師による「東部タライ平原における河川と洪水

の現状説明」及び「数値標高モデル利用による洪

水対策の取り組みに関する説明」に基づきパンフ

レットを作成し、自らセミナーで説明できる。 

（6） 洪水対策の関連組織から地形・地理変

化に関する情報の測量局へのフィード

バックが重要であることがこれらの機

関に認知される。 

・「洪水対策において、関連組織からの地形変化に関

してフィードバックされるべき情報」が整理され、

これに関してパンフレットを作成し、セミナーで

説明できる。 

 

5. 活動（投入計画）と成果品 

成果を達成するために以下の活動を行う。 
成果 1：数値標高モデル維持管理（数値標高モデル維持管理能力の定着） 

成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース 

(所要 M/M) 

前期      第 1 回現地指導（座学、計画書・手順書作成指導及び実機演習） 

成果1-1 ドローン写真測量

による数値標高モデルの

作成・更新 

対象者・人数 

   

（1） 測量局職員により調

達機材が適切に運

用・維持管理できる

状況になる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

・ドローン写真測量全般の講習（原

理、ワークフローなど） 

・ドローン測量計画（撮影計画、標

定点配置）、現地作業（操縦、安全

対策）、取得データ解析方法の講習

及び実習 

・新旧数値標高モデルの管理方法講

習及び実習 

実習エリアの測量結果 

1) 調整計算結果 

2) 点群データ 

3) オルソフォト 

0.53 M/M 

（16 日） 

移動［羽田→カ

トマンズ］含む 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、目的に応じた作

業計画を策定し、調

達機材を使用して継

・各種講習及び実習に基づき、講師

の指導下において以下の手順書を受

講生が完成させる。 

– ドローン運用手順書（操縦、メ

ンテナンス、安全対策等） 

1)ドローン運用手順書

（操縦、メンテナン

ス、安全対策等） 

2)ドローン写真測量に

よる数値標高モデル

0.13 M/M 

（4 日） 
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成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース 

(所要 M/M) 

続的に数値標高モデ

ル更新が行われる状

況になる。 

 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

– ドローン写真測量による数値

標高モデル作成手順書 

– ドローン写真測量による数値

標高モデル更新手順書（既存数

値標高モデルのドローン写真

測量による局地的更新） 

– 数値標高モデル維持管理手順

書 

作成手順書 

3)ドローン写真測量に

よる数値標高モデル

更新手順書 

4)数値標高モデル維持

管理手順書 

成果 1-2 点群データ処理 

対象者・人数 

   

（1） 航空レーザデータの

オリジナルデータか

らグラウンドデータ

を抽出する処理がで

きる状況になる。 

 

測量局地形調査・土地利用

管理部及び基盤地理情報部

職員(6 名) 

・座学による測量手法別（ドローン

写真測量、航空レーザ測量、地上

レーザ測量等）の点群データ取得

原理及びワークフローの講習 

・自動処理及びマニュアル処理によ

るグラウンドデータ抽出（フィル

タリング）実習 

・グリッドデータ作成講習及び実習 

・等高線データ作成講習及び実習 

実習エリアの各種デー

タ 

1) グラウンドデータ 

2) グリッドデータ 

3) 等高線データ 

0.30 M/M 

（9 日） 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、調達機材を使用

して継続的に点群デ

ータ処理が行われる

状況になる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

・各種講習及び実習に基づき、講師

の指導下において以下の手順書を

受講生が完成させる。 

– グラウンドデータ抽出手順書 

– グリッドデータ作成手順書 

– 等高線データ作成手順書 

 

1)グラウンドデータ抽

出手順書 

2)グリッドデータ作成

手順書 

3)等高線データ作成手

順書 

0.17 M/M 

（5 日） 

移動［カトマン

ズ→羽田］含む 

後期      第 2 回現地指導（前期成果の確認、評価及び見直し） 

成果1-1 ドローン写真測量

による数値標高モデルの

作成・更新 

対象者・人数 

第 1 回現地指導実施後（概ね 1 ヶ月後）、前期成果定着後の測定及び改善が必要

な場合の対策を行う。 

（1） 測量局職員により調

達機材が適切に運

用・維持管理できる

状況になる。 

課題エリアを設け、測量局職員独自

で計画・撮影・解析・成果作成を行

う。 

・各種作業の実施状況、課題の確認 

課題エリアの測量結果 

1) 調整計算結果 

2) 点群データ 

3) オルソフォト 

0.50 M/M 

（15 日） 

移動［羽田→カ

トマンズ］含む 
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成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース 

(所要 M/M) 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

・故障発生及び修理対応状況と課題

の確認 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、目的に応じた作

業計画を策定し、調

達機材を使用して継

続的に数値標高モデ

ル更新が行われる状

況になる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

・課題の手順書等への反映指導 

・故障発生及び修理対応の手順書等

への反映指導 

各種手順書改訂版 

 

0.06 M/M 

（2 日） 

成果 1-2 点群データ処理 

対象者・人数 

第 1 回現地指導実施後（概ね 1 ヶ月後）、前期成果定着後の測定及び改善が必要

な場合の対策を行う。 

（1） 航空レーザデータの

オリジナルデータか

らグラウンドデータ

を抽出する処理がで

きる状況になる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

課題エリアを設け、測量局職員独自

でデータ処理・成果作成を行う。 

・各種作業の実施状況、課題の確認 

 

課題エリアの測量結果 

1) グラウンドデータ 

2) グリッドデータ 

3) 等高線データ 

0.17 M/M 

（5 日） 

（2） 測量局職員により各

種手順書等が整備さ

れ、調達機材を使用

して継続的に点群デ

ータ処理が行われる

状況になる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地理

情報部職員 

・課題の手順書等への反映指導 

 

 

各種手順書改訂版 0.13 M/M 

（4 日） 

移動［カトマン

ズ→羽田］含む 
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成果 2：数値標高モデル利活用促進（数値標高モデル利用体制の強化） 

成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース

(所要 M/M) 

前期      第 1 回現地指導（セミナー準備、座学、手順書作成指導） 

対象者・人数 

(1)  詳細数値標高モデル

の仕様や利用可能性

が多くの機関・人々

に認知される。 

測量局(3 名)：基盤地理情

報部でデータ販売を担当

する職員 

・詳細数値標高モデルの仕様や利用

例を紹介するセミナーの開催準備

を行う。 

・詳細数値標高モデルに関するパン

フレット(案)を作成する。 

パンフレット(案) 0.20 M/M 

（6 日） 

移動［羽田→

カトマンズ］

含む 

(2) DTM/DSM から各種

主題図（縦横断図、

陰影図、等高線図、

標高段彩図、鳥瞰図、

傾斜区分図、差分図）

を作成することがで

きる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地

理情報部職員 

・各種主題図作成講習及び実習 

・各種講習及び実習に基づき、講師

の指導下において以下の主題図作

成手順書を受講生が完成させる 

– 縦横断図 

– 陰影図 

– 等高線図 

– 標高段彩図 

– 鳥瞰図 

– 傾斜区分図 

– 差分図 

以下に関する主題図作

成手順書 

1)縦横断図 

2)陰影図 

3)等高線図 

4)標高段彩図 

5)鳥瞰図 

6)傾斜区分図 

7)差分図 

0.10 M/M 

（3 日） 

(3) DTM/DSM から任意

の地形変化量（堆砂

変化量等）に関する

解析を行うことがで

きる。 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地

理情報部職員 

・堆砂変化量に関する解析講習及び

実習 

・講習及び実習に基づき、講師の指

導下において堆砂変化量に関する

解析手順書を受講生が完成させる 

堆砂変化量に関する解

析手順書 

0.07 M/M 

（4 日） 

移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

(4)  洪水リスクに関連す

る現状と地形的課

題、および DEM 利用

による洪水対策の取

り組みを理解する。 

・東部タライ地域タライ地域におけ

る河川の河床上昇問題、河岸浸食、

および道路盛り土に起因する洪水

災害の現状に関する講習を実施す

る。 

・詳細数値標高モデルにより精緻な

氾濫解析が可能となり、正確なハ

・「東部タライ地域にお

ける河川と洪水の現状」

及び「数値標高モデル利

用による洪水対策の取

り組み」に関する説明書 

・同パンフレット案 

0.17 M/M 

（5 日） 

移動［羽田→

カトマンズ］

含む 
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成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース

(所要 M/M) 

 

測量局(6 名)：地形調査・

土地利用管理部及び基盤

地理情報部職員 

ザードマップが作成され、これを

もとにより適切な洪水対策の実施

が可能となることを解説する。 

・講師の指導下で洪水対策への数値

標高モデルの利用に関して説明し

たパンフレット案を作成する。 

（5）洪水対策の関連組織

から地形・地理変化

に関する情報の測量

局へのフィードバッ

クが重要であること

がこれらの機関に認

知される。 

 

 

測量局(6 名)：地形調査・土

地利用管理部及び基盤地

理情報部職員 

・適切な治水事業・河川管理を行う

ためには、河川地域での地形・土

地利用変化があった場合、その場

所の数値標高モデル情報を更新す

る必要がある。このため河川管理

あるいはインフラ建設の担当行政

機関などからの測量局への当該地

形・地理変化に関するフィードバ

ックを得ることが重要となり、こ

のことが洪水対策関連組織に認知

されることが必要であることを説

明する。 

・セミナーで説明するために講師の

指導下でパンフレット案を作成す

る。（セミナーは洪水対策担当組織

を対象とする。） 

・防災に必要とされる 

地形変化に関する洪水 

対策関連組織からフィ 

ードバックされる情報

の整理 

・同パンフレット案 

 

 

0.23M/M 

（7 日） 

移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

後期      第 2 回現地指導（技術移転成果の確認、評価及び見直し） 

対象者・人数 

(1) 詳細数値標高モデル

の仕様や利用可能性

が多くの機関・人々

に認知される。 

測量局・道路局・森林研究

訓練センター・水文気象

局・水資源灌漑局・鉱山地

質局・国際総合山岳開発セ

ンター(ICIMOD)・ドナー等

(60 名) 

・利用想定機関の関係者 60 人程度を

招待し、詳細数値標高モデルの仕

様や利用例を紹介するセミナーを

開催する。 

・セミナーの効果をアンケート、メ

ディア報道から把握する。 

・パンフレットを作成する 

1)関係機関へ認知度に関

するアンケート調査

結果 
2)新聞及び TV における

報道内容、頻度の調査

結果 
3)詳細数値標高モデルに

関するパンフレット 

0.27 M/M 

（9 日） 

移動［羽田→

カトマンズ］

含む 

(2) 提供担当者が、詳細数

値標高モデルの仕様

や利用例を説明でき

・測量局の詳細数値標高モデル提供

担当者に対し、詳細数値標高モデ

ルの仕様や利用例について、指導

対利用者詳細数値標高

モデル説明マニュアル 

0.10 M/M 

（3 日） 
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成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース

(所要 M/M) 

る。 

測量局(5 名)：基盤地理情報

部でデータ販売を担当す

る職員 

する。 

・その結果を対利用者マニュアルと

してまとめさせる。 

(3) DTM/DSM から各種

主題図（縦横断図、

陰影図、等高線図、

標高段彩図、鳥瞰図、

傾斜区分図、差分図）

を作成することがで

きる。 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び基盤

地理情報部職員 

・課題の手順書等への反映指導 

 
各種手順書改訂版 0.10 M/M 

（3 日） 

(4) DTM/DSM から任意

の地形変化量（堆砂

変化量等）に関する

解析を行うことがで

きる。 

測量局（6 名）：地形調査・

土地利用管理部及び基盤

地理情報部職員 

・課題の手順書等への反映指導 

 

手順書改訂版 0.17 M/M 

（5 日） 

移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 

(5) 洪水リスクに関連す

る現状と地形的課

題、および DEM 利用

による洪水対策の取

り組みを理解する。 

(1)と同様の参加者 60 名 

講師の指導下で洪水対策への数値標 

高モデルの利用に関して説明したパ 

ンフレットを作成してその内容をセ 

ミナーにおいて説明する。 

・「東部タライ地域にお

ける河川と洪水の現状」

及び「DEM 利用による洪

水対策の取り組み」に関

するパンフレット 

0.13M/M 

（4 日） 

移動［羽田→

カトマンズ］

含む 

（6）洪水対策の関連組織

から地形・地理変化

に関する情報の測量

局へのフィードバッ

クが重要であること

がこれらの機関に認

数値標高モデル更新と維持管理に関

し、防災関連組織からフィードバッ

クされる地形・地理変化情報につい

てパンフレットを作成して、その内

容をセミナーにおいて説明する。 

・「数値標高モデル更新

における防災関連組織

からのフィードバック

される地形情報」に関す

るパンフレット 

0.17 M/M 

（5 日） 

移動［カトマ

ンズ→羽田］

含む 
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成果 

対象者 
活動 成果品 

実施リソース

(所要 M/M) 

知される。 

(1)と同様の参加者 60 名 

 

6. 実施リソースの調達 

6-1 成果1 数値標高モデル維持管理（数値標高モデル維持管理能力の定着） 

各活動についての実施リソースの調達は下表のとおりである。 
 

表 成果 1 実施リソースの調達一覧表 
活動 実施リソースの調達 

ドローン写真測量によ

る数値標高モデルの作

成・更新 

 日本人コンサルタントが講師となり、測量局職員による数値標高モデル

作成のための機材操作・運用・手順書作成を指導 
 数値標高モデル引渡し1カ月前に0.67M/M、前期終了約1カ月後に0.57/M 

点群データ処理  日本人コンサルタントが講師となり、測量局職員によるレーザ点群デー

タ処理のための機材操作・運用・手順書作成を指導 
 数値標高モデル引渡し 1 カ月前に 0.47M/M、前期終了約 1 カ月後に

0.30M/M 

 
本プロジェクトにより調達される機材の中で、ドローンは測量に特化したものではないものの、

測量目的で使うため、測量の中でも特に写真測量の知識を有していることが求められる。また、

ドローンを活用した数値標高モデルの維持管理を行うためには、本プロジェクトで実施される航

空レーザ測量による数値標高モデルとの作成手法の違いや、それぞれの特性を十分理解した上で

ドローンを運用する必要がある。 
以上から、数値地形モデルの維持管理に係るソフトコンポーネントのための実施リソースは、

航空測量の実務経験が豊富でドローンを始めとした最新の測量・計測技術にも精通していると共

に、ネパールにおける活用方法を理解している受注コンサルタントによる直接支援型が適切であ

ると判断する。 
 

6-2 成果2 数値標高モデル利活用促進（数値標高モデル利用体制の強化） 

各活動についての実施リソースの調達は次表のとおりである。 
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表 成果 2 実施リソースの調達一覧表 
活動 実施リソースの調達 

セミナーの開催 ・日本人コンサルタントが測量局職員と協力して実施する。 

・数値標高モデル引渡し 3 カ月前に 0.20M/M、数値標高モデル引渡し 3 カ

月後に 0.30M/M 
パンフレットの作成 

測量局提供担当者への

指導 

・日本人コンサルタントが実施する。 

・プロジェクト終了時に 0.10M/M 

DTM/DSMからの各種主

題図の作成 
・日本人コンサルタントが指導する。 
・数値標高モデル引渡し 3 カ月前に 0.10M/M、数値標高モデル引渡し 3 カ

月後に 0.10M/M 

DTM/DSM の解析 ・日本人コンサルタントが指導する。 

・数値標高モデル引渡し 3 カ月前に 0.13M/M、数値標高モデル引渡し 3 カ

月後に 0.17M/M 

洪水リスクの地形的課題と

DEM の洪水対策への利用に

ついて理解 

・日本人コンサルタントが測量局職員と協力して実施する。 

・数値標高モデル引渡し 3 カ月前に 0.17M/M、数値標高モデル引渡し 3 カ

月後に 0.13M/M 

洪水対策に必要とされる地

形変化情報に関する関連組

織からのフィードバックの

重要性の認知 

・日本人コンサルタントが測量局職員と協力して実施する。 

・数値標高モデル引渡し 3 カ月前に 0.23M/M、数値標高モデル引渡し 3 カ

月後に 0.17M/M 

  
ネパール政府機関は、相互の情報交換が必ずしも活発でないので、日本人コンサルタントの媒

介により測量局と水文・気象局や水資源灌漑局などの詳細数値地形モデル利用想定機関を一堂に

会するセミナーを開催し、利用促進を図る必要がある。また、これまでも測量局はデジタル地理

空間情報を提供しているが、より利用者の立場にたったデータ提供により詳細数値地形図の利用

促進を図る必要がある。このような観点は測量局には不足しがちであるので、日本人コンサルタ

ントによる支援が不可欠である。 
また、DTM/DSM を用いた基礎的かつ一般的な利用・解析方法について、経験豊富な日本人コ

ンサルタントが測量局職員に指導する必要がある。 

7. 実施工程 

7-1 成果1 数値標高モデル維持管理（数値標高モデル維持管理能力の定着 

 数値標高モデル維持管理の活動は前期と後期に分けて行う。前期は数値標高モデルの引き渡し

1 か月前に、測量を目的としたドローンの応用的運用（撮影計画、現地作業、データ解析）、及び

航空レーザデータの処理、各種データの作成について、指導及び実習を行う。航空レーザデータ

の処理については、本プロジェクトのデータを用いて行う。以上には洪水対策の視点からの更新・

維持管理に必要な知識の習得を含む。 
 前期から約 1 か月後に後期を実施し、前期で与えた課題の実施状況の確認及び検証、並びに運
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引き渡し 

0.87MM 

0.43MM 0.67MM 

1.13MM 

0.40MM 0.30MM 

用時の課題抽出とそれに伴う手順書の更新を行い、測量局の実態に則し、かつ持続性の高い運用

技術の移転を行う。 
 

7-2 成果2 数値標高モデル利活用促進（数値標高モデル利用体制の強化） 

 数値標高モデル利活用促進の活動は前期と後期に分けて行う。前期は引き渡し約 3 か月前にセ

ミナー開催準備、詳細数値標高モデルのパンフレット準備を行う。詳細数値標高モデルを利用し

た主題図作成や解析については、成果品引渡し前であるが、手法としては同一なので、仮データ

もしくは他地域のデータを用いて行う。また東部タライ地域での洪水リスクの現状と洪水対策に

関する数値標高モデルの利活用、および更新・維持管理のために必要となる地形変化について理

解する。 
 前期から約 3 か月後に、セミナーを開催し、パンフレットを完成させる。また、測量局詳細数

値標高モデル提供担当者に対し、利用者への詳細数値標高モデルの説明を円滑に行うための指導

を行う。さらに、詳細数値標高モデルを用いた主題図作成及び解析については、成果品を用いた

作成実習を通じて手順書を更新する。セミナーでは、DEM の洪水対策への利用、および DEM 更

新に際しては洪水対策を担当する機関からの河川地域での地形変化情報のフィードバックが重要

となることについてプレゼンを行う。 
 

表 ソフトコンポーネント実施工程表 
年 2021 2022 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

据
付
工
事 

初期操作指導及び運用指導 

（調達業者実施） 

                     

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

数値標高モデル維持管理 

成果 1 

                     

数値標高モデル利活用促進 

成果 2 
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8. ソフトコンポーネントの成果品 

本ソフトコンポーネントの成果品一覧を以下に示す 
 

表 ソフトコンポーネント成果品一覧 
成果 成果品 

成果 1 数値標高モデル

維持管理 
1-1 ドローン写真測量に

よる数値標高モデルの作

成・更新 

1)実習エリアの測量結果 

①調整計算結果、②点群データ、③オルソフォト 
2)ドローン運用手順書（操縦、メンテナンス、安全対策等） 

3)ドローン写真測量による数値標高モデル作成手順書 
4)ドローン写真測量による数値標高モデル更新手順書 

5)数値標高モデル維持管理手順書 

6) 洪水対策のための数値標高モデル更新・維持管理手順書 
7) 課題エリアの測量結果 

①調整計算結果、②点群データ、③オルソフォト 

成果 1 数値標高モデル

維持管理 

1-2 点群データ処理 

1) 実習エリアの各種データ 

①グラウンドデータ、②グリッドデータ、③等高線データ 

2)グラウンドデータ抽出手順書 
3)グリッドデータ作成手順書 

4)等高線データ作成手順書 
5) 実習エリアの各種データ 

①グラウンドデータ、②グリッドデータ、③等高線データ 

成果 2 数値標高モデル

利活用促進 
1)詳細数値標高モデルに関するパンフレット(案) 
2)数値標高モデルを使用した主題図作成手順書 

3)堆砂変化量に関する解析手順書 
4)「東部タライ地域における河川と洪水の現状」及び「数値標高モデル

利用による洪水対策の取り組み」に関する説明書 

5)防災に必要とされる地形変化に関する関連組織からの情報のフィード

バックのための手順書 

6)セミナーの効果に関する調査結果 
 ①関係機関へ認知度に関するアンケート調査結果、②報道内容、頻度

の調査結果、③詳細数値標高モデルに関するパンフレット 

7)対利用者詳細数値標高モデル説明マニュアル 
8「東部タライ地域における河川と洪水の現状」及び「数値標高モデル利

用による洪水対策の取り組み」に関するパンフレット 
9)数値標高モデル更新における防災関連組織からのフィードバックされ

る地形情報に関するパンフレット 
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9. 概略事業費 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

10. 相手国側の責務 

（1） ソフトコンポーネント実施に関する協力 
 本ソフトコンポーネントの実施に関する責任者の選任及び受講者の選定。 
 本ソフトコンポーネントの実施場所の提供。 
 座学用プロジェクター、スクリーンなどの提供 
 測量局が今回の無償資金協力で供与された数値標高モデル情報と周辺機器の活用 
 日本人コンサルタントへの協力 

 
 

（2） 管理体制の確立 
 本ソフトコンポーネントを受講した職員を中心に詳細数値標高モデル利活用促進が継続

的に実施され、習得内容が長期的に継承される。 
 
 

（3） 定期点検などの実施 
成果品として作成された計画書、手順書等を活用し、継続的に日常点検、定期点検及び不

具合への対応を実施する。それら作業の実施を通じ、運用・維持管理技術の向上を図る。手

順書等は適時見直しを行い、必要に応じ改版を作成する。すなわち、PDCA サイクルによる

運用・維持管理を行うことにより、適切な計画書、手順書類が継続的に整備される。 
 
（4）  予算の確保 

上記活動に係る予算を継続的に確保する。 
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資料 6-1 国土法（Land (Survey and Measurement) Act, 2019 (1963)） 
※「11E Power to give permission to make survey and mapping」参照 
 

資料 6-2 平成 20 年 3 月 31 日 国土交通省告示第 413 号 作業規程の準則 

(1) 基準点測量 

(2) 水準測量 

(3) 航空レーザ測量 
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11D.73 Aerial survey, map publication etc. may be made by obtaining 

approval: Notwithstanding anything contained in the other Sections of 

this Act, if any person, other than the prescribed authority, wishes to make 

an aerial survey, use the control stations set up by the Government of 

Nepal, publish maps prepared by the Government of Nepal or sell maps 

published abroad within ……Nepal74 such a person may do so, subject to 

the observance of the prescribed terms and conditions. 

Provided that, no map published in aboard shall be sold in Nepal if it 

contradicts with the map prepared by Government of Nepal. 

11E. 75 Power to give permission to make survey and mapping:  (1)   The 

Government of Nepal may give permission to any person or body to carry 

out acts of survey and mapping as prescribed, subject to the survey and 

measurement made pursuant to this Act. 

(2) The matters relating to the fees leviable for the issuance of

permission pursuant to Sub-section (1), the terms and conditions to be 

observed by the permission holder person or body and other relevant 

matters shall be as prescribed. 

12. Penalties: (1) If, in making survey and measurement or setting up control

point stations, any person obstructs, or causes someone to obstruct, the

survey and measurement of land or setting up of such stations by

disfiguring fences or signals, instigating people or manhandling or

otherwise, the prescribed authority may punish such a person making such

obstruction with a fine of up to Fifty Rupees for the first time, of Fifty to

One Hundred Rupees for the second time and of One Hundred to Five

73  Inserted by the Eighth Amendment.
74 Amended by the Republic Strengthening and Some Nepal Laws Amendment Act, 2066.
75  Inserted by the Eighth Amendment.

資料6-1　国土法（Land (Survey and Measurement) Act, 2019 (1963)） 

A6-1



第２編 基準点測量 

第１章 通 則 

第１節 要 旨 

（要 旨） 

第１８条  本編は基準点測量の作業方法等を定めるものとする。 

２ 「基準点測量」とは、既知点に基づき、基準点の位置又は標高を定める作業をいう。 

３ 「基準点」とは、測量の基準とするために設置された測量標であって、位置に関する数値的な成果を

有するものをいう。 

４ 「既知点」とは、既設の基準点（以下「既設点」という。）であって、基準点測量の実施に際してそ

の成果が与件として用いられるものをいう。 

５  「改測点」とは、基準点測量により改測される既設点であって、既知点以外のものをいう。 

６  「新点」とは、基準点測量により新設される基準点（以下「新設点」という。）及び改測点をいう。 

（基準点測量の区分） 

第１９条  基準点測量は、水準測量を除く狭義の基準点測量（以下「基準点測量」という。）と水準測量

とに区分するものとする。 

２ 基準点は、基準点測量によって設置される狭義の基準点（以下「基準点」という。）と水準測量によ

って設置される水準点とに区分するものとする。 

第２節 製品仕様書の記載事項 

（製品仕様書） 

第２０条 製品仕様書は当該基準点測量又は水準測量の概覧、適用範囲、データ製品識別、データ内容及

び構造、参照系、データ品質、データ製品配布、メタデータ等について体系的に記載するものとする。 

資料6-2　平成20年3月31日　国土交通省告示第413号　作業規程の準則 

A6-2

15479
テキスト ボックス
(1)基準点測量



第２章 基準点測量 

 

第１節 要 旨 

（要 旨） 

第２１条  「基準点測量」とは、既知点に基づき、新点である基準点の位置を定める作業をいう。 

２ 基準点測量は、既知点の種類、既知点間の距離及び新点間の距離に応じて、１級基準点測量、２級基

準点測量、３級基準点測量及び４級基準点測量に区分するものとする。 

３ １級基準点測量により設置される基準点を１級基準点、２級基準点測量により設置される基準点を２

級基準点、３級基準点測量により設置される基準点を３級基準点及び４級基準点測量により設置される

基準点を４級基準点という。 

４ ＧＮＳＳとは、人工衛星からの信号を用いて位置を決定する衛星測位システムの総称をいい、ＧＰＳ、

準天頂衛星システム、ＧＬＯＮＡＳＳ、Ｇａｌｉｌｅｏ等の衛星測位システムがある。ＧＮＳＳ測量に

おいては、ＧＰＳ、準天頂衛星システム及びＧＬＯＮＡＳＳを適用する。なお、準天頂衛星は、ＧＰＳ

衛星と同等の衛星として扱うことができるものとし、これらの衛星をＧＰＳ・準天頂衛星と表記する。 

（既知点の種類等） 

第２２条 前条第２項に規定する基準点測量の各区分における既知点の種類、既知点間の距離及び新点間

の距離は、次表を標準とする。 

 

       区 分 

 項  目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

既 知 点 の 種 類 

電子基準点 

一～四等三角点 

１級基準点 

電子基準点 

一～四等三角点 

１～２級基準点 

電子基準点 

一～四等三角点 

１～２級基準点 

電子基準点 

一～四等三角点

１～３級基準点

既知点間距離（ｍ） 4,000  2,000  1,500  500  

新点間距離（ｍ） 1,000  500  200  50  

 

２ 基本測量又は前項の区分によらない公共測量により設置した既設点を既知点として用いる場合は、当

該既設点を設置した測量が前項のどの区分に相当するかを特定の上、前項の規定に従い使用することが

できる。 

３ １級基準点測量及び２級基準点測量においては、既知点を電子基準点（付属標を除く。以下同じ。）の

みとすることができる。この場合、既知点間の距離の制限は適用しない。ただし、既知点とする電子基

準点は、作業地域近傍のものを使用するものとする。 

４ ３級基準点測量及び４級基準点測量における既知点は、厳密水平網平均計算及び厳密高低網平均計算

又は三次元網平均計算により設置された同級の基準点を既知点とすることができる。ただし、この場合

においては、使用する既知点数の２分の１以下とする。 

（基準点測量の方式） 

第２３条  基準点測量は、次の方式を標準とする。 

一 １級基準点測量及び２級基準点測量は、原則として、結合多角方式により行うものとする｡  

二 ３級基準点測量及び４級基準点測量は、結合多角方式又は単路線方式により行うものとする。 

２ 結合多角方式の作業方法は、次表を標準とする。 
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       区 分  

 項 目  
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量

結 

合 

多 

角 

方 

式 
 

１個の多角網にお

け る 既 知 点 数

 
 （端数切上げ） ３点以上 

電子基準点のみを既知点とする場合は

２点以上とする。 

 

――― ――― 

単位多角形の辺数 10 辺以下 12 辺以下 ――― ――― 

路 線 の 辺 数

５辺以下 ６辺以下 

７辺以下 
10 辺以下 

（15辺以下） 

伐採樹木及び地形の状況等によって

は､計画機関の承認を得て辺数を増や

すことができる。 

節 点 間 の 距 離 250ｍ以上 150ｍ以上 70ｍ以上 20ｍ以上 

路  線  長 

３km 以下 ２km以下 

１km以下 
500ｍ以下 

（700ｍ以下）

ＧＮＳＳ測量機を使用する場合は５km

以下とする。ただし、電子基準点のみ

を既知点とする場合はこの限りでな

い。 

偏 心 距 離 の 制 限

Ｓ／ｅ≧６  Ｓ：測点間距離 

ｅ：偏心距離  

電子基準点のみを既知点とする場合は、Ｓを新点間の距離とし、新点を１点

設置する場合の偏心距離は、この式によらず 100ｍ以内を標準とする。   

路 線 図 形

多角網の外周路線に属する新点は､外

周路線に属する隣接既知点を結ぶ直線

から外側 40 ﾟ以下の地域内に選点する

ものとし、路線の中の夾角は､60 ﾟ以上

とする｡ただし､地形の状況によりやむ

を得ないときは､この限りでない｡ 

同   左 

50 ﾟ以下 

 

同   左 

60 ﾟ以上 

平 均 次 数 ――― ――― 
簡易水平網平均計算を行う場合は

平均次数を２次までとする｡ 

備      考 

１．「路線」とは、既知点から他の既知点まで、既知点から交点まで又は交

点から他の交点までをいう。 

２．「単位多角形」とは、路線によって多角形が形成され、その内部に路線

をもたない多角形をいう。 

３．３～４級基準点測量において、条件式による簡易水平網平均計算を行う

場合は､方向角の取付を行うものとする。 

４．４級基準点測量のうち、電子基準点のみを既知点として設置した一～四

等三角点、１級基準点、２級基準点や電子基準点を既知点とし、かつ、第

３５条第２項による機器を使用する場合は、路線の辺数及び路線長につい

て（ ）内を標準とすることができる。 

以上
５

新点数
２

A6-4



３ 単路線方式の作業方法は、次表を標準とする。 

 

       区 分 

 項 目  
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

単 

路 

線 

方 

式 

方向角の取付 
既知点の１点以上において方向角の取付を行う｡ただし､ＧＮＳＳ測量機を使用す

る場合は､方向角の取付は省略する。 

路 線 の 辺 数 ７辺以下 ８辺以下 10 辺以下 
15 辺以下 

（20辺以下） 

新 点 の 数 ２点以下 ３点以下 ――― ――― 

路 線 長 

５km以下 ３km以下 

1.5km 以下 
700ｍ以下 

（1km 以下） 
電子基準点のみを既知点とする場合はこ

の限りでない。 

路 線 図 形 

新点は､両既知点を結ぶ直線から両側 40 ﾟ

以下の地域内に選点するものとし、路線の

中の夾角は､60 ﾟ以上とする｡ただし､地形

の状況によりやむを得ないときは､この限

りでない｡ 

同   左 

50 ﾟ以下 

 

同   左 

60 ﾟ以上 

準 用 規 定 

節点間の距離､偏心距離の制限､平均次数､路線の辺数の制限緩和及びＧＮＳＳ測

量機を使用する場合の路線長の制限緩和は、結合多角方式の各々の項目の規定を

準用する｡ 

備      考 

１．１級基準点測量、２級基準点測量は、やむを得ない場合に限り単路線方式に

より行うことができる。 

２． ４級基準点測量のうち、電子基準点のみを既知点として設置した一～四等三

角点、１級基準点、２級基準点や電子基準点を既知点とし、かつ、第３５条第

２項による機器を使用する場合は、路線の辺数及び路線長について（ ）内を

標準とすることができる。 

 

（工程別作業区分及び順序） 

第２４条  工程別作業区分及び順序は、次のとおりとする。 

  一 作業計画 

  二 選点 

  三 測量標の設置 

  四 観測 

  五 計算 

  六 品質評価 

 七 成果等の整理 

 

第２節 作業計画 

（要 旨） 

第２５条 作業計画は、第１１条の規定によるほか、地形図上で新点の概略位置を決定し、平均計画図を

作成するものとする。 
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第３節  選 点 

（要 旨） 

第２６条  本章において「選点」とは、平均計画図に基づき、現地において既知点（電子基準点を除く。）

の現況を調査するとともに、新点の位置を選定し、選点図及び平均図を作成する作業をいう。 

（既知点の現況調査） 

第２７条  既知点の現況調査は、異常の有無等を確認し、基準点現況調査報告書を作成するものとする。 

（新点の選定） 

第２８条  新点は、後続作業における利用等を考慮し、適切な位置に選定するものとする。 

（建標承諾書等） 

第２９条  計画機関が所有権又は管理権を有する土地以外の土地に永久標識を設置しようとするときは、

当該土地の所有者又は管理者から建標承諾書等により承諾を得なければならない。 

（選点図及び平均図の作成） 

第３０条  新点の位置を選定したときは、その位置及び視通線等を地形図に記入し、選点図を作成するも

のとする。 

２ 平均図は、選点図に基づいて作成し、計画機関の承認を得るものとする。 

 

第４節  測量標の設置 

（要 旨） 

第３１条  本章において「測量標の設置」とは、新設点の位置に永久標識等を設ける作業をいう。 

（永久標識の設置） 

第３２条 新設点の位置には、原則として、永久標識を設置し、測量標設置位置通知書（法第３９条で読

み替える法第２１条第１項に基づき通知する文書をいう。以下同じ。）を作成するものとする。 

２ 永久標識の規格及び設置方法は、付録５によるものとする。 

３ 設置した永久標識については、写真等により記録するものとする。 

４ 永久標識には、必要に応じ固有番号等を記録したＩＣタグを取り付けることができる。 

５ ３級基準点及び４級基準点には、標杭を用いることができる。 

（点の記の作成） 

第３３条  設置した永久標識については、点の記を作成するものとする。 

２ 電子基準点のみを既知点として設置した永久標識は、点の記の備考欄に「電子基準点のみを既知点と

した基準点」と記入するものとする。 

 

第５節  観 測 

（要 旨） 

第３４条  本章において「観測」とは、平均図等に基づき、トータルステーション（データコレクタを含

む。以下「ＴＳ」という。）、セオドライト、測距儀等（以下「ＴＳ等」という。）を用いて、関係点

間の水平角、鉛直角、距離等を観測する作業（以下「ＴＳ等観測」という。）及びＧＮＳＳ測量機を用

いて、ＧＮＳＳ衛星からの電波を受信し、位相データ等を記録する作業（以下「ＧＮＳＳ観測」という。）

をいう。 

２ 観測は、ＴＳ等及びＧＮＳＳ測量機を併用することができる。 

３ 観測に当たっては、必要に応じ、測標水準測量を行うものとする。 

（機 器） 

第３５条 観測に使用する機器は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上のものを標準とする。 
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 機   器 性    能 摘   要 

１級トータルステーション 

別表１による 

 

１ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

２級トータルステーション ２ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

３級トータルステーション ４ 級 基 準 点 測 量 

１級ＧＮＳＳ測量機 １ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

２級ＧＮＳＳ測量機 １ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

１級セオドライト １ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

２級セオドライト ２ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

３級セオドライト ４ 級 基 準 点 測 量 

測 距 儀 １ ～ ４ 級 基 準 点 測 量 

３級レベル 測 標 水 準 測 量 

２ 級 標 尺 測 標 水 準 測 量 

鋼 巻 尺 ＪＩＳ １級 ――― 

 
２ ４級基準点測量において、第２３条第２項の路線の辺数１５辺以下、路線長７００メートル以下又は

同条第３項の路線の辺数２０辺以下、路線長１キロメートル以下を適用する場合は、前項の規定によら

ず、次のいずれかの機器を使用して行うものとする。 

 一 ２級以上の性能を有するトータルステーション 

 二 ２級以上の性能を有するＧＮＳＳ測量機 

 三 ２級以上の性能を有するセオドライト及び測距儀 

（機器の点検及び調整） 

第３６条 観測に使用する機器の点検は、観測着手前及び観測期間中に適宜行い、必要に応じて機器の調

整を行うものとする。 

（観測の実施） 

第３７条  観測に当たり、計画機関の承認を得た平均図に基づき、観測図を作成するものとする。 

２ 観測は、平均図等に基づき、次に定めるところにより行うものとする。 

一 ＴＳ等観測の方法は、次表のとおりとする。ただし、水平角観測において、目盛変更が不可能な機

器は、１対回の繰り返し観測を行うものとする。 

 

 

   区分 

 

項目 

１級基準点測量 

２級基準点測量 

３級基準点測量 ４級基準点測量
１級トータルステ

ーション、 

１級セオドライト

２級トータルステ

ーション、 

２級セオドライト

水
平
角
観
測

読定単位   １″   １″  10″  10″  20″ 

対 回 数 ２ ２ ３ ２ ２ 

水平目盛

位  置 
0°、90° 0°、90° 0°、60°、120° 0°、90° 0°、90° 
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鉛
直
角
観
測 

読定単位   １″   １″  10″  10″  20″ 

対 回 数 １ １ １ １ １ 

距
離
測
定 

読定単位   １mm   １mm   １mm   １mm   １mm 

セット数 ２ ２ ２ ２ ２ 

 

イ 器械高、反射鏡高及び目標高は、ミリメートル位まで測定するものとする。 

ロ ＴＳを使用する場合は、水平角観測、鉛直角観測及び距離測定は、１視準で同時に行うことを原

則とするものとする。 

ハ 水平角観測は、１視準１読定、望遠鏡正及び反の観測を１対回とする。 

ニ 鉛直角観測は、１視準１読定、望遠鏡正及び反の観測を１対回とする。 

ホ 距離測定は、１視準２読定を１セットとする。 

ヘ 距離測定に伴う気温及び気圧（本章において「気象」という。）の測定は、次のとおり行うもの

とする。 

（１） ＴＳ又は測距儀を整置した測点（以下「観測点」という。）で行うものとする。ただし、

３級基準点測量及び４級基準点測量においては、気圧の測定を行わず、標準大気圧を用いて

気象補正を行うことができる。 

（２） 気象の測定は、距離測定の開始直前又は終了直後に行うものとする。 

（３） 観測点と反射鏡を整置した測点（以下「反射点」という。）の標高差が４００メートル以

上のときは、観測点及び反射点の気象を測定するものとする。ただし、反射点の気象は、計

算により求めることができる。 

ト 水平角観測において、対回内の観測方向数は、５方向以下とする。 

チ 観測値の記録は、データコレクタを用いるものとする。ただし、データコレクタを用いない場合

は、観測手簿に記載するものとする。 

リ ＴＳを使用した場合で、水平角観測の必要対回数に合せ、取得された鉛直角観測値及び距離測定

値は、すべて採用し、その平均値を用いることができる。 

二 ＧＮＳＳ観測は、次により行うものとする。 

イ 観測距離が１０キロメートル以上の観測は、１級ＧＮＳＳ測量機により２周波で行う。ただし、

２級ＧＮＳＳ測量機を使用する場合には、観測距離を１０キロメートル未満になるよう節点を設け

行うことができる。 

ロ 観測距離が１０キロメートル未満の観測は、２級以上の性能を有するＧＮＳＳ測量機により１周

波で行う。ただし、１級ＧＮＳＳ測量機による場合は２周波で行うことができる。 

 

観 測 方 法 観測時間 データ取得間隔 摘    要 

ス タ テ ィ ッ ク 法  

120 分以上 30 秒以下 １～２級基準点測量（10km 以上）

60分以上 30 秒以下 
１～２級基準点測量（10km 未満）

３ ～ ４ 級 基 準 点 測 量

短縮スタティック法 20 分以上 15 秒以下 ３ ～ ４ 級 基 準 点 測 量

ハ ＧＮＳＳ観測の方法は、次表を標準とする。
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キネマティック法  10 秒以上※１ ５秒以下 ３ ～ ４ 級 基 準 点 測 量

ＲＴＫ法 ※３ 10 秒以上※２ １秒 ３ ～ ４ 級 基 準 点 測 量

ネットワーク型ＲＴＫ法 

※３
10秒以上※２ １秒 ３ ～ ４ 級 基 準 点 測 量

備 考 

※１ １０エポック以上のデータが取得できる時間とする。 

※２ ＦＩＸ解を得てから１０エポック以上のデータが取得できる時間とする。 

※３ 後処理で解析を行う場合も含めるものとする。 

 

 

ニ 観測方法による使用衛星数は、次表を標準とする。 

 

           観測方法 

 

 

ＧＮＳＳ衛星の組合せ 

スタティック法 

短縮スタティック法 

キネマティック法 

ＲＴＫ法 

ネットワーク型ＲＴＫ法 

ＧＰＳ・準天頂衛星 ４衛星以上 ５衛星以上 

ＧＰＳ・準天頂衛星 

及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星 
５衛星以上 ６衛星以上 

摘  要 

１．ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡ

ＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いること。 

２．スタティック法による１０㎞以上の観測では、ＧＰＳ・準天頂衛星を用いて観測す

る場合は５衛星以上とし、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測

する場合は６衛星以上とする。 

 

ホ アンテナ高は、ミリメートル位まで測定するものとする。 

ヘ 標高の取付観測において、距離が５００メートル以下の場合は､楕円体高の差を高低差として使用

できる。 

ト ＧＮＳＳ衛星の作動状態、飛来情報等を考慮し、片寄った配置の使用は避けるものとする。 

チ ＧＮＳＳ衛星の 低高度角は１５度を標準とする。 

リ スタティック法及び短縮スタティック法については、次のとおり行うものとする。 

（１） スタティック法は、複数の観測点にＧＮＳＳ測量機を整置して、同時にＧＮＳＳ衛星から

の信号を受信し、それに基づく基線解析により、観測点間の基線ベクトルを求める観測方法

である。 

（２） 短縮スタティック法は、複数の観測点にＧＮＳＳ測量機を整置して、同時にＧＮＳＳ衛星

からの信号を受信し、観測時間を短縮するため、基線解析において衛星の組合せを多数作る

などの処理を行い、観測点間の基線ベクトルを求める観測方法である。 

（３） 観測図の作成は、同時に複数のＧＮＳＳ測量機を用いて行う観測（以下「セッション」と

いう。）計画を記入するものとする。 

   （４） 電子基準点のみを既知点とする場合以外の観測は、既知点及び新点を結合する多角路線が 

      閉じた多角形となるように形成させ、次のいずれかにより行うものとする。 

   （ⅰ）異なるセッションの組み合わせによる点検のための多角形を形成し、観測を行う。 

   （ⅱ）異なるセッションによる点検のため、１辺以上の重複観測を行う。 
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   （５） 電子基準点のみを既知点とする場合の観測は、使用する全ての電子基準点で他の１つ以上  

      の電子基準点と結合する路線を形成させ、行うものとする。電子基準点間の結合の点検路線 

      に含まれないセッションについては（４）の（ⅰ）又は（ⅱ）によるものとする。 

（６） スタティック法及び短縮スタティック法におけるアンテナ高の測定は、ＧＮＳＳアンテナ

底面までとする。なお、アンテナ高は標識上面からＧＮＳＳアンテナ底面までの距離を垂直

に測定することを標準とする。 

ヌ キネマティック法は、基準となるＧＮＳＳ測量機を整置する観測点（以下「固定局」という。）

及び移動する観測点（以下「移動局」という。）で、同時にＧＮＳＳ衛星からの信号を受信して初

期化（整数値バイアスの決定）などに必要な観測を行う。その後、移動局を複数の観測点に次々と

移動して観測を行い、それに基づき固定局と移動局の間の基線ベクトルを求める観測方法である。

なお、初期化及び基線解析は、観測終了後に行う。 

ル ＲＴＫ法は、固定局及び移動局で同時にＧＮＳＳ衛星からの信号を受信し、固定局で取得した信

号を、無線装置等を用いて移動局に転送し、移動局側において即時に基線解析を行うことで、固定

局と移動局の間の基線ベクトルを求める。その後、移動局を複数の観測点に次々と移動して、固定

局と移動局の間の基線ベクトルを即時に求める観測方法である。なお、基線ベクトルを求める方法

は、直接観測法又は間接観測法による。 

（１） 直接観測法は、固定局及び移動局で同時にＧＮＳＳ衛星からの信号を受信し、基線解析に

より固定局と移動局の間の基線ベクトルを求める観測方法である。直接観測法による観測距

離は、５００メートル以内を標準とする。 

（２） 間接観測法は、固定局及び２か所以上の移動局で同時にＧＮＳＳ衛星からの信号を受信し、

基線解析により得られた２つの基線ベクトルの差を用いて移動局間の基線ベクトルを求める

観測方法である。間接観測法による固定局と移動局の間の距離は１０キロメートル以内とし、

間接的に求める移動局間の距離は５００メートル以内を標準とする。 

ヲ ネットワーク型ＲＴＫ法は、配信事業者（国土地理院の電子基準点網の観測データ配信を受けて

いる者、又は３点以上の電子基準点を基に、測量に利用できる形式でデータを配信している者をい

う。以下同じ。）で算出された補正データ等又は面補正パラメータを、携帯電話等の通信回線を介

して移動局で受信すると同時に、移動局でＧＮＳＳ衛星からの信号を受信し、移動局側において即

時に解析処理を行って位置を求める。その後、複数の観測点に次々と移動して移動局の位置を即時

に求める観測方法である。 

観測終了後に配信事業者から補正データ等又は面補正パラメータを取得することで、後処理によ

り解析処理を行うことができるものとする。なお、基線ベクトルを求める方法は、直接観測法又は

間接観測法による。 

 

（１） 直接観測法は、配信事業者で算出された移動局近傍の任意地点の補正データ等と移動局の

観測データを用いて、基線解析により基線ベクトルを求める観測方法である。 

（２） 間接観測法は、次の方式により基線ベクトルを求める観測方法である。 

（ⅰ） ２台同時観測方式による間接観測法は、２か所の移動局で同時観測を行い、得られたそ

れぞれの三次元直交座標の差から移動局間の基線ベクトルを求める。 

（ⅱ） １台準同時観測方式による間接観測法は、移動局で得られた三次元直交座標とその後、

速やかに移動局を他の観測点に移動して観測を行い、得られたそれぞれの三次元直交座標

の差から移動局間の基線ベクトルを求める。なお、観測は、速やかに行うとともに、必ず

往復観測（同方向の観測も可）を行い、重複による基線ベクトルの点検を実施する。 

三 測標水準測量は、次のいずれかの方式により行うものとする。 

イ 直接水準測量は、４級水準測量に準じて行うものとする。 
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ロ 間接水準測量は、次のとおり行うものとする。 

（１） 器械高､反射鏡高及び目標高は、ミリメートル位まで測定するものとする。 

（２） 間接水準測量区間の一端に２つの固定点を設け、鉛直角観測及び距離測定を行うものとす

る。 

（３） 間接水準測量における環の閉合差の許容範囲は、３センチメートルに観測距離（キロメー

トル単位とする。）を乗じたものとする。ただし、観測距離が１キロメートル未満における

許容範囲は３センチメートルとする。 

（４） 鉛直角観測及び距離測定は、距離が５００メートル以上のときは１級基準点測量、距離が

５００メートル未満のときは２級基準点測量に準じて行うものとする。ただし、鉛直角観測

は３対回とし、できるだけ正方向及び反方向の同時観測を行うものとする。 

（５） 間接水準測量区間の距離は、２キロメートル以下とする。 

（観測値の点検及び再測） 

第３８条  観測値について点検を行い、許容範囲を超えた場合は、再測するものとする。 

 一 ＴＳ等による許容範囲は、次表を標準とする。 

 

       区  分 

 

 項  目 

１級基準点測量 

２級基準点測量 

３級基準点測量 ４級基準点測量
１級トータルス

テーション、 

１級セオドライ

ト 

２級トータル

ステーション、

２級セオドラ

イト 

水

平

角

観

測 

倍 角 差 15″ 20″ 30″ 30″ 60″ 

観 測 差 ８″ 10″ 20″ 20″ 40″ 

鉛

直

角

観

測 

高 度 定 数 の 

較 差 
10″ 15″ 30″ 30″ 60″ 

距

離

測

定 

１セット内の 

測定値の較差 
20 ㎜ 20 ㎜ 20 ㎜ 20 ㎜ 20 ㎜ 

各セットの  

平均値の較差 
20 ㎜ 20 ㎜ 20 ㎜ 20 ㎜ 20 ㎜ 

測

標

水

準 

往復観測値の 

較 差 

     

Ｓ20mm Ｓ20mm Ｓ20mm Ｓ20mm Ｓ20mm
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備  考  Ｓは観測距離（片道、km単位）とする。 

 

二 ＧＮＳＳ観測による基線解析の結果はＦＩＸ解とする。 

（偏心要素の測定） 

第３９条  基準点で直接に観測ができない場合は、偏心点を設け、偏心要素を測定し、許容範囲を超えた

場合は再測するものとする。 

一 ＧＮＳＳ観測において、偏心要素のための零方向の視通が確保できない場合は、方位点を設置する

ことができる。 

二 ＧＮＳＳ観測における方位点の設置距離は２００メートル以上とし、偏心距離の４倍以上を標準と

する。なお、観測は第３７条第２項第二号の規定を準用する。 

三 偏心角の測定は、次表を標準とする。 

偏心距離 機器及び測定方法 測定単位 点検項目・許容範囲 

30㎝未満 
偏心測定紙に方向線を引き、分度器によ

って偏心角を測定する。 
1° ――― 

30cm以上 

２ｍ未満 

偏心測定紙に方向線を引き、計算により

偏心角を算出する。 
10′ ――― 

２ｍ以上 

10ｍ未満 

トータルステーション又はセオドライト

を用いて、第３７条を準用する。 

１′ 
倍角差  120″ 

観測差   90″ 

10ｍ以上 

50ｍ未満 
10″ 

倍角差  60″ 

観測差  40″ 

50ｍ以上 

100ｍ未満 

倍角差  30″ 

観測差  20″ 

100ｍ以上 

250ｍ未満 
1″ 

倍角差  20″ 

観測差  10″ 

 

四 偏心距離の測定は、次表を標準とする。 

偏心距離 機器及び測定方法 測定単位 点検項目・許容範囲 

30cm 未満 物差により測定する。 mm ――― 

30cm 以上 

２ｍ未満 鋼巻尺により２読定、１往復を測定する。 mm 往復の較差５mm 

２ｍ以上 

50ｍ未満 トータルステーション又は測距儀を用い

て、第３７条を準用する。 
mm 第３８条を準用する 

50ｍ以上 

備  考 

１．偏心距離が５㎜未満、かつ、辺長が１㎞を超す場合は偏心補正計算を省略

 できる。 

２．偏心距離が 10ｍ以下の場合は、傾斜補正以外の補正は省略できる。 

 

五 本点と偏心点間の高低差の測定は、次表を標準とする。 

偏心距離 機器及び測定方法 測定単位 点検項目・許容範囲 

30cm 未満 
独立水準器を用いて、偏心点を本点と同標

高に設置する。 
― ――― 
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30cm 以上 

100ｍ未満 

４級水準測量に準じて観測する｡ただし、

後視及び前視に同一標尺を用いて片道観

測の測点数を１点とすることができる｡ 

mm 
往復の較差 

４級基準点測量の鉛直角観測に準じて測

定する｡ただし､正､反方向の鉛直角観測に

代えて､器械高の異なる片方向による２対

回の鉛直角観測とすることができる｡ 

20″ 

 

高度定数の較差 60″ 

高低差の正反較差 100 ㎜

 

100ｍ以上 

250ｍ未満 

４級水準測量に準じて測定する。 mm 往復の較差 

２～３級基準点測量の鉛直角観測に準じ

て測定する。 
10″ 

高度定数の較差 30″ 

高低差の正反較差 150 ㎜ 

備  考 Ｓは、測定距離(㎞単位)とする。 

 
第６節  計 算 

（要 旨） 

第４０条  本章において「計算」とは、新点の水平位置及び標高を求めるため、次の各号により行うもの

とする。 

一 ＴＳ等による基準面上の距離の計算は、楕円体高を用いる。なお、楕円体高は、標高とジオイド高

から求めるものとする。 

 二 ジオイド高は、次の方法により求めた値とする。 

イ 国土地理院が提供するジオイド・モデルから求める。 

   ロ イのジオイド・モデルが構築されていない地域においては、ＧＮＳＳ観測と水準測量等で求めた

局所ジオイド・モデルから求める。 

三 ３級基準点測量及び４級基準点測量は、基準面上の距離の計算は楕円体高に代えて標高を用いるこ

とができる。この場合において経緯度計算を省略することができる。 

（計算の方法等） 

第４１条  計算は、付録６の計算式、又はこれと同精度若しくはこれを上回る精度を有することが確認で

きる場合は、当該計算式を使用することができるものとする。 

２ 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 

     区分 

項目 
直角座標 ※ 経緯度 標 高 ジオイド高 角 度 辺 長 

単 位 ｍ 秒 ｍ ｍ 秒 ｍ 

位 0.001 0.0001 0.001 0.001 １ 0.001 

備  考 ※ 平面直角座標系に規定する世界測地系に従う直角座標 

 

３ ＴＳ等で観測を行った標高の計算は、０．０１メートル位までとすることができる。 

４  ＧＮＳＳ観測における基線解析では、次の各号により実施することを標準とする。 

一 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 

        区 分 

 項 目 
基線ベクトル成分 

単 位 ｍ 

位 0.001 

Ｓ20mm

Ｓ20mm
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 二 ＧＮＳＳ衛星の軌道情報は、放送暦を標準とする。 

三 スタティック法及び短縮スタティック法による基線解析では、原則としてＰＣＶ補正を行うものと

する。 

四 気象要素の補正は、基線解析ソフトウェアで採用している標準大気によるものとする。 

六 基線解析の固定点の経度と緯度は、成果表の値（以下「元期座標」という。）又は国土地理院が提

供する地殻変動補正パラメータを使用してセミ・ダイナミック補正を行った値（以下「今期座標」と

いう。）とする。なお、セミ・ダイナミック補正に使用する地殻変動補正パラメータは、測量の実施

時期に対応したものを使用するものとする。以後の基線解析は、固定点の経度と緯度を用いて求めら

れた経度と緯度を順次入力するものとする。 

八 基線解析に使用するＧＮＳＳ測量機の高度角は、観測時に設定した受信高度角とする。 

（点検計算及び再測） 

第４２条  点検計算は、観測終了後、次の各号により行うものとする。点検計算の結果、許容範囲を超え

た場合は、再測を行う等適切な措置を講ずるものとする。 

一 ＴＳ等観測 

イ すべての単位多角形及び次の条件により選定されたすべての点検路線について、水平位置及び標

高の閉合差を計算し、観測値の良否を判定するものとする。 

（１） 点検路線は、既知点と既知点を結合させるものとする。 

（２） 点検路線は、なるべく短いものとする。 

（３） すべての既知点は、1つ以上の点検路線で結合させるものとする。 

（４） すべての単位多角形は、路線の 1つ以上を点検路線と重複させるものとする。 

ロ ＴＳ等による点検計算の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

      区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量

・
単
路
線 

結
合
多
角 

水平位置の 

閉 合 差 
       

標 高 の 

閉 合 差 
    

多
角
形 

単 

位 

水平位置の 

閉 合 差 
        

標 高 の 

閉 合 差 
        

標高差の正反較差 300mm 200mm 150mm 100mm 

備 考 Ｎは辺数、ΣＳは路線長（km単位）とする。 

 

二 ＧＮＳＳ観測 

五 基線解析は、基線長が１０キロメートル以上の場合は２周波で行うものとし、基線長が１０キロメ

ートル未満の場合は１周波又は２周波で行うものとする。 

七 基線解析の固定点の楕円体高は、成果表の標高とジオイド高から求めた値とし、元期座標又は今期

座標とする。ただし、固定点が電子基準点の場合は、成果表の楕円体高（元期座標）又は今期座標と

する。以後の基線解析は、固定点の楕円体高を用いて求められた楕円体高を順次入力するものとする。

ΣＳＮ30mm100mm ΣＳＮ20mm100mm  ΣＳＮ50mm150mm  ΣＳＮ100mm150mm 

Ｎ300mmΣＳ/200mm Ｎ150mmΣＳ/200mm Ｎ100mmΣＳ/200mm Ｎ0mmΣＳ/200mm 5

Ｎ100mmΣＳ/Ｎ0mmΣＳ/5 Ｎ150mmΣＳ/ Ｎ300mmΣＳ/

ΣＳＮ15mm ΣＳＮ25mm ΣＳＮ50mmΣＳＮ10mm
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イ 電子基準点のみを既知点とする場合以外の観測 

（１）観測値の点検は、全てのセッションについて、次のいずれかの方法により行うものとする。 

 （ⅰ）異なるセッションの組み合わせによる 少辺数の多角形を選定し、基線ベクトルの環閉合

差を計算する。 

 （ⅱ）異なるセッションで重複する基線ベクトルの較差を比較点検する。  

（２） 点検計算の許容範囲は、次表を標準とする。 

 環閉合差及び重複する基線ベクトルの較差の許容範囲 

  区   分 許容範囲 備    考 

基線ベクトルの

環閉合差 

水平（ΔＮ、ΔＥ）   20mm 
 Ｎ ：辺数 

ΔＮ：水平面の南北成分の閉合差又は較差 

ΔＥ：水平面の東西成分の閉合差又は較差 

ΔＵ：高さ成分の閉合差又は較差 

高さ（ΔＵ）   30mm 

重複する基線ベ

クトルの較差 

水平（ΔＮ、ΔＥ） 20mm 

高さ（ΔＵ） 30mm 

ロ 電子基準点のみを既知点とする場合の観測 

（１）点検計算に使用する既知点の経度と緯度及び楕円体高は、今期座標とする。 

（２）観測値の点検は、次の方法により行うものとする。 

（ⅰ）電子基準点間の結合の計算は、 少辺数の路線について行う。ただし、辺数が同じ場合は路

線長が 短のものについて行う。 

（ⅱ）全ての電子基準点は、１つ以上の点検路線で結合させるものとする。  

 （ⅲ）結合の計算に含まれないセッションについては、イ（１）の（ⅰ）又は（ⅱ）によるものと

する。 

 

（３）点検計算の許容範囲は、次表を標準とする。 

 （ⅰ）電子基準点間の閉合差の許容範囲 

  区    分  許 容 範 囲 備    考 

結合多角 

又は単路線 

水平（ΔＮ、ΔＥ） 
 

 

 Ｎ ：辺数 

ΔＮ：水平面の南北成分の閉合差 

高さ（ΔＵ） 
 

 

ΔＥ：水平面の東西成分の閉合差 

ΔＵ：高さ成分の閉合差 

２ 点検計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

（平均計算） 

第４３条  平均計算は、次により行うものとする。 

２ 既知点１点を固定するＧＮＳＳ測量機による場合の仮定三次元網平均計算は、閉じた多角形を形成さ

せ、次の各号により行うものとする。ただし、電子基準点のみを既知点とする場合は除く。 

一 仮定三次元網平均計算において、使用する既知点の経度と緯度は元期座標とし、楕円体高は成果表

の標高とジオイド高から求めた値とする。ただし、電子基準点の楕円体高は、成果表の楕円体高とす

る。 

二 仮定三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、次のいずれかの分散・共分散行列の逆行列を用いるものと

する。 

イ 基線解析により求められた分散・共分散の値 

 （ⅱ）環閉合差及び重複する基線ベクトルの較差の許容範囲は、イ（２）の規定を準用する。 

 

Ｎ60mm＋20mm

Ｎ150mm＋30mm

Ｎ

Ｎ
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ただし、すべての基線の解析手法、解析時間が同じ場合に限る。 

ロ 水平及び高さの分散の固定値 

ただし、分散の固定値は、ｄN ＝(0.004m)2 ｄE ＝(0.004m)2 ｄU ＝(0.007m)2とする。 

三 仮定三次元網平均計算による許容範囲は、次のいずれかによるものとする。 

イ 基線ベクトルの各成分による許容範囲は、次表を標準とする。 

 

     区 分 

 項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

基線ベクトルの 

各 成 分 の 残 差  
20mm 20mm 20mm 20mm 

水平位置の閉合差 

Δs＝100mm＋40mm 

Δs：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算結果から求めた距離 

 Ｎ：既知点までの 少辺数（辺数が同じ場合は路線長の 短のもの） 

標 高 の 閉 合 差  250mm＋45mm   を標準とする  Ｎ：辺数 

 

ロ 方位角、斜距離、楕円体比高による場合の許容範囲は、次表を標準とする。 

     区 分  

 項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

方 位 角 の 残 差  ５秒 10 秒 20 秒 80 秒 

斜 距 離 の 残 差   20mm＋４×10-6Ｄ  Ｄ：測定距離 

楕円体比高の残差  30mm＋４×10-6Ｄ  Ｄ：測定距離 

水平位置の閉合差 

Δs＝100mm＋40mm 

Δs：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算結果から求めた距離 

 Ｎ：既知点までの 少辺数（辺数が同じ場合は路線長の 短のもの） 

標 高 の 閉 合 差  250mm＋45mm    を標準とする  Ｎ：辺数 

 
３ 既知点２点以上を固定する厳密水平網平均計算、厳密高低網平均計算、簡易水平網平均計算、簡易高

低網平均計算及び三次元網平均計算は、平均図に基づき行うものとし、平均計算は次の各号により行う

ものとする。 

一 ＴＳ等観測 

イ 厳密水平網平均計算の重量（Ｐ）には、次表の数値を用いるものとする。 

  

重 量  

区 分 
ｍＳ γ ｍｔ 

１級基準点測量 

10 ㎜ 5×10－６ 

1.8″ 

２級基準点測量 3.5″ 

３級基準点測量 4.5″ 

４級基準点測量 13.5″ 

Ｎ

Ｎ

Ｎ

Ｎ
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ロ 簡易水平網平均計算及び簡易高低網平均計算を行う場合、方向角については各路線の観測点数の

逆数、水平位置及び標高については、各路線の距離の総和（０.０１キロメートル位までとする。）

の逆数を重量（Ｐ）とする。 

ハ 厳密水平網平均計算及び厳密高低網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

       区 分 

 項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

一 方 向 の 残 差 12″ 15″ ――― ――― 

距 離 の 残 差 80mm 100mm ――― ――― 

水平角の単位重量当た

りの標準偏差 
10″ 12″ 15″ 20″ 

新点位置の標準偏差 100mm 100mm 100mm 100mm 

高 低 角 の 残 差 15″ 20″ ――― ――― 

高低角の単位重量当た

りの標準偏差 
12″ 15″ 20″ 30″ 

新点標高の標準偏差 200mm 200mm 200mm 200mm 

 

ニ 簡易水平網平均計算及び簡易高低網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

       区 分 

 項 目 
３級基準点測量 ４級基準点測量 

路 線 方 向 角 の 残 差 50″ 120″ 

路 線 座 標 差 の 残 差 300mm 300mm 

路 線 高 低 差 の 残 差 300mm 300mm 

 
二 ＧＮＳＳ観測 

イ 電子基準点のみを既知点とする場合以外の観測 

（１）三次元網平均計算において、使用する既知点の経度と緯度は元期座標とし、楕円体高は成果表

の標高とジオイド高から求めた値とする。ただし、電子基準点の楕円体高は、成果表の楕円体高

とする。 

   （ⅱ）（ⅰ）のジオイド・モデルが構築されていない地域においては、ＧＮＳＳ観測と水準測量等 

    により、局所ジオイド・モデルを構築し、求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正する。 

（３）三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、前項第二号の規定を準用する。 

  （４）三次元網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

  

（２） 新点の標高は、次のいずれかの方法により求めた値とする。 

      （ⅰ）国土地理院が提供するジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正

する。 
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          区

分     

 項 目 

１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量

斜 距 離 の 残 差 80mm 100mm ――― ――― 

新点水平位置の標準偏差 100mm 100mm 100mm 100mm 

新点標高の標準偏差 200mm 200mm 200mm 200mm 

ロ 電子基準点のみを既知点とする場合の観測 

（１）三次元網平均計算において、使用する既知点の経度と緯度及び楕円体高は今期座標とする。 

（２）新点の経度、緯度、楕円体高は、三次元網平均計算により求めた経度、緯度、楕円体高にセ

ミ・ダイナミック補正を行った元期座標とする。 

（３）新点の標高決定は、イ（２）の規定を準用する。 

（４）三次元網平均計算の重量（P）は、前項第二号の規定を準用する。 

（５）三次元網平均計算による各項目の許容範囲は、イ（４）の規定を準用する。 

４ 平均計算に使用した概算値と平均計算結果値の座標差が１メートルを超えた観測点については、平均

計算結果の値を概算値として平均計算を繰り返す反復計算を行うものとする。 

５ 平均計算に使用するプログラムは、計算結果が正しいと確認されたものを使用するものとする。 

６ 平均計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

第７節 品質評価 

（品質評価） 

第４４条 「品質評価」とは、基準点測量成果について、製品仕様書が規定するデータ品質を満足してい

るか評価する作業をいう。 

２ 作業機関は、品質評価手順に基づき品質評価を実施するものとする。 

３ 評価の結果、品質要求を満足していない項目が発見された場合は、必要な調整を行うものとする。 

 

第８節  成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第４５条 基準点成果のメタデータは、製品仕様書に従いファイルの管理及び利用において必要となる事

項について、作成するものとする。 

（成果等） 

第４６条  成果等は、次の各号のとおりとする。ただし、作業方法によっては、この限りでない。 

一 観測手簿 

二 観測記簿 

三 計算簿 

四 平均図 

 五 基準点成果表 

  六 点の記 

  七 建標承諾書 

  八 測量標設置位置通知書 

  九 基準点網図 

  十 精度管理表 
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  十一 品質評価表 

 十二 測量標の地上写真 

  十三 基準点現況調査報告書 

  十四 成果数値データ 

  十五 点検測量簿 

  十六 メタデータ 

十七 その他の資料 
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第３章 水準測量 

 

第１節  要 旨 

（要 旨） 

第４７条 「水準測量」とは、既知点に基づき、新点である水準点の標高を定める作業をいう。 

２ 水準測量は、既知点の種類、既知点間の路線長、観測の精度等に応じて、１級水準測量、２級水準測

量、３級水準測量、４級水準測量及び簡易水準測量に区分するものとする。 

３ １級水準測量により設置される水準点を１級水準点、２級水準測量により設置される水準点を２級水

準点、３級水準測量により設置される水準点を３級水準点、４級水準測量により設置される水準点を４

級水準点及び簡易水準測量により設置される水準点を簡易水準点という。 

（既知点の種類等） 

第４８条 既知点の種類及び既知点間の路線長は、次表を標準とする。 

 

 
 

（水準路線） 

第４９条  「水準路線」とは、２点以上の既知点を結合する路線をいう。直接に水準測量で結ぶことがで

きない水準路線は、渡海（河）水準測量により連結するものとする。 

（水準測量の方式） 

第５０条  水準測量は、次の方式を標準とする。 

一 直接水準測量方式 

二 渡海（河）水準測量方式 

測量方法は、観測距離に応じて、次表により行うものとする。 

測 量 方 法 観  測  距  離 

交 互 法 １級水準測量は約 300m 以下とする。２～４級水準測量は約 450m 以下とする。

経 緯 儀 法 １～４級水準測量は約 1km 以下とする。 

俯 仰 ね じ 法  １～４級水準測量は約 2km 以下とする。 

 

（工程別作業区分及び順序） 

第５１条  工程別作業区分及び順序は、次のとおりとする。 

一 作業計画 

二 選点 

三 測量標の設置 

四 観測 

五 計算 

六 品質評価 

七 成果等の整理 

 

  

　　 　  　 区　分
 項  目

１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 簡易水準測量

既 知 点 の 種 類
一等水準点
１級水準点

一～二等水準点
１～２級水準点

一～三等水準点
１～３級水準点

一～三等水準点
１～４級水準点

一～三等水準点
１～４級水準点

既知点間の路線長 150km以下 150km以下 50km以下 50km以下 50km以下
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第２節  作業計画 

（要 旨） 

第５２条  作業計画は、第１１条の規定によるほか、地形図上で新点の概略位置を決定し、平均計画図を

作成するものとする。 

 

第３節  選 点 

（要 旨） 

第５３条  本章において「選点」とは、平均計画図に基づき、現地において既知点の現況及び水準路線を

調査するとともに、新点の位置を選定し、選点図及び平均図を作成する作業をいう。 

（既知点の現況調査） 

第５４条  既知点の現況調査は、異常の有無等を確認し、基準点現況調査報告書を作成するものとする。 

（新点の選定） 

第５５条  新点は、後続作業における利用等を考慮し、適切な位置に選定するものとする。 

（建標承諾書等） 

第５６条  計画機関が所有権又は管理権を有する土地以外の土地に永久標識を設置しようとするときは、

当該土地の所有者又は管理者から建標承諾書等により承諾を得なければならない。 

（選点図及び平均図等の作成） 

第５７条  新点の位置を選定したときは、その位置及び路線等を地形図に記入し、選点図を作成するもの

とする。 

２ 平均図及び水準路線図は、選点図に基づいて作成する。ただし、平均図は計画機関の承認を得るもの

とする。 

 

第４節  測量標の設置 

（要 旨） 

第５８条  本章において「測量標の設置」とは、新設点の位置に永久標識を設ける作業をいう。 

（永久標識の設置） 

第５９条  新設点の位置には、原則として、永久標識を設置し、測量標設置位置通知書を作成するものと

する。 

２ 永久標識の規格及び設置方法は、付録５によるものとする。 

３ 設置した永久標識については、写真等により記録するものとする。 

４ 永久標識には、必要に応じ固有番号等を記録したＩＣタグを取り付けることができる。 

５ ４級水準点及び簡易水準点には、標杭を用いることができる。 

６ 永久標識を設置した水準点については、第３７条に規定する観測方法又は単点観測法により座標を求

め、成果数値データファイルに記載するものとする。また、既知点の座標を求めた場合、当該点の管理

者にその取り扱いを確認することができる。 

一 「単点観測法」は、第３７条に規定するネットワーク型ＲＴＫ法を用いて単独で測点の座標を求め

る。 

二 単点観測法により水準点の座標を求める観測及び較差の許容範囲等は、次のとおりとする。 

イ 観測は、２セット行うものとする。１セット目の観測値を採用値とし、観測終了後、点検のため

の再初期化を行い２セット目の観測を行うものとする。ただし、２セット目の観測結果は点検値と

する。 
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ロ 観測回数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲 備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解を得てか

ら１０エポック以

上を２セット 

１ 秒 
ΔＮ 

ΔＥ 
100mm 

ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較差

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較差

ただし、平面直角座標で比較することが

できる。 

 

 三 成果数値データファイルには０．１メートル位まで記入するものとする。 

四 水準点で直接に観測ができない場合は、偏心点を設け、ＴＳ等により偏心要素を測定するものとす

る。 

（点の記の作成） 

第６０条  設置した永久標識については、点の記を作成するものとする。 

 

第５節 観 測 

（要 旨） 

第６１条  本章において「観測」とは、平均図等に基づき、レベル及び標尺等を用いて、関係点間の高低

差を観測する作業をいう。 

（機 器） 

第６２条 観測に使用する機器は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上のものを標準とする。 

 

機    器 性    能 摘     要 

１ 級 レ ベ ル 

別表１による 

１ ～ ４ 級 水 準 測 量 

２ 級 レ ベ ル ２ ～ ４ 級 水 準 測 量 

３ 級 レ ベ ル 
３ ～ ４ 級 水 準 測 量 

簡 易 水 準 測 量  

１ 級 標 尺 １ ～ ４ 級 水 準 測 量 

２ 級 標 尺 ３ ～ ４ 級 水 準 測 量 

１ 級 セ オ ド ラ イ ト １～４級水準測量（渡海） 

１級トータルステーション １～４級水準測量（渡海） 

測 距 儀 １～４級水準測量（渡海） 

水 準 測 量 作 業 用 電 卓  
――― 

――― 

箱  尺 簡 易 水 準 測 量  

 

一 １級水準測量では、気温２０度における標尺改正数が５０μｍ／ｍ以下、かつ、Ⅰ号標尺とⅡ号標

尺の標尺改正数の較差が３０μｍ／ｍ以下の１級標尺を用いるものとする。 

二 渡海（河）水準測量でレベルを使用する場合は、気泡管レベル又は自動レベルとする。ただし、自

動レベルは交互法のみとする。 

２ 水準測量作業用電卓は、動作の結果が正しいと確認されたものを使用するものとする。 

 

（機器の点検及び調整） 

第６３条  観測に使用する機器は、適宜、点検及び調整を行うものとする。なお、観測による視準線誤差

の点検調整における読定単位及び許容範囲は、次表を標準とする。 
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２ 点検調整は、観測着手前に次の項目について行い、水準測量作業用電卓又は観測手簿に記録する。た

だし、１級水準測量及び２級水準測量では、観測期間中おおむね１０日ごと行うものとする。 

一 気泡管レベルは、円形水準器及び主水準器軸と視準線との平行性の点検調整を行うものとする。 

二 自動レベル、電子レベルは、円形水準器及び視準線の点検調整並びにコンペンセ－タの点検を行う

ものとする。 

三 標尺付属水準器の点検を行うものとする。 

（観測の実施） 

第６４条  観測は、水準路線図に基づき、次に定めるところにより行うものとする。 

２ 直接水準測量 

一 観測は、標尺目盛及びレベルと後視又は前視標尺との距離（以下「視準距離」という｡）を読定する

ものとする。 

イ 視準距離及び標尺目盛の読定単位は、次表を標準とする。なお、視準距離はメートル単位で読定

するものとする。 

 

 

ロ 観測は、１視準１読定とし、標尺の読定方法は、次表を標準とする。 

 

    区 分 

 

 

観測順序 

１ 級 水 準 測 量 ２ 級 水 準 測 量 
３～４級水準測量

簡易水準測量 

気泡管レベル 

自動レベル 
電子レベル 

気泡管レベル 

自動レベル 
電子レベル 

気泡管レベル 

自動レベル 

電子レベル 

１ 後視小目盛 後 視 後視小目盛 後 視 後 視 

２ 前視小目盛 前 視 後視大目盛 後 視 前 視 

３ 前視大目盛 前 視 前視小目盛 前 視 ― 

４ 後視大目盛 後 視 前視大目盛 前 視 ― 

 

二 観測は、簡易水準測量を除き、往復観測とする。 

三 標尺は、２本１組とし、往路と復路との観測において標尺を交換するものとし、測点数は偶数とす

る。 

四 １級水準測量においては、観測の開始時、終了時及び固定点到着時ごとに、気温を１度単位で測定

するものとする。 

五 視準距離は等しく、かつ、レベルはできる限り両標尺を結ぶ直線上に設置するものとする。 

　　　 　区分
 項目

１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 簡易水準測量

視 準 距 離 大50ｍ 大60ｍ 大70ｍ 大70ｍ 大80ｍ

読 定 単 位 0.1mm １mm １mm １mm １mm

区 分 

項 目 
１級レベル ２級レベル ３級レベル 

読 定 単 位 0.01mm 0.1mm 1mm 

許 容 範 囲 0.3mm 0.3mm 3mm 
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六 往復観測を行う水準測量において、水準点間の測点数が多い場合は、適宜固定点を設け、往路及び

復路の観測に共通して使用するものとする。 

七 １級水準測量においては、標尺の下方２０センチメートル以下を読定しないものとする。 

八 １日の観測は、水準点で終わることを原則とする。なお、やむを得ず固定点で終わる場合は、観測

の再開時に固定点の異常の有無を点検できるような方法で行うものとする。 

３ 渡海（河）水準測量 

一 観測は、交互法､経緯儀法又は俯仰ねじ法のいずれかにより行うものとする。 

二 観測のセット数、読定単位等は、次表を標準とする。 

 

        測量方法 

項 目 
交 互 法 経緯儀法 俯仰ねじ法 

観 測 距 離（Ｓ） 300ｍ（450ｍ）まで １kmまで ２kmまで 

使 用 機 器 の 性 能  

１級レベル 

 

１級標尺 

１級トータルステーション 

１級セオドライト 

１級レベル、１級標尺 

（２級レベル） 

俯仰ねじを有する 

１級レベル 

１級標尺 

使 用 機 器 の 数 量  １式 ２式 

観  測  条  件  ――― 両岸で同時観測 

目 標 板 白 線 の 太 さ 40mm×Ｓ ――― 40mm×Ｓ 

観 測 時 間 帯  観測地点の南中時前３時間、後４時間の間に行う 

セ ッ ト 数（ｎ） 60×Ｓ 80×Ｓ 

観 測 日 数 ｎ／25 ｎ／40 

目標（標尺） 

の読定単位 

自 岸 0.1mm（１mm） １秒 0.1mm（1mm） 

対 岸 １mm 
１秒 

距離１mm 

俯仰ねじ目盛の 

1/10 

計 算 

単 位 

自岸器械高 ――― 0.1mm（１mm） ――― 

対岸目標高 ――― 0.1mm（１mm） 0.1mm（１mm） 

高 度 定 数 の 較 差 の 

許 容 範 囲 
――― 

５秒 

（７秒） 
――― 

距 離 の 測 定  ――― 
第３７条及び第３８条を準

用する 
――― 
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観 測 方 法 

自岸標尺１回､対岸
標尺５回､自岸標尺
１回の順にそれぞれ
１視準１読定行い､
これを１セットとす
る｡ 
１日の全観測セット
の 1/2 を経過した時
点で、レベルと標尺
を対岸に移し替えて
同様の観測を行う。

対岸の観測は鉛直角観測に
より行い望遠鏡右及び左の
位置で１視準１読定を１対
回とする２対回の観測を行
う。これを１セットとする。
自岸の観測は対岸観測（１セ
ット）の前後に渡海水準点に
立てた標尺の任意２か所の
目盛を視準し、鉛直角観測を
行う。 
これを両岸において、同時に
行う観測を１セットとする。
１日のセット数は 20～60 セ
ットを標準とする。 
全セット数のほぼ中間で両
岸の器械、標尺を入れ替え同
様の観測を行う。 

自岸の標尺目盛を１視準
１読定した後に、対岸目
標板下段位置、レベルの
水平位置、対岸目標板上
段位置の３か所の俯仰ね
じ目盛を読み取り、再び、
対岸目標板上段、レベル
の水平位置、対岸目標板
下段位置の観測を行う。
これを両岸において、同
時に行う観測を１セット
とする。 
１日のセット数は 20～
60 セットを標準とする。
全セットのほぼ中間で両
岸の器械、標尺を入れ替
え同様の観測を行う。 

備   考 

１．Ｓは、観測距離(km 単位)、観測日数欄の数字は 1 日あたりの標準セット

数とする。 

２．観測セット数及び日数の算定において､観測距離（km 単位)を小数点以下

１位まで求め、乗算後の端数は切り上げて整数とする。 

３．偶数セットの観測を行い、観測日数が１日に満たない場合は、１日に切り

上げる。 

４．表中の（ ）内は２～４級水準測量に適用する。 

 

４ 新設点の観測は、永久標識の設置後２４時間以上経過してから行うものとする。 

（再 測） 

第６５条 １級水準測量、２級水準測量、３級水準測量及び４級水準測量の観測において、水準点及び固

定点によって区分された区間の往復観測値の較差が、許容範囲を超えた場合は、再測するものとする。 

一 往復観測値の較差の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

 

 

二 １級水準測量及び２級水準測量の再測は、同方向の観測値を採用しないものとする。 

（検 測） 

第６６条 １級水準測量及び２級水準測量においては、隣接既知点間の検測を行うものとする。なお、検

測における結果と前回の観測高低差、又は測量成果の高低差との較差の許容範囲は、次表を標準とする。

また、検測は、片道観測を原則とする。 

  

　　　　　　区　分
 項　目

１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量

往復観測値の較差

備 考 Ｓは観測距離（片道、km単位）とする。

Ｓ10mm Ｓ20mmＳ2.5mm Ｓ５mm
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        区分 

項目 
１級水準測量 ２級水準測量 

前回の観測高低差との較差 2.5mm√S 5mm√S 

測量成果の高低差との較差 15mm√S 

備   考 Ｓは観測距離（片道、ｋｍ単位）とする。

 

第６節 計 算  

（要 旨） 

第６７条  本章において「計算」とは、新点の標高を求めるため、次に定めるところにより行うものとす

る。 

一 標尺補正の計算及び正規正標高補正計算（楕円補正）は、１級水準測量及び２級水準測量について

行う。ただし、１級水準測量においては、正規正標高補正計算に代えて正標高補正計算（実測の重力

値による補正）を用いることができる。また、２級水準測量における標尺補正の計算は、水準点間の

高低差が７０メートル以上の場合に行うものとし、標尺補正量は、気温２０度における標尺改正数を

用いて計算するものとする。 

二  変動補正計算は、地盤沈下調査を目的とする水準測量について、基準日を設けて行うものとする。 

三 計算は、第６４条第２項第一号イの表の読定単位まで算出するものとする。 

（計算の方法） 

第６８条  計算は、付録６の計算式、又はこれと同精度若しくはこれを上回る精度を有することが確認で

きる場合は、当該計算式を使用することができるものとする。 

（点検計算及び再測） 

第６９条 点検計算は、観測終了後に行うものとする。点検計算の結果、許容範囲を超えた場合は、再測

を行う等適切な措置を講ずるものとする。 

一 すべての単位水準環（新設水準路線によって形成された水準環で、その内部に水準路線のないもの

をいう。以下同じ。）及び次の条件により選定されたすべての点検路線について、環閉合差及び既知

点から既知点までの閉合差を計算し、観測値の良否を判定するものとする。 

    イ 点検路線は、既知点と既知点を結合させるものとする。 

    ロ すべての既知点は、1つ以上の点検路線で結合させるものとする。 

    ハ すべての単位水準環は、路線の一部を点検路線と重複させるものとする。 

二 点検計算の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

２ 点検計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

（平均計算） 

第７０条  平均計算は、次により行うものとする。 

既知点から既知点ま
で の 閉 合 差

備 考 Ｓは観測距離（片道、km単位）とする。

Ｓ15mm Ｓ15mm Ｓ15mm Ｓ25mm Ｓ50mm

　　　　　　区　分
 項　目

１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 簡易水準測量

環 閉 合 差 Ｓ10mm Ｓ20mm Ｓ40mmＳ５mmＳ２mm
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一 直接水準測量の平均計算は、距離の逆数を重量とし、観測方程式又は条件方程式を用いて行うもの

とする。 

二 直接水準測量と渡海（河）水準測量が混合する路線の平均計算は、標準偏差の二乗の逆数を重量と

し、観測方程式又は条件方程式により行うものとする。 

三 平均計算による許容範囲は、次表を標準とする。 

 

 

 

２ 平均計算に使用するプログラムは、計算結果が正しいと確認されたものを使用するものとする。 

３ 平均計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

第７節  品質評価 

（品質評価） 

第７１条 水準点成果の品質評価は、第４４条の規定を準用する。 

 

第８節  成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第７２条 水準点成果のメタデータの作成は、第４５条の規定を準用する。 

（成果等） 

第７３条  成果等は、次の各号のとおりとする。ただし、作業方法によっては、この限りでない。 

一 観測手簿 

  二 観測成果表及び平均成果表 

三 水準路線図 

  四 計算簿 

  五 平均図 

 六 点の記 

七 成果数値データ 

  八 建標承諾書 

  九 測量標設置位置通知書 

十 測量標の地上写真 

十一 基準点現況調査報告書 

十二 精度管理表 

十三 品質評価表 

  十四 点検測量簿 

十五 メタデータ  

十六 その他の資料 

 

 

 

 

　　　　　　区　分
 項　目

１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 簡易水準測量

単位重量当たりの観
測 の 標 準 偏 差

２mm ５mm 10mm 20mm 40mm
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第８章 航空レーザ測量 

第１節 要 旨 

（要旨） 

第３１２条 「航空レーザ測量」とは、航空レーザ測量システムを用いて地形を計測し、格子状の標高デ

ータである数値標高モデル（以下「グリッドデータ」という。）等の数値地形図データファイルを作成

する作業をいう。 

（地図情報レベルと格子間隔） 

第３１３条 数値標高モデルの規格は、地上での格子間隔で表現するものとする。 

２ 地図情報レベルと格子間隔の関係は、次表を標準とする。 

 

 

 

 

 

（工程別作業区分及び順序） 

第３１４条 工程別作業区分及び順序は、次を標準とする。 

一 作業計画 

二 固定局の設置 

三 航空レーザ計測 

四 調整用基準点の設置 

五 三次元計測データ作成 

六 オリジナルデータ作成 

七 グラウンドデータ作成 

八 グリッドデータ作成 

九 等高線データ作成 

十 数値地形図データファイル作成 

十一 品質評価 

十二 成果等の整理 

 

第２節 作業計画 

（要旨） 

第３１５条 作業計画は、第１１条の規定によるほか、工程別に作成するものとする。 

２ 航空レーザ計測は、ＧＮＳＳ衛星配置等を考慮して、計測諸元、飛行コース、固定局の設置場所及び

ＧＮＳＳ観測について計画するものとする。 

３ 「計測諸元」とは、対地高度、対地速度、コース間重複度（％）、スキャン回数、スキャン角度、パ

ルスレート及び飛行方向・飛行直交方向の標準的取得点間距離等をいい、三次元計測データとして必要

となるデータ間隔を得るための計画に使用する。 

４ 三次元計測データのデータ間隔（β）は、グリッドデータの格子間隔（α）と定数（θ）を用いた次

の式により求め、格子内に１点以上になるように計画するものとする。  

   (式）β＝α／θ (θ：１．１～１．５)  

５ 航空レーザ計測は、三次元計測データのデータ間隔を満たすように計画するものとする。その際、地

形条件によっては、飛行コース間の重複度の調整や往復飛行による計測の設定を行う。 

６ 飛行コース間重複度は、３０パーセントを標準とする。 

７ 計測対象地域は、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸して計測するように設計す

 地図情報レベル 格子間隔 
500 0.5ｍ以内 
1000 1ｍ以内 

2500 2ｍ以内 

5000 5ｍ以内 
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る。  

８ 固定局の設置場所は、上空視界や基線距離等を考慮し計画するものとする。  

９ ＧＮＳＳ観測計画は、最新の軌道情報を用いて受信可能な衛星数等を考慮して行うものとする。 

 

第３節 固定局の設置 
（固定局の設置） 

第３１６条 「固定局の設置」とは、航空レーザ測量において、レーザ測距装置の位置をキネマティック

法で求めるための地上固定局を設置することをいう。 

２ 固定局の設置は、計測対象地域内の基線距離が５０キロメートルを超えないように選定するものとす

る。 

３ 固定局には、電子基準点を用いることを原則とする。 

４ 新たに固定局を設置する場合は、１級基準点測量及び３級水準測量により水平位置及び標高値を求め

るものとする。  

５ 固定局を設置した場合は、固定局明細表を作成するものとする。 

（固定局の点検） 

第３１７条 固定局の点検は、固定局の設置時に状況調査を行い、次の各号について行うものとする。 

一 上空視界の確保及びデータ取得の有無  

二 計測対象地域における選定の良否  

三 固定局の水平位置及び標高値精度の確保   

四 ＧＮＳＳアンテナの固定の確保 

 

第４節 航空レーザ計測 

（航空レーザ計測） 

第３１８条 「航空レーザ計測」とは、航空レーザ測量システムを用いて、計測データを取得する作業を

いう。 

（航空レーザ測量システム） 

第３１９条 航空レーザ測量システムは、ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置、レーザ測距装置及び解析ソフトウェア

から構成するものとする。 

２ 構成する機器等の性能は、次のとおりとする。 

  ロ ＧＮＳＳ観測データを１ 秒以下の間隔で取得できること。 

 ハ ２周波で搬送波位相を観測できること。 

二 キネマティック解析ソフトウェアは、次の機能を有するものを標準とする。 

イ キネマティック解析にて基線ベクトルの解析ができること。 

ロ 解析結果の評価項目を表示できること。   

 三 ＧＮＳＳ測量機は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上の性能を有するものとする。 

項 目 性  能 

水平成分 0.3ｍ 

高さ成分 0.3ｍ 

四 ＩＭＵ 

イ ＩＭＵは、センサ部のローリング、ピッチング、ヘディングの３軸の傾き及び加速度が計測可能

で、解析結果の標準偏差及びデータ取得間隔が次表に掲げるもの又はこれらと同等以上の性能を有

すること。 

一 航空機搭載のＧＮＳＳアンテナ及び受信機  

イ ＧＮＳＳアンテナは、航空機の頂部に確実に固定できること。  
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セ ン サ 部  性  能 

ローリング 0.015 度 

ピッチング 0.015 度 

ヘディング 0.035 度 

データ取得間隔 0.005 秒 

 

ロ ＩＭＵは、レーザ測距装置に直接装着できること。  

五 レーザ測距装置  

イ ファーストパルス及びラストパルスの２パルス以上計測できること。  

ロ スキャン機能を有すること。 

ハ 眼等の人体への悪影響を防止する機能を有していること。  

ニ 安全基準が明確に示されていること。  

六 解析ソフトウェアは、計測点の三次元位置が算出できること。   

七 航空レーザ測量システムは、ボアサイトキャリブレーションを実施したものを用い、キャリブレー

ションの有効期間は６ヶ月とする。 

八 機器点検内容を記録した点検記録は、作業着手前に作成するものとする。 

（計測データの取得） 

第３２０条 計測データの取得は、固定局のＧＮＳＳ観測データ、航空機上のＧＮＳＳ観測データ、ＩＭ

Ｕ観測データ及びレーザ測距データについて行うものとする。 

３ 同一コースにおける対地速度は一定の速度を保つように努めるものとする。 

４ 計測対象地域は、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について取得するも

のとする。 

５ ＧＮＳＳ観測については、次のとおり行うものとする。 

一 固定局及び航空機上のＧＮＳＳ観測のデータ取得間隔は１秒以下とする。  

二 取得時のＧＮＳＳ衛星の数は、第３７条第２項第二号の規定を準用する。 

三 ＧＮＳＳ観測結果等は、ＧＮＳＳ衛星の配置等を記載した手簿、記簿等の資料、基線解析結果等を 

 記載した精度管理表に整理する。 

（航空レーザ用数値写真） 

第３２１条 航空レーザ用数値写真は、空中から地表を撮影した画像データで、フィルタリング及び点検

のために撮影するものとする。 

２ 航空レーザ用数値写真は、次の各号に留意して撮影するものとする。 

一 航空レーザ計測と同時期に撮影することを標準とする。 

二 建物等の地表遮蔽物が確認できる解像度とし、地上画素寸法は１．０メートル以下を標準とする。  

三 撮影は、計測対象地域を網羅する範囲とする。 

（航空レーザ計測の点検） 

第３２２条 航空レーザ計測の点検は、航空レーザ計測終了時に、速やかに行い、精度管理表等を作成し、

再計測が必要か否かの判定を行うものとする。 

２ 点検は、次の各号について行うものとする。 

一 固定局、航空機搭載のＧＮＳＳ測量機の作動及びデータ収録状況の良否 

二 サイクルスリップ状況の有無 

三 航空レーザ計測範囲の良否 

２ 同一コースの航空レーザ計測は、直線かつ等高度で行うことを原則とする。ただし、回転翼航空機を

利用する場合はこの限りでない。  
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四 航空レーザ用数値写真の撮影範囲及び画質の良否 

五 計測高度及び計測コースの良否 

３ キネマティック解析結果の点検は、計測コース上において次の各号について行うものとする。 

一 最少衛星数 

二 ＤＯＰ（ＰＤＯＰ、ＨＤＯＰ、ＶＤＯＰ）値 

三 位置の往復解の差 

四 解の品質 

五 位置の標準偏差の平均値と最大値 

４ 最適軌跡解析結果の点検は、計測コース上において次の各号について行うものとする。 

一 ＧＮＳＳ解とＩＭＵ解の整合性 

二 位置の標準偏差の平均値と最大値 

三 姿勢の標準偏差の平均値と最大値 

５ 計測データの点検は、次の各号について行うものとする。 

一 コースごとの計測漏れ 

二 飛行コース上の飛行軌跡 

６ 点検資料として、次の各号について作成するものとする。 

一 キネマティック解析処理時に出力される計測時間帯の衛星数及びＰＤＯＰ図 

二 コースごとの計測範囲を重ね書きした計測漏れの点検図 

三 飛行コース上に飛行軌跡を展開した航跡図 

四 航空レーザ計測記録 

五 航空レーザ計測作業日誌 

六 ＧＮＳＳ衛星の配置等を記載した手簿、記簿 

七 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ計算精度管理表 

７ 電子基準点以外の固定局を使用した場合には、点検資料として次の各号について作成するものとする。 

一 固定局観測記録簿 

二 ＧＮＳＳ観測データファイル説明書 

８ 点検結果により、再計測の必要がある場合は、速やかに行うものとする。 

 

第５節 調整用基準点の設置 

（調整用基準点の設置） 

第３２３条 「調整用基準点の設置」とは、三次元計測データの点検及び調整を行うための基準点（以下

「調整用基準点」という。）を設置する作業をいう。 

２ 調整用基準点の設置は、次の各号により行うものとする。 

一 設置場所は、平坦で所定の格子間隔の２倍から３倍までの辺長があるグラウンド、空き地、道路、

公園及び屋上等で、樹木や歩道の段差等の障害物がなく、計測が可能な場所とする。 

二 点数は、作業地域の面積（ｋｍ２）を２５で割った値に１を足した値を標準とし、最低数は４点とす

る。 

三 配点は、作業地域の四隅に設置することを原則とし、所定の平坦地や水準点の位置を考慮し、作業

地域全体で均一になるようにするものとする。 

（調整用基準点の測定） 

第３２４条 調整用基準点の測定は、次の各号のとおりとする。 

一 水平位置の測定は、第２編第２章で規定する４級基準点測量により行う。ただし、近傍に必要な既

知点がない場合には、第５９条第６項第二号に規定する単点観測法に準じて行うことができる。 

二 標高の測定は、第２編第３章で規定する４級水準測量により行う。ただし、近傍に必要な水準点が
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ない場合には、測定する調整用基準点に最も近い２点以上の水準点を既知点として第２編第２章基準

点測量に規定するＧＮＳＳ観測のスタティック法に準じて行うことができる。 

２ 調整用基準点配点図及び調整用基準点明細表を作成するものとする。なお、調整用基準点明細表には

現況等を撮影した写真を添付する。 

 

第６節 三次元計測データの作成 

（三次元計測データの作成） 

第３２５条 「三次元計測データの作成」とは、航空レーザ計測データを統合解析し、計測位置の三次元

座標データを作成する作業をいう。 

２ 三次元計測データを作成する際は、断面表示、鳥瞰表示等により、隣接する建物等に複数回反射して

得られるノイズ等によるエラー計測部分を削除するものとする。  

３ 三次元計測における地上座標値は、センチメートル位とする。 

（三次元計測データの点検） 

第３２６条 三次元計測データの点検は、調整用基準点との比較により行うものとする。 

２ 調整用基準点と三次元計測データとの比較点検は、次のとおりとする。 

一 調整用基準点と比較する三次元計測データは、所定の格子間隔と同一半径の円又は２倍辺長の正方

形内の計測データを平均したものとする。 

二 各調整用基準点において調整用基準点と三次元計測データとの較差を求め、その平均値とＲＭＳ誤

差等を求めるものとする。 

三 すべての調整用基準点において三次元計測データの平均値との較差を求め、その平均値との標準偏

差等を求めるものとする。 

四 点検結果は、三次元計測データ点検表及び調整用基準点調査表に整理するものとする。 

３ 前項の点検の結果に対する措置は、次のとおり行うものとする。 

一 各調整用基準点における点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又はＲＭＳ

誤差が３０センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じ

る。 

二 すべての調整用基準点での点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又は標準

偏差が２５センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じ

る。ただし、較差の傾向が、作業地域全体で同じ場合は第３３３条の規定に基づき補正を行う。 

（コース間標高値の点検） 

第３２７条 コース間標高値の点検は、コース間の重複部分に点検箇所を選定し、コースごとの標高値の

比較点検を行うものとする。 

２ 点検箇所の選定と点検は、次のとおりとする。 

一 点検箇所の数は、（コース長 キロメートル/10＋１）の小数点以下切り上げとする。 

二 点検箇所の配置は、重複部分のコースの端点に取り、重複部分の上下に均等に配置する。 

三 山間部、線状地域等の地形条件の場合は配置及び点数を変更することができる。 

四 点検箇所の標高値は、平坦で明瞭な地点を選定し、格子間隔と同一半径の円又はおおむね２倍に辺

長の正方形内の計測データを平均したものとする。 

五 重複コースごとの各コースの点検箇所の標高値の較差を求め、較差の平均値等を求めるものとす

る。 

六 重複コースごとの標高値の較差の平均値の絶対値が３０センチメートル以上の場合は、点検箇所の

再選定又は点検結果からキャリブレーション値の再計測と計測データの再補正を行うものとする。 

３ コース間標高値の点検の整理は、コース間点検箇所残差表で行うものとする。また、配点図は、コー

ス間点検箇所配点図を作成するものとする。 
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（再点検） 

第３２８条 作業終了後には、調整用基準点配点図、調整用基準点明細表、三次元計測データ点検表、調

整用基準点調査表、コース間点検箇所配点図及びコース間点検箇所残差表を作成し、これらに航空レー

ザ測量用数値写真を用いて、次の各号の点検を行うものとする。 

一 調整用基準点の配点及び設置箇所の適否 

二 調整用基準点と三次元計測データとの較差の平均値と標準偏差の適否 

三 点検箇所の配点と選点箇所の適否 

四 点検箇所の標高値の較差の平均値と標準偏差の適否 

（航空レーザ用写真地図データの作成） 

第３２９条 航空レーザ用写真地図データの作成は、航空レーザ用数値写真及び三次元計測データ等を用

いて正射変換により行うものとする。 

２ 航空レーザ用写真地図データファイルの作成は、次の各号により作成するものとする。 

一 ファイルの単位は、国土基本図図郭の単位を原則とする。 

二 データの形式は、ＴＩＦＦとする。 

三 位置情報ファイルは、ワールドファイル形式とする。 

（水部ポリゴンデータの作成） 

第３３０条 水部ポリゴンデータは、航空レーザ用写真地図データを用いて水部の範囲を対象に作成する

ものとする。 

２ 「水部」とは、海部のほか、河川、池等地表が水で覆われている場所とする。 

３ 水部ポリゴンデータの作成は、所定の格子間隔により決定するものとする。ただし、水部が存在しな

い場合は、作業を省略することができる。 

（欠測率の計算） 

第３３１条 欠測率の計算は、計画する格子間隔を単位とし、三次元計測データの欠測の割合を算出する

ものとする。 

２ 「欠測」とは、三次元計測データを格子間隔で区切り、１つの格子内に三次元計測データがない場合

をいう。ただし、水部は含まないものとする。 

３ 欠測率は、対象面積に対する欠測の割合を示すものであり、次の計算式で求めるものとする。  

      欠測率＝(欠測格子数／格子数）×100 

４ 計算は、国土基本図図郭ごとに行い、欠測率は、欠測率調査表に整理するものとする。   

５ 欠測率は、格子間隔が１メートルを超える場合は１０パーセント以下、１メートル以下の場合は１５

パーセント以下を標準とする。  

（データの点検） 

第３３２条 データの点検は、図形編集装置等を用いて行うものとする。 

２ 点検は、次の各号について行うものとする。 

一 主要地物（道路等）に着目し、航空レーザ用写真地図データの画像接合部の著しいずれの有無  

二 水部ポリゴンデータの取得漏れの有無 

三 水部ポリゴンデータ接合の良否  

四 欠測率の良否 

 

第７節 オリジナルデータの作成 

（オリジナルデータの作成） 

第３３３条 「オリジナルデータの作成」とは、三次元計測データから調整用基準点成果を用いて点検・

調整した三次元座標データを作成する作業をいう。 
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３ 補正処理は、地域全体の三次元データの標高値を上下の一律シフトの平行移動による補正とする。 

（オリジナルデータの点検） 

第３３４条 オリジナルデータの点検は、オリジナルデータ作成の補正前及び補正後において行い、作業

の終了時において再点検を行うものとする。 

２ 補正を行いオリジナルデータを作成した場合は、補正後の較差の平均値と標準偏差が許容範囲内であ 

 るかを調整用基準点残差表により点検するものとする。 

 

第８節 グラウンドデータの作成 

（グラウンドデータの作成） 

第３３５条 「グラウンドデータの作成」とは、オリジナルデータからフィルタリング処理により地表面

の三次元座標データを作成する作業をいう。 

２ グラウンドデータは、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について作成す

るものとする。 

３ 「フィルタリング」とは、地表面以外のデータを取り除く作業をいう。対象項目は、次表を標準とす

る。 

交通施設 

道路施設等 道路橋（長さ５m 以上）、高架橋、横断歩道橋照明灯、信号灯、道路情報板等 

鉄 道 施 設 
鉄道橋（長さ５m 以上）、高架橋（モノレールの高架橋含む）、跨線橋、プラッ

トホーム、プラットホーム上屋、架線支柱、信号灯支柱 
移 動 体 駐車車両、鉄道車両、船舶 

建 物 等 
建 物 及 び 
付属施設等 

一般住宅、工場、倉庫、公共施設、駅舎、無壁舎、温室、ビニールハウス、 
競技場のスタンド、門、プール（土台部分含む）、へい 

小 物 体  
記念碑、鳥居、貯水槽、肥料槽、給水塔、起重機、煙突、高塔、電波塔、灯台、

灯標、輸送管（地上、空間）、送電線 

水 部 等 
水部に関する

構 造 物
浮き桟橋、水位観測施設、河川表示板 

植  生  樹木※１、竹林※１、生垣※１ 

そ の 他 そ の 他 
大規模な改変工事中の地域※２、地下鉄工事等の開削部、資材置場等の材料、資

材 

備  考 

 

※１ 地表面として、判断できる部分は可能な限り採用するものとする。 

※２ 地表面として、ほぼ恒久的であると判断できるものは採用するものとする。 

 

４ 大規模な地表遮蔽部分のフィルタリングにおいて、地形表現に不具合が生じる場合は、周囲のフィル

タリングしていないグラウンドデータ等を用いて内挿補間を行うものとする。 

（低密度ポリゴンデータの作成） 

第３３６条 低密度ポリゴンデータは、フィルタリング結果を用いてグラウンドデータが低密度になった

範囲を対象に作成するものとする。 

２ 「低密度」とは、オリジナルデータがフィルタリングによりまとまって除去された範囲をいう。 

３ 低密度の範囲は、第８０条の数値地形図データの精度を満たせない箇所とし、等高線等の表示によっ

て決定するものとする。 

（既存データとの整合） 

第３３７条 既存データとの整合は、既存データとグラウンドデータとの重複区間を設定して比較及び点

検を行うものとする。 

２ 点検箇所は、調整用基準点及び地表遮蔽物の影響が少ないグラウンド、空き地、道路、公園等で平坦

な箇所を対象とし、国土基本図図郭単位ごとに１箇所以上、１箇所あたりの計測数が１００点以上存在

２ 調整用基準点と三次元計測データとの較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上の場合は、地

域全体について補正を行うものとする。 
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することを原則とする。 

四 既存データとしてグラウンドデータがない場合は、既存データのグリッドデータとの較差に代える 

 ことができる。 

五 点検結果は、既存データ検証結果表に整理する。 

（フィルタリング点検図の作成） 

第３３８条 フィルタリング点検図は、フィルタリングが適切に行われたか否か、作成されたグラウンド

データの異常の有無について点検するために作成するものとする。 

２ フィルタリング点検図は、「航空レーザ用写真地図データ及び等高線データの重ね合せ図」及び「航

空レーザ用写真地図データ、オリジナルデータ、水部ポリゴン及び低密度ポリゴンの重ね合せ図」の２

種類を作成するものとする。ただし、航空レーザ用写真地図データが作成されていない場合は、航空レ

ーザ用写真地図データに代えてオリジナルデータから作成された陰影段彩図等とすることができる。 

３ フィルタリング点検図は、国土基本図図郭単位で作成するものとする。 

４ フィルタリング点検図は、格子間隔の地図情報レベルに対応した縮尺で出力するものとする。 

５ 「航空レーザ用写真地図データ及び等高線データの重ね合せ図」における等高線の間隔及び色区分は、

次表を標準とする。また、計曲線には等高線データ数値を付加し、凹地については凹地記号をそれぞれ

付加するものとする。 

等高線種類 間 隔 色  区  分 
計 曲 線 ５ｍ 黄 色 
主 曲 線 １ｍ 赤 色 

 

６ 「航空レーザ用写真地図データ、オリジナルデータ、水部ポリゴン及び低密度ポリゴンの重ね合せ図」

における色区分は、次表を標準とする。 

項                    目 色  区  分 
オリジナルデータでグラウンドデータとして採用された点 赤  色 
オリジナルデータでフィルタリングにより削除された点 黄  色 
水部ポリゴンの境界線 紺  色 
低密度ポリゴンの境界線 緑 色 

 

７ フィルタリング点検図は、図郭から格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について作成するも

のとする。 

（フィルタリングの点検） 

第３３９条 フィルタリングの点検は、フィルタリング点検図を用いて次の各号について行うものとする。 

一 第３３５条第３項に規定するフィルタリング対象項目のオリジナルデータ採否の適否 

二 水部ポリゴン範囲の適否 

三 低密度ポリゴン範囲の適否 

２ フィルタリングについて、点検測量を全体の５パーセント実施するものとする。 

３ フィルタリングの良否の判断が困難な場合は、図形編集装置を用いた断面表現等により点検するもの

とする。 

 

３ 点検は、次のとおり行うものとする。 

一 重複範囲内のグラウンドデータを平均化し比較する。 

二 較差の平均値及び標準偏差を求める。 

三 標準偏差が３０センチメートル以上の場合は、オリジナルデータ等も考慮した原因を調査した上、

再計算処理又は再計測等の是正措置を講じる。 
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第９節 グリッドデータの作成 

（グリッドデータの作成） 

第３４０条 「グリッドデータの作成」とは、グラウンドデータから内挿補間により格子状の標高データ

を作成する作業をいう。 

２ グリッドデータの標高値の精度は、次表を標準とする。 

  項    目 標高値(標準偏差） 

格子間隔内にグラウンドデータがある場合 0.3ｍ以内 

格子間隔内にグラウンドデータがない場合 2.0ｍ以内 

 

３ グリッドデータは、国土基本図図郭単位で作成するものとする。 

４ グリッドデータへの標高値内挿補間法は、地形形状並びにグリッドデータの使用目的及びグラウンド

データの密度を考慮し、ＴＩＮ、最近隣法を用いることを標準とする。ただし、データの欠損が多い箇

所については、Ｋｒｉｇｉｎｇ法により内挿補間することができるものとする。 

５ グリッドデータの各点については、必要に応じてフィルタリング状況又は水部状況を表す属性を付与

するものとする。 

６ グリッドデータにおける標高値は、０．１メートル位とする。 

（グリッドデータ点検図の作成） 

第３４１条 グリッドデータ点検図は、作成されたグリッドデータに異常がないか及び隣接図との接合が

適切に行われているかを点検するために作成するものとする。 

２ グリットデータの点検を図形編集装置により行う場合には、グリッドデータ点検図作成を省略するこ

とができる。 

３ グリッドデータ点検図は、国土基本図図郭単位に作成された陰影段彩図を標準とし、低密度ポリゴン

の境界線を重ね合わせて表示するものとする。 

４ 陰影段彩図は、地図情報レベル５０００から１００００を標準として作成するものとする。 

５ 作業地域に隣接して既存データが存在する場合は、作業地域の外周に格子間隔の１０倍以上の距離を

延伸した範囲について作成することを標準とする。 

（グリッドデータの点検） 

第３４２条 グリッドデータの点検は、グリッドデータ点検図又は図形編集装置を用いて次の各号につい

て行うものとする。  

一 所定の格子間隔等の適否  

二 標高値の誤記及び脱落   

三 水部の範囲 

四 低密度の範囲 

五 接合の良否 

 

第１０節 等高線データの作成 

（等高線データの作成） 

第３４３条 「等高線データの作成」とは、グラウンドデータ又はグリッドデータから自動生成により等

高線データを作成する作業をいう。 

２ 等高線データの作成は、次のとおりとする。   

一 等高線データは、国土基本図図郭単位で作成するものとする。  

二 グラウンドデータ又はグリッドデータの間隔は、次表を標準とする。なお、グラウンドデータ及び

グリッドデータは、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲のものを使用する

こととする。 
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（等高線データの点検） 

第３４４条 等高線データの点検は、図形編集装置、出力図等を用いて行うものとする。 

２ 点検内容は、次のとおりとする。  

一 等高線データの誤記及び脱落  

二 等高線データ形状の良否   

 

 第１１節 数値地形図データファイルの作成 

（要旨） 

第３４５条 本節において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って数値地形図デ

ータファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

２ 本節において数値地形図データファイルは、次の各号のとおりとする。 

一 オリジナルデータ 

二 グラウンドデータ 

三 グリッドデータ 

四 水部ポリゴンの境界線 

五 低密度ポリゴンの境界線 

六 航空レーザ用写真地図データ 

七 位置情報ファイル 

八 等高線データ 

九 格納データリスト 

 

第１２節 品質評価 

（品質評価） 

第３４６条 数値地形図データファイルの品質評価は、第４４条の規定を準用する。 

 

第１３節 成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第３４７条 数値地形図データファイルのメタデータの作成は、第４５条の規定を準用する。 

（成果等） 

第３４８条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 数値地形図データファイル 

二 作業記録 

三 精度管理表 

四 品質評価表 

五 メタデータ 

六 その他の資料 

 

地図情報 
レベル 

主曲線 計曲線 
グラウンドデータ、グリッドデータ 
約１ｍ 約２ｍ 約５ｍ 

500 １ｍ ５ｍ ○ ― ― 
1000 １ｍ ５ｍ ○ ― ― 
2500 ２ｍ 10ｍ ○ ○ ― 
5000 ５ｍ 25ｍ ○ ○ ○ 
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資料７ その他の資料・情報 
 

資料 7-1 各河川の現状と構造物対策のまとめ 
 

資料 7-2 東部タライ地域における洪水による道路の被災 
 



 

資料 7-1 各河川の現状と構造物対策のまとめ 
 
1. ラル・バカイア川（Lal-Bakeya River） 
概要 

ラル・バカイア川はチュリア山地に発し、左支川ラル川と右支川バカイア川を合わせて流下

してインドに入る。インド国境までの流路長は約 80 ㎞である。タライでは両岸に築堤されてお

り、護岸・水制などの河岸浸食対策が整備されている。これらの構造物対策はインドとネパー

ルの資金により建設された。 
ビルガンジ（Birganji）～カダルハナ（Kadarhana）間の地方道の橋梁には上流左右岸に導流堤

が築堤され、同橋梁上流側の導流堤水衝部には河岸浸食対策として護岸と水制が設置されてい

る（図 1）。護岸は捨石・鉄線籠（図 2）、水制は粗い目のネットで覆った土嚢（図 3）を用いて

いる。水制と水制の間での土砂堆積を促進するために河床には竹棒が差し込まれ（バンブーパ

イリング）、粗朶が置かれ、土砂の堆積効果を発揮している（図 4）。このように河川管理事務

所の技術者は粗朶など現地で得られる資材を用いて河岸浸食対策を施工している。導流堤と堤

防には鉄線籠による護岸が整備されている（図 5）。 
 
（大型水制の構造） 

大型水制の標準的構造として長さが 275m の水制の場合、先端部 85m は盛土＋鉄線籠による

護岸、中間部 90m は盛り土＋捨て石による護岸、基部 100m は盛り土のみ、とされている。 
 
問題点 

問題として、地質的に脆弱な上流チュリア山地から流送される土砂が河床に堆積し、河積が

阻害されており、気候変動による影響を合わせて洪水が起こり易くなっている。今年 2019 年 7
月洪水では左岸堤で 2 か所越水があり、破堤した。破堤箇所のうち、一カ所についてはすでに

補修済である（図 6）。破堤した部分は鉄線籠と土嚢を利用し、その破堤した上下流には合計 5
本の鉄線籠による水制が設置されている（図 7、8）。限られた予算の中で、現地資材の利用に

よりできる限りの構造物対策が実施されている（図 9）。残る一カ所は補修中である（図 10、11）。
河川側（堤外地）と集落側（堤内地）との地盤高の差は目視では約 2～3m であり、このままの

状況が続くと破堤のリスクがますます高まることとなる（図 12）。 
 
現況（図 1~12 は 2019 年 9 月 15 日に調査団撮影） 

 
※矢印は河の流れを示している（以下同）。 

図 1 ラル・バカイア川右岸導流堤の水衝部に設置された護岸と水制 
上図はビルガンジ~カダルハナ地方道路の橋梁上から撮影。護岸は河岸の浸食を防止し、水制間

の河床には土砂が堆積し、それぞれの機能を果たしている。 
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図 2 鉄線籠で造られた護岸① 図 3 土嚢とネットによる水制 
橋梁の上流河岸は護岸によって侵食から守られ

ている。 
水制により河岸は侵食から守られている。鉄 
線籠工の玉石が不足しており、代替材として 
耐紫外線土嚢が使用されている。 
 

  

図 4 水制の間に設置された竹と粗朶 図 5 鉄線籠で造られた護岸② 
水制の間には土砂が堆積しており、河岸浸食対 
策の機能を果たしている。 
 

橋梁取付道路から撮影。 

 
洗堀深さは 4～5m           破堤箇所を約 30m にわたって補修 
 

 
図 6 補修中の下流左岸堤防 

橋梁の下流左岸堤防部分が 2019 年 7 月の洪水で越流して破堤した。土嚢と鉄線籠で補修されて

いる。 
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図 7 鉄線籠で造られた水制① 図 8 鉄線籠で造られた水制② 
破堤箇所の下流側に 2 基設置されている。 
 

破堤箇所の上流側に設置されている。 
 

  
図 9 鉄線籠で造られた水制③ 図 10 準備中の土嚢 

左岸堤防に沿って一連の水制が 100ｍにわたっ

て設置されており、水制の間の河床に土砂が堆

積して水田化されている。 
 

決壊した堤防箇所（図 11）を補修するために

準備されている。 

 

図 11 補修中の左岸堤防 
2019 年 7 月に洪水越流によって、Rauthat district の Karniya 村付近の左岸堤防が 50m にわたって

決壊したため、土嚢とネットで補修中。 
 
 
 

水制 
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図 12 周辺農地より、土砂堆積により高くなった河道 
洪水時には堤防を越流するリスクが増加している。 
 

 
2. バグマティ川 
概要 

バグマテイ川はヒマラヤ山脈からマハラバート山地とチュリア山地を横断してタライを南下

してインドに入る。ガンジス川までの流路長は 593km、このうちネパール国内の流路長は約

175km である。タライ地方では両岸が築堤され、水衝部には水制と護岸が整備されている。こ

れらの構造物はインドとネパールの資金によってバグマテイ川改修事業として建設された。こ

の事業は、1994 年の Ganga Flood Control Committee of India での合意にもとづき、建設が 2000
年に開始され、2018 年に完成した。堤防の延長は左岸 4km、右岸 33km、堤防の堤外側法面の

水衝部には捨石・鉄線籠による護岸・水制が整備されている（図 13）。長さ 320m の水制という

日本でも見られない大規模な構造物も含まれている（図 14）。 
 

問題点 
１）河床の上昇 

バグマテイ川でも上流山地からの土砂流下により河床の上昇が顕著である。2019 年の洪水で

は水位は堤防天端に達し、大型水制が流失した（図 15）。 
現在問題となっているのは、インド国境のすぐ下流に存在する鉄道橋と、その直下流に鉄道

と並行に建設されている道路橋の橋長が流量に比べてともに不十分であり、橋梁取付部分の盛

土構造が河積を阻害して土砂の流下を妨げていていることである。ここでは河床の上昇が顕著

で洪水による堤防の越流と破堤が危惧され、ネパールでは行政と住民の双方から問題視されて

いる。 
２）内水被害 

ネパール国内での右岸堤内からの内水は右岸堤に沿って流下してインド国内に流入する。イ

ンド国境にはインドの鉄道が東西に敷設されているが、その鉄道盛り土がネパール国内からの 
氾濫内水を阻害し、その上流側に湛水している。堤防には堤内から河川側への排水施設（カル

バートなど）がないのでインド領内では内水被害が生じている。その解決案が 2019 年 8 月にイ

ンド側から提案された。その内容はネパール側で、右岸堤防に排水のための樋管を建設するこ

とである。一方ネパール側からは、インド側に存在する旧河道を利用して排水する案を提案し

た。現在協議中である。 
３）背水被害 

インド国境付近のネパール側ではバグマテイ川の支川であるマヌスマラ川、ジャハイ川など

で、本川からの背水の影響で洪水被害が発生している。 
４）川幅の不足 

インド国境から上流へ 30 ㎞地点では川幅が狭い。流量に比較して河道断面積が不足してい

る。このネパール水害管理部は対応のために調査を計画している。 
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現況 （図 13~15 は 2019 年 9 月 15 日に調査団撮影） 

 

図 13 バグマテイ川改修事業 
バグマテイ川改修事業は、1994 年の合意によりインドとネパールの資金によって実施された。

建設は 2000 年に開始され、2018 年に完成した。 
 

 
図 14 右岸に建設された水制 

この水制は建設後 32 年が経過し、上流側水制との間に土砂が堆積して、農地として利用されて

いる。 

 
図 15 2019 年 7 月洪水によって流失した水制 

2019 年 7 月洪水によって、インド国境より約 3 ㎞の右岸水制が流失した。撮影位置前面の水深

は 6~7.5m。2019 年 7 月洪水時には水位は堤防天端に達した。 
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3. ラカンディ川（Lakhandy River） 
バグマテイ川の東側を流下する。河岸浸食対策として鉄線籠による水制が整備されている。 
 

4. パサハ川（Pasaha River） 
2016 年に堤防が決壊した。その被害は建設中のポスタルハイウェイ（Postal High Way）にも

及んだ。 
 

5. カンド川（Khando River） 
河床への土砂堆積のために洪水のリスクが高まっており、新たにインド資金により改修する

計画がある。 
 

 
6. カマラ川（Kamala River） 

河川の濁度が高く、土砂濃度が高いことが推測できる。両岸に築堤されている。橋梁上下流

には張りブロックによる護岸が整備されている。河床が周辺農地より高くなっている（図 16、
17）。 

 
現況 （図 16~17 は 2019 年 9 月 16 日に調査団撮影） 

 
 

図 16 右岸堤防に設置された護岸 図 17 上昇した河床 
河川水の濁度が高く、土砂濃度が高いことが推

察される。 
堤防（写真中央）を挟み、農地（写真右側）

より河床（写真左側）が上昇している。 
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7. カラック川（Kharak Khola River） 
東西ハイウェイの橋梁左岸上流の取付道路盛土の水衝部に水制と護岸が設置されている。河

岸浸食に対して効果的に配置されており、構造も適切であると考えられる（図 18、19）。この

川でも河床が上昇している（図 20）。 
 

現況（図 18~19 は、2019 年 9 月 16 日に調査団撮影） 

 

図 18 鉄線籠による 2 重に設置された護岸、及び鉄線籠による水制 
東西ハイウェイ橋梁上より撮影。同ハイウェイの橋梁の取付道路盛土の水衝部に護岸が設置さ

れており、さらにその上流にも鉄線籠による水制が設置されている。 
 

  

図 19 3 基の 2 段積み水制 図 20 同橋梁下流側河床 
上流左岸に建設されており、1 段目は堆砂に埋

まっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土砂が堆積している様子。 
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8. マウハリ川 
東西ハイウェイ橋梁地点では、橋脚のフーチングが露出していて、河床の上昇は認められな

かった。 
 

9. マウハリ川よりさらに東に東西ハイウェイを進んだバルハマ（Barhamha）先の川（河川名不明） 
東西ハイウェイの橋梁地点では、橋脚フーチングが見えず、桁下高も低いことから、河床が

上昇していることが想定される（図 21）。 
 

現況（図 21 は 2019 年 9 月 16 日に調査団撮影） 

 
図 21 上昇した河床 

マウハリ川よりさらに東に東西ハイウェイを進んだバルハマ（Barhamha）先の川の様子。河床

が上昇して橋脚フーチングが埋没しており、桁下高が狭くなっている。 
 
 
10. コシ川（Koshi River） 
概要 

コシ川は源流をチベットに発し、ネパールを経てインドのガンジス川に合流する。流域面積

は 87,481km2（日本の国土面積の 24%）であり、そのうちの 23%がネパール国内に存在する。 
コシ川取水堰～上流 4km 地点までの両岸には堤防と護岸、水制が整備されている（図 22、23）。

長さ 200m を超える大型な水制が多く建設されている。この区間の年間平均流量は 2166m3/sec, 
計画高水流量は 27,014m3/sec とされている。近年の最大規模の洪水は、1954 年 8 月 24 日に発生

しており、その流量は 24,200m3/sec であった。この当時は両岸に堤防がなく、周辺地域に激甚

な被害が発生した。計画高水流量はこの時の洪水流量を上回っている。インド国境に建設され

たコシ河取水堰と上流 40km までの河道改修はすべてインド政府予算により実施されている。

コシ川はインドの管理下にある。堰建設と河道改修はこれまで以下のようなスケジュールで行

われた。 
＜コシ河改修と取水堰建設の歴史＞ 

1959 年：堤防完成 
1962 年：取水堰完成 
1965 年：取水堰運用開始。取水堰からの水資源はすべてインドにより利用される。 
1966 年：インド政府による取水堰とネパール国内のコシ川管理の開始。インド政府による管

理期間は 199 年間、2165 年までとされている。 
ネパール政府は上流 4km 地点から上流を管理している。ネパール政府のコシ川・バクラハ河

川管理事務所は 4km から上流部分について MP を今年中に策定する予定である。この MP は小

規模な河岸浸食防止対策の計画策定が中心となっている。 
 

問題点 
河床の上昇が問題となっている（図 24、25）。コシ川は世界で 2 番目に土砂堆積が激しい河
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川である。流域の平均土壌侵食速度は 2,477t/km2/yr である。土砂はコシ川からガンジス河を通

してバングラデシュ内を流れ、ベンガル湾に注ぎ、その河口に新しい島、New Mule 島が形成さ

れている。コシ堰橋の 500m 上流の河床高は、コシ堰橋面よりも標高が高くなっている。ネパ

ール国内でのインドによる管理区間では、河床は堤内地盤高より目視では 5m 以上高くなって

おり、それだけ洪水による堤防の越流・破堤のリスクが増大しているといえる。 
コシ川は 18 世紀よりタライ地域で河道の変遷を繰り返す不安定な河川であった。これを堤防

で固定したために従来扇状地に分散されていた土砂が河床に集中的に堆積していると考えられ

る。 
 

現況（図 22~25 は 2019 年 9 月 17 日に調査団撮影） 

  

図 22 河岸に設置されている水制① 図 23 河岸に設置されている水制② 
左岸堤防より撮影。上図のような水制が途切れることなく両岸に連続して設置されている。 
 

 

図 24 河川より低い堤内地 
画面左の堤内地は画面右の河床より低く、コシ川左岸堤から堤内外の標高差を視認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

堤防 
堤内地 

河川 
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図 25 河川より低い道路 
画面左の河床は画面右の道路よりも高い。 
 
 
11. コシ川 40 ㎞より上流域、バクラハ川（Bakraha River）、ドムシュ・バクラハ川（Domsh Bakraha 

River）、ホアンドラ川（Hohandra River）、チサン川（Chisan River）の 5 河川 
概要 

これらの 5 河川はコシ川・バクラハ川管理事務所が所管している。このうち、バクラハ川で

は築堤が完成したが、ドムシュ・バクラハ川、ホアンドラ川、チサン川については河川が未改

修で無堤であり、築堤・護岸の整備が必要とされている。一方コシ川の 40 ㎞上流部分において

は掘り込み河道となっており、築堤の必要はない。これらの河川では、河岸が侵食された場合、

緊急的には鉄線籠による護床・護岸とバンブーパイリングによる対策を実施している。  
以上 5 河川に関し侵食対策のための小規模 MP を作成している。水制、護岸を鉄線籠で建設

する。 
 

課題 
同 5 河川では、山岳地域では掘り込み河道となっており、築堤の必要はない。最大の問題は

扇状地より下流における河床上昇である。また河川の流路が不安定で、そのために河岸の浸食

が発生しており、この対策が必要となっている。しかしその対策は予算面から小規模となって

いる。 
築堤されている河川では、河床が堤内地盤よりも高い。河床に土砂が堆積するので通水断面

積が減少し、洪水が堤防を越流して破堤するリスクが高くなっている。バクラハ（Bakraha）川

では 3 段 h＝3m の鉄線籠水制が建設後 12 年で河床に埋没した。今後河床はさらに上昇するの

は必至と河川管理事務所長は危惧している。 
 

 

河川                    堤防          道路 
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資料 7-2 東部タライ地域における洪水による道路の被災 

1. 東部タライ地域における 2019 年 7 月洪水による道路の被災（図 1～8 は 2019 年 8 月 4～5
日に道路局撮影） 

 

 
※矢印は河の流れを示している（以下同）。 

図 1 Rajabiraj ~ Kunaliにおける盛土被災（Province 2、Saptariの Tilathi村近辺） 
 
道路下に建設された樋管の断面積が不足していたため、写真左側からの洪水が盛土に阻害され

て水位が上昇、道路盛土を越流して盛土が侵食を受けた。 
 

 

 

 

 
 

図 2 Janakpur ~ Yadukuhaにおける取付道路盛
土の被災（Province 2） 

 
図 3 Bagmati ~Aruwaにおける盛土と舗装の被

災（Rautahat） 
 
河道に張り出て建設された取り付け道路が洪

水を阻害して侵食された。上図の矢印は洪水に

よって侵食された盛土を示している。 
 
 

 
道路の盛土が洪水を阻害し越流されて被災し

た。上図の矢印は洪水が道路を越流して、舗装

を破損した様子を示している。 
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図 4 Janakpur ~ Kaptol Kamalaにおける盛土被
害（Province 2）① 

 
図 5  Janakpur ~ Kaptol Kamalaにおける盛土被

害（Province 2）② 
 
カルバートの断面積不足により上流水位が上

昇、越流して盛土が被災した。赤色破線は流失

した道路盛土部分を示している。 

 
道路の盛土の復旧にあたっては、盛土下にカル

バートを新設するなどして洪水の流れを阻害

しない工夫が必要となる。赤色破線は流失した

道路盛土部分を示している。 
 
 
 

 
 

 

 
 

 
 

図 6 Bagamati ~ Aruwaにおける舗装の被災① 
 

図 7 Bagamati ~ Aruwaにおける舗装の被災② 
 
洪水を阻害して越流され、舗装が損壊した。上

図の矢印は越流した洪水の流れを示す。 
 
 
 

大臣及び道路局長一行がこの状況を視察した。 
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2. 東部テライ地域の東西ハイウェイにおける道路盛土による排水阻害の状況（図 9～10 は

2019 年 9 月 16 日調査団撮影） 

  

図 9 道路盛土による排水阻害① 図 10 道路盛土による排水阻害② 

 
 
図 9及び図 10の右側（上流側）の排水は道路盛土に阻害されて、左側（下流側）に流下できず
に湛水している。洪水時には上流側の水位が上昇して道路盛土を越流するリスクが生じる。洪

水規模とその発生場所によっては、舗装と盛土が被災する可能性がある。 
 

 

 

 
※赤線はポスタルハイウェイの計画路線を示している。 
出典：道路局 

図 8 ポスタルハイウェイ計画路線図 
 

2019年 7月の洪水によって、建設中の同ハイウェイでも被害が発生した。 
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